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平成25年９月19日（木曜日）

午前10時１分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成25年度宮崎県一般会計補正

予算(第２号)

○議案第２号 平成25年度宮崎県就農支援資金

特別会計補正予算（第１号）

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・県が出資している法人等の経営状況について

社団法人宮崎県林業公社

公益財団法人宮崎県環境整備公社

公益社団法人宮崎県林業労働機械化センター

公益社団法人宮崎県農業振興公社

一般財団法人宮崎県内水面振興センター

公益財団法人宮崎県口蹄疫復興財団

社団法人宮崎県肉用牛枝肉価格安定基金協会

一般社団法人宮崎県家畜改良事業団

一般社団法人宮崎県酪農公社

一般財団法人宮崎県水産振興協会

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・第七次宮崎県森林・林業長期計画の「平成24

年度取組の概要」について

・宮崎県次世代自動車充電インフラ整備ビジョ

ンの策定について

・宮崎県次世代エネルギーパーク計画の認定に

ついて

・野生鳥獣による農林作物等の平成24年度の被

害額について

・建設工事における指名競争入札の試行状況に

ついて

・第七次宮崎県農業・農村振興長期計画「平成

24年度取組の概要」について

・第五次宮崎県水産業・漁村振興長期計画「平

成24年度取組の概要」について

・宮崎県農業実態調査結果（中間取りまとめ）

について

・みやざきフードビジネス雇用創出プロジェク

ト事業について

・野生鳥獣による農林作物等の平成24年度の被

害額について

・早期水稲の作柄と価格の動向について

・建設工事における指名競争入札の試行状況に

ついて

出席委員（８人）

委 員 長 山 下 博 三

副 委 員 長 有 岡 浩 一

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員  原 正 三

委 員 横 田 照 夫

委 員 岩 下 斌 彦

委 員 髙 橋 透

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 堀 野 誠

環境森林部次長
金 丸 政 保

（ 総 括 ）

環境森林部次長
楠 原 謙 一

（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
川 野 美奈子

環 境 森 林 課 長

平成25年９月19日(木)
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みやざきの森林
那 須 幸 義

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 上 山 伸 二

循環社会推進課長 神 菊 憲 一

自 然 環 境 課 長 佐 藤 浩 一

森 林 経 営 課 長 水 垂 信 一

山村･木材振興課長 河 野 憲 二

み や ざ き ス ギ
石 田 良 行

活 用 推 進 室 長

林 業 技 術
森 房 光

セ ン タ ー 所 長

木 材 利 用 技 術
飯 村 豊

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 西 山 悟

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 佐 藤 亮 子

議事課主任主事 川 崎 一 臣

ただいまから環境農林水産常任○山下委員長

委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、日程につきましては、お手元に配付いた

しました日程案のとおり行うこととしてよろし

いでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○山下委員長

します。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩をい

たします。

午前10時２分休憩

午前10時４分再開

委員会を再開いたします。○山下委員長

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

おはようございます。環○堀野環境森林部長

境森林部でございます。本日はよろしくお願い

いたします。

それでは、お手元に配付しております「環境

農林水産常任委員会資料」の表紙をごらんいた

だきたいと思います。

本日の説明事項は、予算議案が１件、報告事

項が３件、その他報告事項が表紙に記載のある

ものが４件、別資料としてお配りしたものが１

件の計５件でございます。

まず、Ⅰの予算議案の議案第１号「平成25年

度宮崎県一般会計補正予算（第２号 」でありま）

す。これにつきましては後ほど御説明いたしま

す。

次に、Ⅱの報告事項につきましては 「地方自、

治法」及び「宮崎県の出資法人等への関与事項

を定める条例」に基づきまして、県が出資して

いる法人等の経営状況について、御報告するも

のであります。

当部所管の法人としましては 「社団法人宮崎、

県林業公社 「公益財団法人宮崎県環境整備公」、

社 「公益社団法人宮崎県林業労働機械化セン」、

ター」の３法人であります。

次に、Ⅲのその他報告事項は、第七次宮崎県

森林・林業長期計画の平成24年度取り組みの概

要についてや、別資料でお配りしました宮崎県

次世代エネルギーパークの認定についてなど、

５項目を御報告いたします。

それでは、１ページをお開きください。

この表は、歳出予算を課別に集計したもので

ございます。

今回の補正予算につきましては、一般会計で

表の中ほど、補正額Ｂの列の「小計」の欄にご

平成25年９月19日(木)
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ざいますように、民間企業からの寄附に伴いま

して、80万円の増額をお願いしております。

補正後の一般会計予算額は、補正後の額のＣ

の列の 小計 にございますとおり 303億5,787「 」 、

万7,000円となります。

この結果、補正後の予算総額は、一般会計と

特別会計を合わせまして、同じくＣの列の一番

下 「合計」の欄にありますとおり、308億8,373、

万9,000円となります。

私からの説明は以上でありますが、各説明事

項の詳細につきましては、それぞれ担当課長・

室長が御説明申し上げますので、よろしくお願

いいたします。

環境森林課の補正予算に○川野環境森林課長

つきまして御説明いたします。

お手元の冊子 「平成25年度９月補正歳出予算、

説明資料」の環境森林課のところをお願いしま

す。45ページになります。

上から２段目の一般会計の補正額であります

が、左側の補正額欄にありますように、80万円

の増額補正をお願いしておるところでございま

す。

この結果、補正後の予算額は、右から３つ目

の欄になりますが 一般会計が41億2,434万8,000、

、 、円となり 特別会計を含めました補正後の額は

その上の欄になりますが、43億9,504万7,000円

となります。

それでは、補正の内容について御説明いたし

ます。

47ページをお開きください。今回の補正は、

上から５段目の（事項）森林づくり応援団活動

支援事業費の80万円の増額補正をお願いするも

のでございます。

これは、説明欄の１の（１）森林づくり資材

提供事業におきまして、森林づくりに役立てて

ほしいという民間企業からの寄附を受け入れ、

これをボランティア団体等が行う森林づくり活

動の植樹、苗木代として活用するものでござい

ます。

説明は以上でございます。

執行部の説明が終了をいたしま○山下委員長

した。議案等についての質疑はありませんか。

せっかくですから。企業名はどこ○原委員

、 。なんですか 悪い話じゃないと思うんですけど

これは○那須みやざきの森林づくり推進室長

、宮崎市内で観光事業を営んでおられる会社様で

江坂設備工業株式会社様でございます。

それはことしだけですか。○原委員

これは○那須みやざきの森林づくり推進室長

平成16年からいただいておりまして、例年、こ

の時期に補正予算でお願いしておるものでござ

います。

通算になるとどれぐらいになるん○原委員

ですかね。25年ですね。

平成16○那須みやざきの森林づくり推進室長

年からこれまで通算しますと、ことしの80万円

を加えますと、370万円ほど御寄附をいただいて

おります。

わかりました。○原委員

いいですか。よろしいでしょう○山下委員長

か。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、次に報告事項に関す○山下委員長

る説明を求めます。

それで○那須みやざきの森林づくり推進室長

は、常任委員会資料の２ページをお開きくださ

い。

Ⅱの報告事項の１、社団法人宮崎県林業公社

についてであります。

地方自治法第243条の３第２項及び宮崎県の出
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資法人等への関与事項を定める条例第４条第３

項の規定に基づく、県出資法人等の経営状況等

について御報告いたします。

林業公社は（１）にありますように、昭和42

年に造林、育林等の森林・林業に関する事業や

緑化に関する事業を行い、県土保全や森林資源

の培養、地域経済の振興に寄与することなどを

目的に成立され （２）にありますように、県や、

県北12市町村 森林組合など19団体が社員となっ、

ております。

概要は記載のとおりでありますが、説明は白

い冊子の「平成25年９月定例県議会提出報告書

（ ）」県が出資している法人等の経営状況について

でさせていただきます。その43ページをお開き

ください。

まず、平成24年度の事業報告書についてであ

ります。１の「事業概要」をごらんください。

林業公社は、平成19年策定の経営方針及び平

成24年度に改訂した第３期経営計画に基づき、

計画的な主伐や利用間伐など （１）から（７）、

などの業務に取り組んでおります。

、 。 、次に 44ページをお開きください 24年度は

２の事業実績にありますように、間伐などの保

育事業や作業路開設などの造林施設事業等に取

り組み、分収林の適正管理や収入の確保、ある

いは公社の分収林以外の森林整備にも取り組ん

だところであります。

次に、経営状況等についてであります。同じ

報告書の中の171ページをお開きいただきたいと

思います。これは、平成25年度宮崎県出資法人

等経営評価報告書であります。

まず、林業公社の概要ですが、上から４行目

の総出資額は1,350万円で、このうち県出資額

が500万円、全体の37.0％であります。

、 。次に その下の枠の県関与の状況であります

人的支援では、右側の平成25年度の欄、４月１

日現在をごらんください。合計15名の役員のう

ち、常勤役員が１名です。これは右側一列飛ん

で県退職者の欄で１名、そして非常勤役員で

は、14名のうち県職員２名及び県退職者２名が

就任しているほか、２名の県職員を派遣してお

ります。また、下の財政支出等は、24年度は、

森林整備等に関する補助金として１億9,977万円

余の支出のほか、公社への無利子貸付を行い、

右の県借入金残高のように、24年度末現在、県

からの借入金残高は233億6,224万円余、その下

の県の損失補償契約に基づく債務残高が106

億1,591万円余となっております。また、派遣し

ている２名の県職員の人件費1,204万円の支出を

行っております。なお、下の主な県財政支出の

内容の①林業公社貸付金では、平成24年度の県

貸付金は12億4,927万円となっております。

次に、実施事業であります。林業公社は、分

収林事業や植栽未済地を解消するため、森林所

有者から施業を受託して再造林等を行う森林施

業受託事業等を実施しております。

その下の活動指標であります。林業公社にお

きましては、毎年度の伐採量の平準化を行い、

、「 」経営の安定化を図るため 長伐期施業転換面積

を活動指標として、分収林契約の契約延長を進

めております。平成24年度は、240ヘクタールの

目標に対し、258ヘクタールの変更契約を締結し

ており、達成度は107.5％となっております。

次に、172ページをお開きください。財務状況

であります。表の左側は正味財産増減計算書で

あります。右へ３列目、平成24年度欄をごらん

ください。２行目の経常収益は９億520万円余、

その下の経常費用は13億4,747万円余となってお

り、当期経常増減額はマイナス４億4,226万円余

となっております。これは、24年度に売り払い
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を行った分収林において、過去に投下した経費

に見合った収入が得られなかったことなどによ

るものであります。これに、中ほどの当期経常

外増減額 これは間伐材や支障木等の後年度―

に確定した分の収益などですが これを加え―

た当期一般正味財産増減額は、マイナス４

億4,011万円余となっており、一般正味財産期首

残高がマイナス33億3,837万円余でありますの

で、正味財産期末残高はマイナス37億7,848万円

余となっております。

次に、表の右側、貸借対照表の平成24年度欄

をごらんください。流動資産と固定資産を合わ

せた資産の合計は、347億7,033万円余となり、

このうち約341億円が、造林から育林に係る、こ

れまでの投下経費の累積である森林勘定であり

ます。

次に、下の流動負債と固定負債を合わせた負

債の合計は、385億4,882万円余となり、このう

ち約340億円が、県及び金融機関からの長期借入

金であります。なお、資産から負債を引いた正

味財産は、マイナス37億7,848万円余となってお

ります。

次に、財務指標をごらんください。林業公社

においては、財務指標として①の年度末資金残

高、②の主間伐等の収入、③の償還利息額の３

つを指標としております。改訂計画では、年度

末資金残高を１億5,000万円確保する計画であり

ましたが、24年度は２億1,400万円余となり、ほ

かの２つにつきましても、目標値を達成したと

ころであります。

次に、直近の県監査の状況についてでありま

す。昨年度の監査においては 「経営計画に基づ、

いて経営改善に積極的に取り組んでいるが、大

幅な債務超過となっており、額も前年度より増

加している。引き続き経営改善に向けた一層の

努力が望まれる」との要望があったところであ

ります。県では、公社と一体となって経営改善

の着実な実行に努めておりますが、今後とも、

一層の経営改善が図られるよう 厳しい目を持っ、

。て指導・監督を行っていくことにしております

次に、下の総合評価をごらんください。これ

までの状況を踏まえた県の評価でありますが、

主伐等の財産収入で、それまでの森林造成に要

した経費を賄うほどの収入は確保できていない

状況にあり、今後とも、さらなる経営改善に努

めていく必要があります。なお、昨年度は木材

価格が大きく下落いたしましたが、財務指標で

御説明いたしましたように、第３期経営計画に

基づき経営改善等に取り組んだ結果、改訂計画

の目標を上回る収益を確保することができたと

ころであります。

続きまして、25年度の事業計画について御説

明いたします。恐れ入ります。報告書の50ペー

ジをお開きください。

１の基本方針及び次のページの事業計画のと

おり、林業公社では、経営方針や第３期経営計

画（改訂計画）に基づき、計画的な主伐、間伐

、 、の実施や保育 路網の整備などを行うとともに

市町村と連携して、森林所有者から施業を受託

し、植栽未済地の抑制・解消を図ることとして

おります。

次に、52ページをお開きください。３の収支

予算書であります。まず、Ⅰの事業活動収支の

部は、表の中の事業活動収支差額にありますよ

うに、マイナス2,850万円であります。次に、Ⅱ

の投資活動収支の部は、下の投資活動収支差額

にありますように、85万1,000円のマイナスであ

ります。また、Ⅲの財務活動収支の部は、下か

ら４行目の財務活動収支差額にありますよう

に、2,935万1,000円のプラスとなっており、こ
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の結果、当期収支差額はゼロとなり、次期繰越

収支差額は、当初予算においては１億9,851

万9,000円となっているところでございます。

説明は以上でございます。

続きまして、委員会○神菊循環社会推進課長

資料の３ページをお開きください。

公益財団法人宮崎県環境整備公社について御

報告いたします。環境整備公社は、エコクリー

ンプラザみやざきの運営を通して、設立の目的

にありますように、産業廃棄物や一般廃棄物の

処理等の事業を行うことにより、本県のすぐれ

た自然環境や県民の生活環境の保全等に取り組

んでいるところでございます。

組織につきましては、役員は16名で、副理事

長及び理事は、県環境森林部長と県央地区の10

市町村の長で構成されております。また、職員

は総務課など３つの課で13名でございます。

次に、出資の状況につきましては１億110万円

で、そのうち県は45.6％に当たります4,610万円

を出損しております。なお、公社は、特記事項

にありますように、廃棄物処理法に基づき、公

共関与による産業廃棄物処理及び一般廃棄物処

理を行う 廃棄物処理センター として 平成12「 」 、

年12月に厚生大臣の指定を受け、さらに市町村

からの建設委託を受けまして、廃棄物処理施設

「エコクリーンプラザみやざき」を整備し、平

成17年11月から供用を開始しております。

、 、それでは 地方自治法及び県の条例に基づき

公社の経営状況等について御報告いたします。

「平成25年９月定例県議会提出報告書（県が出

資している法人等の経営状況について 」の53ペ）

ージをお開きください。

まず、平成24年度の事業報告書について御説

明いたします。

１の事業概要でございます。日常の廃棄物の

円滑かつ適正な処理については、県央地域10市

町村の一般廃棄物及び産業廃棄物の搬入された

廃棄物について、円滑かつ適正に処理を行いま

した。なお、平成25年３月12日に発生しました

灰溶融施設における爆発事故に伴い、現在は焼

却灰の溶融を停止しております。

次に、諸課題の解決についてであります。安

心・安全・安定したシステムの運用につきまし

ては、平成23年度に浸出水調整池の補強工事及

び浸出水処理水対策としての下水道放流施設整

備工事が完了し、安定した稼働を行っておりま

す。灰溶融施設における爆発事故につきまして

は、現在、メーカーや運営受託会社等と原因究

明を行っているところでございます。原因のさ

らなる解明と責任の所在の明確化につきまして

は、平成22年４月に提起した損害賠償請求訴訟

について、平成24年度は弁論準備手続が６回開

催され、準備書面及び書証等により公社の主張

を陳述し、争点整理が行われたところでござい

ます。

次に、新公益法人制度への移行については、

平成25年３月25日に、県の公益財団法人の認定

、 。を受け ４月１日に移行したところであります

次に、54ページをお開きください。

２の事業実績につきましては、表に記載して

おりますように、一般廃棄物及び産業廃棄物の

処理を行うとともに、環境学習啓発や温浴施設

の管理運営を行ったところであります。

次に、経営状況等の詳細につきまして御説明

いたします。出資法人等経営評価報告書により

御説明いたしますので、169ページをお開きくだ

さい。

まず、上段の表、左端に「概要」と記載され

た表につきましては、先ほどの委員会資料の説

明等と重なりますので、割愛させていただきま
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。 、 、 「 」す 次に 中ほどの表 左端に 県関与の状況

と記載された表をごらんください。

まず、人的支援の状況でありますが、表の右

側、平成25年度（４月１日現在）をごらんくだ

さい 一番上の行が役員数ですが 役員数は計16。 、

名で、そのうち県職員が１名、県退職者が３名

となっており、常勤、非常勤の内訳は下の２行

のとおりでございます。その下の行が職員数に

なりますが、職員数は13名で、そのうち県職員

が４名、県退職者が１名でございます。

次に、人的支援の下、財政支出等をごらんく

ださい。平成24年度の県委託料1,250万円につき

ましては、その下、左端に「主な県財政支出の

内容」と記載された表の②にありますエコクリ

ーンプラザみやざきを活用した環境学習啓発事

業の委託であります。また、県補助金8,000万円

につきましては、同じく下の①、宮崎県環境整

備公社運営費補助金でございます。また、右の

欄にまいりまして、県借入金残高7,149万9,000

円につきましては、施設整備時に貸し付けた１

億7,872万5,000円の残高でございまして、その

下の県の債務保証契約等に基づく債務残高10

億9,360万円につきましては、同じく施設整備時

に金融機関から借り入れた、20億9,000万円の損

失補償の債務残高でございます。このほか 「そ、

」 、の他の県からの支援等 の欄にありますように

浸出水調整池の補強工事などの費用や運営資金

の貸し付けを行っているとこであります。

、 。次に ページの一番下の表をごらんください

公社では 「実施事業」の欄にあります４つの事、

業を行っております。

また、その下の活動指標をごらんください。

２つの活動指標を掲げております。産業廃棄物

搬入量につきましては、目標値4,500トンに対し

実績値は4,986トン、達成率は110.8％でありま

す。また、施設見学者数につきましては、目標

値１万人に対し実績値は１万2,445人、達成

率124.5％となっております。

次に、170ページをお開きください。

上段の表でございます。左端に「財務状況」

と記載された表をごらんください。表の左側半

分に正味財産増減計算書、右側半分に貸借対照

表を記載しております。まず、左側の正味財産

増減計算書の平成24年度のところをごらんくだ

さい。１行目の経常収益は、市町村からの運転

委託料や産業廃棄物処理料金収入などでござい

ますが、27億7,362万4,000円、経常費用 こ―

れは施設の運転経費や管理費などでございます

が 29億7,567万円となっておりますので、そ―

の下の当期経常増減額及び中ほどの当期一般正

味財産増減額は、２億204万6,000円の減となっ

ております。また、表の下から４行目になりま

すが、当期指定正味財産増減額は、宮崎市が実

施する周辺環境整備事業に対する補助金の支出

によりまして、6,507万8,000円の減となってお

ります。この結果、一番下の行にありますよう

に、平成24年度末の正味財産期末残高は９

億1,119万1,000円であります。

次に、右側の表、貸借対照表の平成24年度の

ところをごらんください。

まず、１行目の資産は55億7,164万円となって

おり、その内訳は、その下の流動資産 これ―

は現金預金や未収金などでございます 10―

億2,735万円、また、その下の固定資産 これ―

は土地や建物、機械装置などでございますが

45億4,429万円となっています。―

次に、その下の負債は46億6,044万9,000円と

なっており、その内訳は、その下にあります流

動負債、これは未払い金や銀行からの短期借入

金などでございますが、30億5,243万8,000円、
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また、その下の固定負債、これは銀行からの長

期借入金などでございますが、16億801万1,000

円となっております。

次に、表の中ほどの正味財産でございます。

これは資産から負債を差し引いた９億1,119

万1,000円となっており、その内訳は、その下の

指定正味財産、これは基本財産と周辺環境整備

積立金でございますが、４億6,942万9,000円、

また、その下の一般正味財産、これは指定正味

財産を除く正味財産のことでございますが、４

億4,176万2,000円となっております。

次に、財務状況の下、左端に「財務指標」と

記載された表をごらんください。財務指標を３

つ掲げております。まず、自己収入比率は、目

標値3.6％に対し実績値4.2％、達成率は116.7％

であります。次に、人件費比率は、目標値4.8％

に対し実績値3.8％、達成率は120.8％となりま

した。また、自主事業比率は、目標値3.4％に対

し実績値3.9％、達成率は114.7％となっており

ます。なお、算式に記載されている自己収益に

は、売電収益や有価物収入等が該当し、自主事

業収益には、産廃処理収入が該当するものでご

ざいます。

次に、中ほどの表、左端に「直近の県監査の

状況」と記載された表をごらんください。昨年

９月に事務局、10月に委員による監査がありま

して、予算執行伺い書や契約書の内容について

、留意等を要する事項等の指摘がございましたが

これらにつきましては、既に改善がなされてい

るところであります。

さらに、下段の表、左端に「総合評価」と記

載された表をごらんください。表の右側上段に

記載しております県の評価であります。まず、

一般廃棄物処理事業や温浴施設管理運営事業、

環境学習啓発事業については、順調に実施でき

ております。産業廃棄物処理事業については、

平成24年度は、営業の強化等により増収となっ

たものの、県からの貸付金は年々増加しており

ますので、収支改善に向け、さらなる収入の確

保と経費削減に取り組む必要があり、財務内容

の評価は厳しい評価（Ｄ）としております。ま

た 本年２月議会において 県は平成32年をもっ、 、

て公共関与を終了する方針を表明したところで

ありますが、今後、参画自治体の理解が得られ

るよう協議を行っていくこととしております。

また、これとあわせて、運営体制の見直しに向

けた検討を行う必要があると考えております。

なお、公社におきましては、灰溶融炉爆発事故

の原因究明を速やかに行い、復旧に向けて、今

後も全力で取り組んでいく必要があると考えて

おります。

続きまして、恐れ入りますが、報告書の59ペ

ージにお戻りください。

平成25年度の事業計画について御説明いたし

ます。

１の事業概要についてであります。廃棄物の

円滑かつ適正な処理、安心・安全・安定したシ

ステムの運用、業者への損害賠償請求訴訟に取

り組んでいくこととしております。

次に60ページをお開きください。２の事業計

画についてであります。本年度も、一般廃棄物

や産業廃棄物の処理を円滑かつ適正に行うとと

もに、環境学習啓発事業や温浴施設の管理運営

を行うこととしております。

61ページをごらんください。３の収支予算書

についてであります。

まず、Ⅰの一般正味財産増減の部であります

が （１）の経常収益の事業収益として、産業廃、

棄物処理料金収入１億500万円、その下の受取補

助金等として県補助金8,000万円、市町村運転受
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託金として27億8,943万1,000円など、計31

億2,644万5,000円を計上しております。

次に （２）の経常費用につきましては、事業、

費が32億5,109万8,284円であります。そのうち

金額の大きいものとしては、減価償却費が２

億2,389万7,500円 光熱水費が１億9,382万5,600、

円、運転受託業者への委託費が24億8,461万円で

あります。

次の62ページの一番上にあります管理費でご

ざいます。3,406万2,716円でありまして、経常

費用の計としては 表の中ほどになりますが 32、 、

億8,516万1,000円となります。ページ中ほどか

らその下に記載があります、当期経常増減額及

び当期一般正味財産増減額につきましては、経

常収益から経常費用を差し引きまして、１

億5,871万6,000円の減となります。

Ⅱの「指定正味財産増減の部」につきまして

は、特定資産である周辺環境整備積立金から、

宮崎市が実施する事業への補助額を計上したも

のであります。以上から、一般正味財産と指定

正味財産を合わせた正味財産期末残高について

は、一番下のⅢに記載のとおり、８億1,661

万8,586円を計上しております。

宮崎県環境整備公社についての説明は以上で

ございます。

山村・木材振興課○河野山村・木材振興課長

でございます。

委員会資料の４ページをお開きください。

公益社団法人宮崎県林業労働機械化センター

につきまして、宮崎県の出資法人等への関与事

項を定める条例に基づき、経営状況等について

御報告させていただきます。

当センターにつきましては （１）の設立の目、

的にありますように、高性能林業機械の共同利

用や林業事業体の雇用管理等の改善、また、新

たに林業に就業しようとする者への就業支援な

ど、低コスト林業の促進や林業労働力の確保を

目的といたしまして、平成７年に設立をされて

おります。会員は （２）にありますように、宮、

崎県と宮崎県森林組合連合会、宮崎県造林素材

生産事業協同組合連合会の３団体により構成さ

れております （３）の組織につきましては、役。

員が８名、職員が１名であります。

出資の状況は （４）にありますように、総額、

が900万円となっていまして、このうち県が400

万円を出損しており、その比率は44.4％であり

ます （５）の特記事項にありますように、当セ。

ンターは、林業労働力の確保の促進に関する法

律に基づきまして 「林業労働力確保支援センタ、

ー」として、知事の指定を受けております。な

お、当センターが行っております林業就業の相

談指導や高性能林業機械の共同利用などの事業

は、この法律に基づいた業務であります。

経営状況の詳細につきましては 「９月定例県、

議会の報告書」のほうで説明をさせていただき

ます。それでは、報告書の173ページをお開きく

ださい。

一番上の枠の概要につきましては、先ほどの

説明と重複しますので、省略をさせていただき

ます。

その下の枠、県関与の状況ですが、人的支援

といたしましては、枠の右上の平成25年度４月

現在にありますように、役員数は８名で、この

、うち県職員が副理事長と常勤の専務理事の２名

県退職者は非常勤の理事長１名となっておりま

す。

その下の財政支出等につきましては、平成24

年度の欄をごらんください。委託料として889

万5,000円、補助金として2,344万5,000円を支出

しており、その内容といたしましては、その下
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の枠にあります「主な県財政支出の内容」にあ

りますように、①の事業は、事業体に貸し付け

を行う高性能林業機械の導入を行うもので、②

の事業は素材生産に必要な講習等への参加経費

の助成を行うものであります。また、③の事業

は、林業への新規就業を希望する人たちへの相

談指導を行うもの、また、⑤は、就業相談会の

開催を行うものでございます。

その下の枠の実施事業につきましては、①の

林業にかかわる相談・指導業務から、⑥の林業

機械の共同利用事業まで、６つの事業を実施い

たしております。

その下の活動指標といたしましては、①の相

談件数及び職業講習会、研修会等参加者数を上

げておりまして、目標値700人に対して、平成24

年度は782人であります。次に、②の共同利用機

械実働平均稼働月数を上げておりますが、目標

値６カ月に対して、24年度の実績は6.2カ月と

なったところであり、いずれの指標も目標を達

成いたしております。その下の指標設定に関す

る留意事項ですが、①の相談件数及び職業講習

会、研修会等の参加者数については、就業者を

雇用する事業体への指導強化の指標として設定

をいたしております。また、②の共同利用機械

平均稼働月数につきましては、採算性を確保す

る観点から、経営上、必要な稼働月数を目標と

して設定いたしております。

次に、１枚めくっていただきまして、174ペー

ジをお開きください。

財務状況についてであります。左半分が正味

財産増減計算書で、右側が貸借対照表となって

います。

まず、左側の正味財産増減計算書の24年度の

欄を縦にごらんください。２行目の経常収益は

１億1,231万3,000円、その下の経常費用は１

億896万4,000円となっており、その下の当期経

常増減額が334万9,000円となっております。次

に、中ほどにあります、法人税・住民税及び事

業税として２万1,000円を計上しております。昨

年度と比較して大きく増減いたしております。

これは平成24年度から公益社団法人に移行した

ことによりまして、法人税が非課税となったた

めであります。このため、その下の行にありま

す当期一般正味財産増減額は、当期経常増減額

から税額を差し引きました332万8,000円となっ

ております。この結果、財務状況の一番下、正

味財産期末残高は9,927万9,000円となっており

ます。

次に、右側の貸借対照表の24年度の状況でご

。 、ざいます 上から２段目の資産につきましては

その下の流動資産と固定資産を合わせまして、

一番右端になりますが、１億661万5,000円であ

り、その３つ下の負債につきましては、流動負

債、固定負債合わせまして733万6,000円となっ

ております。その３つ下になりますが、資産か

ら負債を差し引きました正味財産は、9,927

万9,000円となっております。

その下の枠に移りまして、左側の財務指標に

つきましては、①に自己収入比率を上げており

ますが、右のほうをごらんください。平成24年

度の欄でございます。目標50％に対しまして、

実績値が49.4％となっております。これは、高

性能林業機械の導入に際しまして、補助金を受

け入れたことによりまして、全収入に対する自

己収益と自主事業収益の比率が低下したことに

よるものでございます。

最後に、一番下の枠の総合評価でございます

が、右側の県の評価をごらんください。主なも

、 、のを上げますと １段落目に書いておりますが

平成22年度を初年度とする経営計画が、おおむ
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ね目標を達成しております。また、４段落目に

なりますが、財務関係では、県からの補助金、

委託料が減っておりまして 県の関与が低くなっ、

てきており、自立性が高まってきております。

、 、 、また 一番下の段落ですが 設定した活動指標

２つとも目標値を上回っておりますが、財務指

標のほうが、わずかに目標に届きませんでした

ので、引き続き自主事業の収益向上の取り組み

を強化して、目標達成に努める必要があると考

えております。

説明は以上でございます。

執行部の説明が終了いたしまし○山下委員長

た。

報告事項についての質疑を賜りたいと思いま

す。何かありませんか。

林業公社ですけれども、これはい○緒嶋委員

つも課題になって、一番、環境森林部が頭の痛

い立場にあることは間違いないわけですが。長

伐期にして、このような形でずるずるいく形の

中で、全てのものが将来的に長伐期ということ

でやられておるわけだけど、めどはつくのか。

平成70～80年には何とか大丈夫ですよという目

標を立てておられて、そのとき、おる人は誰も

いないわけですよね。そういう中で、将来的な

展望というのを十分それは 公社に勤務して―

おる人も大変なわけですが、このままずるずる

いき、県の財政的な立場から考えても、好転す

るというような将来的な展望というのは、今の

段階で自信を持って言えますか。

林業公○那須みやざきの森林づくり推進室長

社については、一昨年、平成23年度に御審議い

、 、ただいたところでございますけれども その際

公社を存続させて事業をやっていくということ

が、県の財政上も一番有利であり、あと広域的

機能の発揮にも貢献するということで、存続を

決定させていただいたところでございます。

木材価格については、非常に不安定な要素で

ありまして 木材価格が一番のキーとなると思っ、

ておりますけれども、一説、数年前試算したと

ころによりますと、立木価格が1,000円上がる

、と55億円の公社のメリットがあるというふうな

スケールメリットもございますので、市場の動

向等見ながら、厳しく公社の経営改善に努めて

まいりたいというふうに考えているところでご

ざいます。

正味財産期末残高等でも、だんだ○緒嶋委員

んマイナスが大きくなってくるわけです。こう

いう中で、木材価格が、平均がまだ１万円しな

いわけですよね。そういう中で、１万2,000～１

万3,000円すれば、何とか伐採すれば収益が上が

るというようなことを言われるけど、当面、こ

れは金融機関の償還、あるいは県の持ち出し等

が多くなる中で、本当に これはほかの県も―

いろいろ考えて、もう公社を廃止して県有のほ

うにしたりとか、いろいろな手法でやられてい

るようですが、やはり今のところは、これでい

くよりほか仕方がないということかなというふ

うに思いますけれども。やはり、逆にもう、か

なりある程度上がったと思い切って伐採すると

いうことで、全体の今のヘクタールからいえば

この全体、契約している面積はどれだけに―

なるわけですかね。

今、公○那須みやざきの森林づくり推進室長

社のほうで１万200ヘクタールほどございます。

伐採した後はもう公社造林ではな○緒嶋委員

くて、その地主が自主的な管理というか、そう

いう形に持っていきよるわけですかね。

はい、○那須みやざきの森林づくり推進室長

伐採の後は所有者の方に引き渡して、造林をし

ていただくということになりますが、森林組合
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等について、その後の伐採についても御協力い

ただくというようなあっせん等は、続けており

ます。

これは県がいろいろな知恵を出さ○緒嶋委員

れて、間伐やらの補助金とか何かで大分カバー

しておられるわけですけれども、その形が、今

後ともずっと続くのかなという気がするわけで

すけど、そのあたりの見通しはどうですか。

公社○那須みやざきの森林づくり推進室長

で84％ほど長伐期施業というふうに転換して、

間伐を繰り返しながら主伐を行うという作業を

やっておりまして、この主伐につきましても、

長期的な資源の平準化ということで、計画的な

伐採作業をやっております。

、 、○緒嶋委員 それと 市町村有林を公社造林で

公社の植林でやられておるが、契約は個人と市

町村の場合は変えたわけですかね、これは。

市町村○那須みやざきの森林づくり推進室長

有林につきましては、分収割合を９対１という

ことでやっております。

個人の場合が。○緒嶋委員

個人の○那須みやざきの森林づくり推進室長

場合は６対４で、公社が６、所有者が４という

ふうな比率でございます。

この率が、やはりちょっと一番経○緒嶋委員

営に これは契約ですから、それを９対１に―

というのは、これはなかなか容易なことじゃな

いし、それは了解は得られんと思うんですけれ

ども、そのあたりをこの経営状況から見て、個

人に対して何らかのアプローチはされたことは

あるわけですか。

平成16○那須みやざきの森林づくり推進室長

年から主に主伐をやっておりまして、既に分収

金を配当しているという所有者の方もございま

したものですから、一律、こういう個人の方の

分収割合の引き下げというような交渉は、なか

なか難しいところがございますけども、施業内

容で、これから、例えば帯状伐採というところ

につきましては、メリットがある作業もござい

ますので、そういうことについては、個人所有

者の方についても、交渉を続けていく余地があ

るかと思っております。

経営的にも安定しているという形○緒嶋委員

であれば何もする必要はないけど、こういう状

況を理解してもらう努力を最大限やって、なか

なか難しいと思うんですけれども。やっぱり経

営的に成り立たなけりゃ、これはもういつまで

たっても、この状態は続くし、長伐期そのもの

、 、が 木材の価格が本当に上がればいいですけど

本当は45年ぐらいで１回、90年に２回切ったほ

うが 経営的には採算合うわけですね 倍になっ、 。

たからって材価が倍になるわけじゃないし、今

度は集材のコストとかいろいろなその用途の問

題、その利用価値とかにしたら長伐期が本当に

いいのかどうか、場所の問題もあります。やは

り林道とかの関係もあるし、集材に困難性を来

す場合もあるわけですね、長伐期の場合は。そ

う考えた場合に、本当に長伐期だけが、私はい

いとは思わないわけです。今の形を見直された

ということできておられるけど、台風災害等で

は、長伐期の木のほど管理がよくないと、倒木

する可能性も強いわけですよね。災害のおそれ

もある。

そういうことを考えた場合に、このままの形

でずっといかれるよりも、かえって、もう思い

切ってある程度は、ちょっとでも材価が上がっ

たら 民間の材価に影響するというのは、い―

ろいろこれは国有林でもですが、そういうこと

もあるかと思うんですけれども。やっぱり何が

何でもこの負債を減らしていくという努力が一
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番 先送りだけじゃなくて、その視点をかな―

り強く持ち出したほうが、私はいいんじゃない

かなという気がするんですが。負債額が減る方

法というのは、もうなかなかこれはないんじゃ

ないかと思うし、金利は払わなきゃいかんです

から、金利が安くなったって。

もう農林中金やらの金利は低金利に持ってい

く努力は、最大限されておるわけですかね。

、○那須みやざきの森林づくり推進室長 昨年度

日本政策金融公庫さん、それから市中銀行さん

と利率の交渉を行いまして、例えば宮崎銀行さ

んには応じていただきまして、2.2％程度のやつ

を1.1％とかいうふうに引き下げていただきまし

て、当初、1,000万円ほどの利率の削減というこ

とを目標にしておりましたけれども、上回

る1,900万円ほどの利率の軽減というところがで

きたというふうに思っております。

今のところ、公社として経営改善○緒嶋委員

の決め手になるものが何かあるわけですかね、

今後の課題として。長伐期以外にはないという

ことですか。

先ほど○那須みやざきの森林づくり推進室長

委員の御指摘にもありましたように、土地の条

件がそれぞれ異なりますので、なかなか一概に

長伐期というところが当てはまるか否かという

のは問題がございますけども、契約もございま

すので、所有者の方の意向も尊重しながら進め

ていきたいと思っております。

長伐期施業につきましては、伐期の平準化と

、いうところで一番大きな柱となっておりまして

例えば経営状況につきまして、借入金につきま

しては、平成37年 今からあと12～13年後で―

すけれども に県の借入金、それから償還金―

の額が逆転するということで、事業を続けてい

きながら、県にもお返ししながら、その37年以

降は、県にお返しするほうが多くなるんですけ

れども、そういうことで、地道に経営改善に努

めてまいりたいというふうに考えております。

この県の評価で、経営改善で目標○緒嶋委員

の収益を上回ったと言っても、実際的には、形

の上では上がったけど、やはり正味財産も含め

てマイナスはふえておるわけですよね。その目

標としては、収益を目標よりも上げたというの

は、自己満足でしかないと思っているんですけ

れども、こういう県の評価は、それでいいです

かね、こういう評価で。

造成費○那須みやざきの森林づくり推進室長

用は、当初、借入金でやっておりますので、現

在の木材価格からすると、その過去の借入金額

を伐採の収入で返せないと。今、そのような状

況で、正味財産がマイナスが出てきているとい

うところなんですけれども、昨年度とことしに

つきましては、経営改善に努めたというところ

で、先ほど財務状況の中ほどで説明いたしまし

たけれども、１億円ほど減額幅が小さくなって

いるということもございますので、こういうこ

とを続けて、地道に努力をしてまいりたいとい

うことを考えております。

資金残高の目標値につきましても、当初１

億5,000万としておりますが、そういうふうなこ

とで、２億1,000万ほどの年度末資金残高も確保

できたということで、手応えは感じているとこ

でございます。

県の財政、全体的に一般会計の財○緒嶋委員

政状況を見ると、この林業公社が県の財政その

ものの足も引っ張っているというふうにも、見

ることはできるわけですね、いろいろな意味で

見れば。やっぱり、将来的には、県の責任は当

然伴うわけで。

だから、本当に実態をわきまえて 職員の―
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方は３年交代か何かで、どんどん異動されたり

するから、３年間ここで頑張っておれば、次の

人がまた頑張ればいいんだというような、あれ

もあるかなという気もせんでもないわけですけ

ど。

例えば、かつて木材が３万円を超す時代は、

これでうまくいっていたんですけど、今は１万

円で、３分の１以下にもなっておるという中で

は もうこの最初の設計どおりいかんようになっ、

たわけだから、これはやはり 大分なんかは―

公社をもう解消したと思うんですが、そこ辺の

実態はどうですかね、大分県。

大分県○那須みやざきの森林づくり推進室長

では、たしか平成19年に公社を解散して、県営

林化しているというふうに聞いておりますが、

大分県は本県と違って 主伐が始まっていなかっ、

た。その時点では、まださらに造成の費用が要

するということで、もう整理をしたというふう

に伺っておりまして、本県とは若干、事情が異

なるものかとは思っております。

緒嶋委員が御○金丸環境森林部次長（総括）

懸念のとおり これは環境森林部 県全体にとっ、 、

ても、非常に大きな問題というふうに捉えてお

ります。そういう中で、一昨年、23年度に、こ

の常任委員会において、１年間通しまして、大

変厳しい御指摘も受けながら、第３期経営計画

の改訂計画をつくったところでございます。こ

の常任委員会の一番最後には、知事も出席いた

しまして、公社と一体となって県は努力をして

いくというような、お約束もしているところで

ございます。

今、室長からも説明しておりますとおり、24

年度が終わりまして、幸い24年度は計画どおり

というか計画を上回った成果を上げていると。

、 、また25年度については まだ半年という段階で

まだ資料は提出しておりませんが、内部の分析

によりますと、計画を達成できる見込みではな

いかというような状況もあります。

緒嶋委員からもお話がありましたように、非

常に長期的な課題でございますけれども、当面

は、平成29年度までの改善計画をつくっており

ますので、この達成に向けて、県を挙げて、公

、 、社と一体となって 何とか計画の達成に向けて

努力をしてまいりたいというふうに考えており

ます。

これは当然、今どうせよというこ○緒嶋委員

とは、なかなか我々も言えないわけですけれど

も、極端に言えば、もう材価が上がるのを期待

するよりほかはないと。そういう中ではあるけ

れども、やはり、間伐補助金とか、いろいろ公

的な国の補助金なんかをうまく活用しながら

この正味財産の期末残高が、どんどんマイ―

ナスが大きくなるような形が続くのじゃないか

なという懸念をしておるので、そのあたりがど

こで正味財産が逆にプラスになってくれば、ま

ああれだけど、そこ辺が、どの時点でどうなる

のかなという気がするもんだから。

やっぱり、我々も議会でも責任があると思う

んですね。これをこのまま認めていいのかとい

うと、議会が認めたからこうなりましたって言

われても、ある意味では我々も責任が伴うこと

でもあるわけですので、やっぱり慎重に。これ

は行政の皆さんが一番、一次的な責任があるわ

けですが、我々もこれを認めたということであ

れば、我々にも責任が当然伴うというふうに、

我々も理解しなきゃいかんのかなと、連帯責任

みたいなもの。

そういうことを考えると、やはりできるだけ

この経営が、健全なものになっていかないと。

、これはどうにもならないということであるので
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やはり最大限、これは努力をしていかんと。数

、字的なことを一々言っても始まらんというのは

総体的にどうするかという根本的な方針が、一

応、計画は立てられたけど、本当にそのとおり

いくのかどうかというのが、我々もちょっと懸

念があるもんだから。

林業公社、引き続き御質疑申し上○髙橋委員

げます。私が詳しくこの経営改善計画とかを熟

知してないから、違った言い方をするのかもし

れませんが、緒嶋委員もおっしゃったように、

「目標を上回る収益を確保できた」というとこ

ろで、なるほどと思うんですが、しかし、いわ

ゆる期末残高はマイナスが膨れ上がっています

よね。

、 、だから 経営改善計画が何か問題があるのか

ちょっと私も疑問を抱いたもんですから。いわ

「 」ゆる 24年度は目標を上回る収益を確保できた

ということで評価されていますよね。でも、期

末残高はマイナスが膨れ上がっているというこ

とは、どういうふうに理解したらいいんでしょ

うか。

これ○那須みやざきの森林づくり推進室長

は23年度に第３期経営計画の改訂計画というの

を立てさせていただきまして 平成24年度から29、

年度までの収支を改善するという計画でござい

まして、その単年度、単年度の収支を年度末資

金残高が１億5,000万円となるように計画すると

いうふうなことで、立てた計画でございます。

それに対して、24年度は２億1,000万円の実績と

いうことになったというところでございます。

その今の数字は、１億5,000万が２○髙橋委員

億1,000万だから黒になっているみたい、改善さ

れているみたいだけど、その期末残高がマイナ

スになるというのは、どういうふうに理解した

らいいんですかね。

期末残○那須みやざきの森林づくり推進室長

高がマイナスになっていますけど、林業公社の

森林の造成に当たっては、借入金で実施をして

おりまして、そのときの借入金、森林勘定とい

うのを伐採収入では追いついていないというと

ころでございます。それでマイナスが出てきて

いるというような状況でございます。

非常に悩ましいところですね。こ○髙橋委員

れは、ここが課題だったんですよね。

先ほど課長が説明されていましたように、材

価が1,000円上がれば55億円の効果が上がるとい

うことをおっしゃいましたけども、私も10年ぐ

らい前の計画のときに、ちょっとかかわりまし

たけど、議論的に材価は、あのときがもう底だ

というふうにおっしゃっていたんですね。とこ

ろが、また悪くなりましたね。

まあ、今が底かなと、これ以上ないよと。ま

して環境が、円安で輸入材が上がって、国産材

に向いているというような話も聞くし、だから

ここから上向くといいがなという期待も持ちな

がら、事務方のみなさんもすごく努力されて、

公社も含めて頑張っていらっしゃるわけですか

ら、環境的にはもう今後、材価は上がっていく

。だろうという期待は持っていいと思いますよね

円安と○那須みやざきの森林づくり推進室長

いう追い風もあるというふうに伺っております

し、県内では、大きな木材製材業者さんが入っ

てこられるということ。それから、資源はふん

だんにございますので、有効活用していけば、

材価は上がってくるんじゃないかというふうに

期待をしているところでございます。

環境整備公社についてちょっとお○横田委員

尋ねしますけど、業者への損害賠償請求訴訟と

いうのは、これ、浸出水調整池の破損に対して

の訴訟ですよね。
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こちらは、おっしゃ○神菊循環社会推進課長

いました浸出水調整池の不同沈下によります損

害賠償とあわせまして、同じく浸出水の塩化物

イオン濃度の設計値が低かったことによる、ク

ローズドシステムが機能しないという点、この

２つについて訴訟を提起しております。

ちなみに、訴訟の合計額は、現在18億8,500万

円ほどでございます。

調整池の破損が発覚してから、相○横田委員

当、もう年月がたっていると思うんですけど、

現在の訴訟の状況はどんなふうになっているん

でしょうか。

報告書53ページの○神菊循環社会推進課長

（２）の②にも記載してございますけれども、

平成24年度は６回の弁論があったと、準備手続

がございました。

これまでに、平成23年度から合計で20回、弁

論事務手続があっております。これはやはり内

、 、容が技術的 専門的なものが多くございまして

それぞれの主張がなかなかかみ合わないという

ところから、時間がかかっております。

ただ、現在、訴訟を傍聴しておりまして、裁

判官のほうから、今年度中ぐらいにはというよ

うな話も、ちょっとございましたので、できる

だけ早い、第一審判決が出ることを期待してお

ります。

できるだけ早く結論が出ればいい○横田委員

なというふうに思います。

それと、32年をもって公共関与を終了すると

いうことを県は言っておられるんですけど、先

ほどの説明では、参画自治体の理解が得られる

ように協議を進めていくというふうに言ったと

思うんですけど、まだ、参画自治体の理解は得

られてないということになるんですか。

公共関与の終了につ○神菊循環社会推進課長

きましては、今、おっしゃいましたように、２

月議会で表明させていただいたところなんです

けれども。理由としましては、処理施設がない

ということをもって建設を始めたということと

か、モデル施設は必要だということでやってき

たわけですけれども、そのあたりのことが解消

されてきたということからと、公共関与の終了

ということを打ち出したところでございます。

それに際しまして、環境整備公社につきまし

ては、県と県央地域の10市町村で構成されたも

のでありまして、そこでやっている処理は、大

半が一般廃棄物処理でございます。産業廃棄物

処理は、もうほんの数％に過ぎないという状況

でありまして、ただ、県がこれまで、この公社

なりエコクリーンプラザの推進に、果たしてき

た役割は非常に大きいということもありますの

で、やはり県が公共関与を終了すると申しまし

ても、市町村としっかりと協議させていただい

、 。 、て その了解を得る必要があるだろうと また

あわせて地元対策協議会との関係もございます

ので、そちらの了解も得なきゃならないという

ふうに考えております。

現在、地元対策協議会の了解を得まして、ま

ずは、施設を今後どうするかということで、行

政間での協議をやっていこうと。その行政間の

協議の主な内容としては、こちらは平成17年に

建設されておりますけれども 地元との協定で15、

年を目途とするということが書いてありますの

で、では32年度以降どうするのかということを

しっかりまず行政間で協議させていただいて、

その中で、今後も継続して一般廃棄物処理をや

るということであれば、地元対策協議会に了解

を得ていこうという段階でございます。今年度

中には、市町村と意見を合わせたいというふう

に思っておりまして、今、そのためのいろんな



- 17 -

平成25年９月19日(木)

協議等をいたしているところでございます。

15年という目安が一応あって、そ○横田委員

の15年という年数というのは、埋却地の容量の

問題だと思うんですよね。

焼却施設とかは、また、もっと耐用年数ある

と思うんですけど、問題は埋却地をまた増設で

きるのかとか、そういうことかなと思うんです

けど、そういう検討も今されているということ

ですか。

15年という区切りを○神菊循環社会推進課長

つけましたのは、地元対策協議会からの要望で

ございまして、一応、施設の耐用年数でありま

すとか、そのあたりを加味して設定した年数で

ございます。今現在、最終処分場の容量は57

万7,000立米ございましたけれども、このままの

ペースで参りますと、平成44年ぐらいまでもつ

んじゃないかと、44～45年までもつんじゃない

かという状況でございまして、最終処分場の容

量がということではございません。

以上でございます。

わかりました。○横田委員

ことしの３月に発生した灰溶融施設の爆発事

故ですけど、今、原因究明をされていて、灰溶

融を停止しているということなんですけど、こ

れは原因究明がはっきりするまで、とめっ放し

になっているということなんですかね。

灰溶融炉は２つござ○神菊循環社会推進課長

います。今回、爆発事故に遭いましたのが１号

炉でございます。今おっしゃいましたように、

原因究明のために頑張っておりますが、これま

で事故原因調査の協議だけで３回ほどやったと

ころでございます。そのうち１回は技術者レベ

ルで話そうというようなこともやってきており

ますが、やはりこれも非常に専門的で、技術的

なものが多いということもございまして、国の

研究機関の研究者でありますとか、知見や経験

を有する機関の協力を得て、今、行っておりま

す。今後、１～２カ月を目途に、原因の特定と

いうことにつなげてまいりたいということで、

今、やっております。

それが終わりますと、それをもとにした事故

、 、 、報告書をいただきまして 責任の所在 明確化

それから費用負担に関する協議、復旧工事とい

う流れになります。

この灰溶融炉が機能しないという状況でござ

いますが、やはり原因がわからないと、２号炉

の稼働もできない。また、同じような事故を起

こすわけにはまいりませんので、しっかりした

原因究明を行いまして、対策等を踏まえて、復

旧に向けて頑張っていきたいと。

復旧しないとなりますと、やはり焼却灰の直

接埋め立てということになりますので、これは

やはり残存容量の減少につながっていくという

こともございます。両方をにらみながら、しっ

かりと原因究明をしてまいりたいというふうに

思っております。

じゃあ、今現在はもう、灰焼却灰○横田委員

はそのままを埋却処分しているということです

か。

５月31日から焼却灰○神菊循環社会推進課長

の処理を開始しておりまして、焼却溶融炉の隣

にスラグヤードという建物がありまして、一旦

そこに置いておったんですけども、やはり量的

に限界がまいりましたので 今申し上げた５月31、

日から直接埋め立てを開始しております。

わかりました。できるだけ早く原○横田委員

因究明していただいて、また、灰の溶融を再開

していただきたいと思いますので、よろしくお

願いします。

今、爆発事故の原因究明という○前屋敷委員
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ことで進められているところですが、この溶融

炉そのもののメーカーはどこだったんですか。

三菱重工業です。○神菊循環社会推進課長

その技術的な問題でいえば、製○前屋敷委員

造、そのメーカーがやっぱり一番大きな責任が

あるというか、技術的なものも含めて その―

辺のところでも、なおかつ解明はできないとい

うことですか。

メーカーからもいろ○神菊循環社会推進課長

いろな原因、水蒸気爆発というのが推察される

ということなんですけれども、原因の中間報告

的なものはいただいておりますが、私どもとし

ても、その面で少しまだはっきりわからないと

ころがあると。そのあたりをしっかり技術的な

ものとして、はっきりした原因を特定する形で

解明してまいりたいと。そうでなければ対策が

とれないというふうに思っております。

でもやはり、メーカーでなければわからない

点も多々ありまして、ちょっと時間がかかって

。いるということは否めないかと思っております

メーカー側が、技術的な問題も○前屋敷委員

含めて、自社でつくられたそういう溶融炉です

から、やはり最後まで責任を持って、その辺の

ところは解決していくというそういう立場がな

いと、なかなか問題解決には至らないだろうと

いうふうに思いますので、その辺をしっかりお

願いしたいと思います。

林業労働機械化センターについて○髙橋委員

お尋ねしますが、高性能林業機械は森林組合ご

とに置いてあるんですかね。高性能林業機械は

どこに置いてあるんですかね。

利用頻度の高いと○河野山村・木材振興課長

ころを中心に置いておりますけど、森林組合が

使っている土場とか、そういったところに置い

ているということでございます。

それで、173ページのこの活動指標○髙橋委員

②で、これは稼働月数でいいのかなとちょっと

疑問を感じたもんですから。だから、これはど

ういうふうに算出されているのかなと。例えば

９月に１日でも出たら、もう一月で計算するこ

とも可能だがなと思いながら。どちらかという

と、これは日数でやったほうが、見る側として

はなるほどというふうに 例えば200日を目標―

とするとか、どうでしょうか。

月数というふうに○河野山村・木材振興課長

出しておりますけれども、実際は、稼働の25日

だったと思いますけど、それで計算しておりま

すんで、実際に近い率としてあらわされている

と思います。

その25日をクリアしたときに一月○髙橋委員

というふうに計算をするということで理解して

いいんですか。

今、全体で32台置○河野山村・木材振興課長

いておりますけれども、それに掛けるの12カ月

の25日で、実働日数の延べ日数でこれを割って

おりますので。そういった出し方ですので、実

際の稼働の実態に近いあらわし方だと思ってい

ます。

よくよく聞いてみないと、何か計○髙橋委員

算がえらい複雑みたいなようですが。６カ月と

いうその目標値も、説明を聞きながら、私は、

目標としていいのかなという疑問も抱いたもの

で、あえて聞いたんですよね。できたら、もっ

とわかりやすい目標値に検討されてもいいのか

なというこれは意見、要望です。

基本的に６カ月と○河野山村・木材振興課長

いいますのは、６カ月をクリアすれば、センタ

ーとしての経営が安定するといいますか、収入

が確保できる、そういったところが、一つは基

準として設けております。
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高性能林○楠原環境森林部次長（技術担当）

業機械の貸し付けにつきましては、１カ月単位

で貸したりとか、それから１日とかいうのでな

くて、最近は緩和しまして、最低でも１週間単

位での貸し付けをします。

、 、というのは 重さが10トン以上ありますので

非常に移動にもかかりますから、どうしてもそ

ういう稼働率を高める上でも、例えば１週間、

あるいは１カ月、そういう形で貸し付けをして

います。

そういう意味では、そこ辺からきていて、こ

の月、または今、課長が言いましたように、実

質的にはその日数で計算して、小数点１位の6.2

という実績にしてあるということであります。

わかるんですが、運搬の移動、距○髙橋委員

離もあるからですよね。もちろん、１日単位で

借りる人はおらんと思うんですよね。だから、

そういう移動の日にちも含めていいと思うんで

すよ。日数で積み上げていって、台数で割れば

いいと思うんですよね。日数の方が、どちらか

というとわかりやすいのかなという思いで御意

見申し上げました。

林業公社の６・４とかいう配分率○緒嶋委員

は、販売価格の６・４ですか。コスト、経費を

引いた後の６・４じゃなくて、最初の販売価格

の６・４。市町村とは販売価格の市場価格の９

・１、そういう計算ですかね。

搬出に○那須みやざきの森林づくり推進室長

必要な経費を引いた分の分収率ということにな

ります。

なら、必要コストは引いた残りの○緒嶋委員

収益の中からの６・４、９・１ということです

よね。

公売の○那須みやざきの森林づくり推進室長

立木で売っておりますので、公売価格に対する

。主伐については６・４ということでございます

それは公売価格だから、それには○緒嶋委員

いろいろな必要経費は 名目的市場価格の６―

・４ということですか。いろいろな実際は搬出

やらに、そのコストがかかるわけですね。

公売と○那須みやざきの森林づくり推進室長

、 、かいろいろ通信費等 調査費等かかりますけど

それを引いた分の６・４です。

なら、純利益の６・４ということ○緒嶋委員

になるわけですね。

はい、○那須みやざきの森林づくり推進室長

そういうことになります。

問題は、借入金からすると純利益○緒嶋委員

が少ないので、借入金の償還をすれば もう―

逆に償還の金利計算やらすれば、そのほうがど

んどん多くなるわけですね。償還に充てる分、

その６・４の６の中から、その償還やらに充て

る金が余りないから、県やらの持ち出しという

か、支援を受けなければやっていけんというよ

うな形ということになるわけですね。

ちょっ○那須みやざきの森林づくり推進室長

とお時間をいただいて考えさせていただきたい

と思います。

実際、例○楠原環境森林部次長（技術担当）

えば１ヘクタール売りますと、1,500万円で売れ

、 、たとしますと それから調査経費を差し引いて

６・４でします。で、６が県、公社の収入にな

る。当然、それで今まで借りたお金を償還でき

ればいいんですけれども、実際は、最初、全く

収入がない中で造成をしてきていますから、最

初主伐が始まるまでは、最低でも35年は、ずっ

と借り入れをしながら、昭和42年からやってき

たと。

当時は金利も相当高くて、貸付残高とそれか

ら利息があったわけです。だから、それに対し
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て収入で返していくんですけれども、実際は、

償還も今、かなり始まっていますので、それに

見合う収入がないんで、県の貸付金で受け入れ

て返しているということであります。

そのとおりでありますが、そうす○緒嶋委員

ると、償還が今は市中銀行とか政策銀行なんか

の償還が滞るということはない。もう、県のほ

うで支援してもらうから、ないということです

ね。

その分に○楠原環境森林部次長（技術担当）

つきましては、市中金融機関については、どう

しても損失補償を行っておりますので、当然、

その分を市中銀行に払う。当然、県の分も償還

が始まっていますので、その分も貸し付けて返

してもらうという分が出てきています。

、 、○緒嶋委員 そういう形が ずっと続くことで

平成24年の第３期経営計画の計画書、私は、も

らったんだろうと思うけど、まだよく見てない

のでわからんですが、最終的には収益が増して

償還も十分できますと、計算上はなっているわ

けですね。

当然、先○楠原環境森林部次長（技術担当）

ほど申しましたように、これまでは、収入がな

い中でずっと借り入れだけでやってきましたの

で、それが今、据え置き期間が過ぎて償還が始

まったと。償還に見合うのをすぐに全部切れる

わけじゃございませんので、今後は、償還も一

旦少し上がってきますけど、ずっと減ってきま

すから、少しでも残高が減るように、収入をい

かに確保するか、もうそれに尽きると思ってい

ます。

そういう中で、我々とすれば、本○緒嶋委員

。 、当にそれが計算どおりいくのかなと それから

県がどうせ金をやっぱり補助金か何かで公社に

入れて、それで償還しなきゃいかんという。県

に、公社からその借りた分を払うだけの売買価

格があればいいけど、本当にそれが出てきます

かというのが気になるもんだから。やっぱり県

の補助金がどんどんというか、支援が増してこ

なきゃいかんのじゃないか。そのことが、県の

財政圧迫にもつながるんじゃないかなという懸

念があるので、24年にできた計画書は、そのと

おり全うされるというか、予定どおりいけばも

う問題ないけど、本当にそれは大丈夫ですかと

いう懸念があるもんだから、そこらあたりは大

丈夫と言えるわけですね。

先ほど○那須みやざきの森林づくり推進室長

少し御説明いたしましたけれども、県へは借り

入れを行いながら返していくという作業になり

ますが、平成38年をピークに、これが県の貸付

金と償還金が逆転します。額については逆転し

て、償還金のほうが多くなってくるということ

、 。で 県に入ってくるお金のほうが多くなります

そういうふうな状況で、公庫、あるいは市中

銀行に対しても償還をしておりますので、市中

銀行のほうが早く償還が終わります。公庫につ

いては、平成55年までということで予定をして

おりますけれども、そういうふうにして、償還

金がだんだん減ってくるような、計算上そうい

うふうな予定になっておりますので、これらを

厳しく見ながら、経営に努めてまいりたいとい

うふうに思っております。

今の借入金の総額は、これで見る○緒嶋委員

とどこでわかりますかね。

白い冊○那須みやざきの森林づくり推進室長

子の171ページの真ん中のほうになりますけれど

も、県の借入金残高は233億ほど、それから県の

損失補償契約等残高に基づく債務残高が106億と

いうことで、この106億の中は、金額の内訳は、

公庫が約52億、それから市中銀行が53億余とい
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うふうになっております。

これを合わせれば。○緒嶋委員

合わせ○那須みやざきの森林づくり推進室長

ると、334億ほどございます。

これは、今のことからいえば、償○緒嶋委員

還はできるけど、損失補償やら含んでおれば、

約340億は県が責任を持たんといかん金だという

ふうに理解していいわけですね。

そうい○那須みやざきの森林づくり推進室長

うことになります。

今、室長も申○金丸環境森林部次長（総括）

し上げましたとおり、その額を県が責任を持た

ないといけない額なんですが、その額が今はふ

えている状況にありますけれども 我々のシミュ、

レーションによりますと、数年後には、それが

少なくなっていくという時が訪れます。

今の計画は、あくまでも平成29年度までの計

画ですので、その時点で、また分析をいたしま

して、その後において新たな計画をつくってい

くということになると思います。

そのとおりになるように我々も期○緒嶋委員

待をしますし、皆さんも努力してもらうよりほ

かないのかなと思うし、このことが私も言った

ような県の財政的なものも、やっぱり財政課か

ら見れば、一番気になるところだろうと思うか

ら。これはもうお互い、この材価が上がれば、

それが一番いいわけですけど、なかなかそのめ

ども、将来的にはＴＰＰがまたどう影響するか

ということも 大体ＴＰＰは余り木材には関―

係ないと言われておるけど、やっぱり全然関係

がないわけでもないので そのあたりもま―

た、29年にはかなり見直さんといかんのかなと

いう気がします。今のところ、これ以上いろい

ろ言ってもどうしようもないから、まずこの総

合評価でもあるように、最大限の努力を、改善

努力をしてもらうというふうにお願いするより

ほかにないかなと思いますので、頑張ってくだ

さい。それ以外ない。

木材利用技術センター所長がい○有岡委員

らっしゃるので、ちょっとお尋ねしたいんです

が。木材の価格というのが１つのテーマと思う

んですが、付加価値をつけていくことを今後、

、 、考えなきゃいけないということで 例えば以前

ガードレールを研究されたりいろいろされてい

ますが、そういった付加価値を高めていくよう

、 。な動きというのは 現状はどうなんでしょうか

いいですか、報告事項外ですけ○山下委員長

ど。

私の研究者○飯村木材利用技術センター所長

としての立場は、まず、杉の需要拡大が全ての

。 、鍵だと思っています すなわち外材と戦うこと

そのためには、現在、県木連と中心になって、

もちろん関連企業と連携しながら、大径材をど

うやって商品化していくかという。その商品化

の鍵は、芯去りにすると割れにくい、乾燥しや

すいということで、今の原木からの製品化への

合理化の余地がまだ残されているんですね。そ

れをうまく収益のほうに向けていきたいという

ことで、芯去りの構造材を県全体で製品開発し

ていこうという、あと２～３年たてばめどが立

つかと思っています。

なければ、次に、その他の報告○山下委員長

事項に関する説明を求めます。

環境森林課から３項目に○川野環境森林課長

ついて御報告いたします。委員会資料の５ペー

ジをごらんください。

まず、第七次宮崎県森林・林業長期計画の平

成24年度取り組みの概要についてであります。

この内容につきましては、別冊で資料１として

お配りしておりますが、その概要版を委員会資
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料の５ページ、６ページにまとめましたので、

こちらの資料で御説明いたします。

当計画は、平成23年４月からスタートしたも

のでありまして、毎年度、計画に基づいた１年

間の取り組み状況について、御報告させていた

だいているものであります。

初めに （１）の第七次宮崎県森林・林業長期、

計画の概要についてであります。

①にありますように、基本目標を低炭素社会

づくりをリードする力強い林業・木材産業の確

立と山村の再生としておりまして、②にありま

すように、施策の基本方向として、人と環境を

支える多様で豊かな森林づくりなど、３つの基

本方向を定めて、それぞれ施策を展開している

ところでございます。

次に （２）の平成24年度における取り組みの、

概要についてであります。

ここでは、３つの施策の基本方向の項目ごと

に、平成24年度の取り組み状況と指標の実績を

記載しておりますが、四角囲みの中に示してお

ります指標につきましては、長期計画の中で目

標値を定めております指標の36項目のうち、平

成24年度実績値が、まだまとまっていない未公

表の11項目を除いた25項目について、記載して

いるところでございます。

指標の数値としましては、計画策定時の基準

値となる平成21年度の実績と、平成24年度の目

安値、実績値を記載し、さらに平成24年度の目

安値に対する実績値の達成割合をパーセントで

表示しているところであります。なお、目安値

とは、計画開始から５年後の目標値に向け、そ

の間の各年度ごとの目標の目安として定めてい

るものであります。

それでは、取り組みの概要について御説明い

たします。

まず、施策の基本方向の１つ目、①の人と環

境を支える多様で豊かな森林づくりについてで

ございます。アの多面的機能を発揮する健全で

多様な森林づくりの推進では、植栽、下刈り、

間伐等の支援を行い、資源循環の森林づくりや

、水源となる森林づくりなどに取り組むとともに

イの適正な森林管理の推進では、計画的な施業

による適正な森林管理や、森林情報の的確な把

握と公的関与による森林管理に努めたところで

あります。指標とその実績でありますが、間伐

実施面積と高齢級間伐面積について、目安値に

対する実績値の割合が、いずれも70％に達して

おりません。これは、国の制度改正に伴い、間

伐の補助要件が切り捨て間伐から搬出間伐にシ

フトしたことにより、それまで主流であった切

り捨て間伐の実績が減少したためであります。

なお、その他の指標は、目安値を上回る順調な

実績を上げております。今後とも、適正な森林

管理を図るため、一層の取り組みを進めてまい

りたいと考えております。

また、次のウの安全・安心な森林づくりの推

進では、林地の保全や保安林制度の適正な運用

や計画的な治山事業の実施などに取り組んだと

。 、ころであります 指標とその実績でありますが

いずれの指標も、達成率が99％と、ほぼ目安値

どおりの実績を上げたところであります。

次に、施策の基本方向の２つ目、②の循環型

の力強い林業・木材産業づくりについてであり

ます。アの環境や社会経済に配慮した効率的な

森林経営の推進では、施業の集約化を進めると

ともに、森林の新たな経済的価値を活用した資

源の循環利用システムの確立などに取り組んだ

ところであります。指標とその実績であります

が、オフセット・クレジット認証森林累計面積

の実績値は、目安値の約３倍に達しており、好
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調な伸びを見せておりますが、これは従来から

取り組んでいる事業体に加えて、新たな事業体

がオフセット・クレジット取得に取り組んだこ

となどによるものであります。

次のイの合理的な原木供給体制の整備では、

素材生産のさらなる効率化・低コスト化や、今

後、増加する大径材にも対応した伐採・搬出な

ど、合理的で安定的な原木供給の体制整備に取

り組んだところであります。指標とその実績で

すが、素材生産量、林内路網密度とも、目安値

と同等の実績となっており、計画に沿った成果

を上げているところであります。

また、次のウの競争力のある木材産業の構築

では、製材品の加工・流通体制のさらなる効率

化・合理化に取り組み、競争力のある木材産業

の構築を図ったところであります。指標とその

実績ですが、製材品出荷量の実績値は、目安値

の94％の達成率となっているものの、前年度よ

り実績値が減少しており、今後、一層の取り組

みを進めていく必要があると考えております。

次に、右側の６ページをごらんください。

エの県産材の需要拡大の推進では 「チームみ、

やざきスギ」による販路拡大や「みやざき木づ

かい県民会議」による県産材の地産地消の促進

などに取り組み、県産材の需要拡大に努めたと

ころであります。指標とその実績ですが、木材

輸出額につきましては、円高の影響等により、

平成24年度の目安値の９割程度にとどまったと

ころでありますが、最近の円安基調により、輸

出拡大の可能性も高まってきていると考えられ

ますので、今後も一層の取り組みを進め、木材

の輸出拡大を図ってまいります。また、公共建

築物における木造率につきましては、木造化・

木質化への支援に取り組んだことなどにより、

。目安値を上回る成果を上げたところであります

次に、オの特用林産の振興では、シイタケな

、どの特用林産物の生産体制の強化や品質の向上

ブランド産地づくりなどに取り組んだところで

あります。指標とその実績ですが、干しシイタ

ケ生産量は、ほぼ目安値に近い実績値を上げて

おりますが、生シイタケ生産量は、目安値の約

９割の達成にとどまり、前年度より実績値が減

少している状況であります。また、木炭生産量

は、原木や担い手の不足などにより減少してい

る状況でありますので、今後とも、特用林産物

の振興に向けて、一層の取り組みを進めていく

必要があると考えております。

また、次のカの未来を拓く新たな技術開発・

普及指導では、試験研究機関の研究員や普及指

導員の資質向上や、現場ニーズを踏まえた試験

研究に取り組んだところであります。指標とそ

の実績ですが、林業技術センターの研究成果の

、移転累計件数は目安値以上の実績となっており

また、木材利用技術センターも、目安値と同等

の実績になるなど、いずれも順調に推移してい

るところでございます。

次に、施策の基本方向の３つ目、③の森林・

林業・木材産業を担う山村・人づくりについて

であります。

アの山村地域の活性化では、治山施設の設置

などによる安全で快適な生活環境の確保や、市

町村と連携して地域産業を活用した商品づくり

などに取り組み、イの林業・木材産業を支える

担い手の確保・育成では、意欲ある林業事業体

や木材産業をリードする担い手の育成や、新た

な担い手の確保・育成などに取り組んだところ

であります。指標とその実績ですが、森林施業

プランナーの育成、林業就業者数、新規林業就

業者数は、いずれも目安値を上回る実績を上げ

ておりますが、林業技術者の養成数は目安値を
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、 、下回っており 今後も研修の充実度を図るなど

取り組みを進めていく必要があると考えており

ます。

、 、また 次のウの森林づくり応援団の育成では

森林環境教育や県民ボランティア団体、企業な

ど、多様な主体が参画した森林づくり活動の推

進に取り組んだところであります。指標とその

実績ですが、森林ボランティア延べ参加者数は

ほぼ目安値に近い実績値となっておりまして、

その他の指標は目安値を上回る実績を上げてお

ります。特に、企業による森林整備面積は目安

値の約1.7倍、基準値の約２倍の実績値となるな

ど、順調な成果を上げているところです。

以上、平成24年度取り組みの概要について説

明してまいりましたが、項目によっては成果が

上がってない部分も見られますので、目標達成

に向けて、今後、さらに取り組んでまいりたい

と考えております。なお、この概要につきまし

ては、今後、県のホームページで公表すること

にしております。

森林・林業長期計画の取り組み状況の説明は

以上でございます。

続きまして、委員会資料の７ページをお開き

ください。

宮崎県次世代自動車充電インフラ整備ビジョ

ンの策定について、御説明いたします。

県におきましては、電気自動車などの次世代

自動車の普及を図るため、その充電インフラ整

、備に係るビジョンを先月策定いたしましたので

その内容について御報告させていただきます。

当ビジョンにつきましては、別冊の資料２と

してお配りしておりますが、初めに委員会資料

で御説明いたします。

、（ ） 。まず １ のビジョン策定の背景であります

①の国の動きについてでありますが、国にお

きましては、電気自動車などの環境負荷の少な

い自動車を次世代自動車として位置づけ 平成22、

年度に「次世代自動車戦略2010」を定めて、そ

。の普及促進に取り組んでいるところであります

その中で、電気自動車とプラグインハイブリッ

ド自動車につきましては、充電インフラの整備

、 、を加速することにより 一層の普及を図るため

ことしの３月から、充電インフラ整備に係る補

助を行う「次世代自動車充電インフラ整備促進

事業」を実施しているところであります。

参考としまして、ページ中ほどの四角囲みの

中に、次世代自動車充電インフラ整備促進事業

の概要を記載しておりますので、ごらんくださ

い。

（２）の補助内容でありますが、①の補助対

象者は充電インフラを設置する公共機関や民間

企業などとなっております。

②の補助率ですが、アからウに記載しており

ますとおり、対象となる経費と補助率が括弧内

に記載します要件によって、それぞれ異なって

おります。具体的には、ビジョンに基づく計画

の場合は充電器購入費と工事費の３分の２、ビ

ジョンに基づかないものの公共性が認められる

場合、またはマンション、月極め駐車場に設置

する場合は充電器購入費と工事費の２分の１、

それ以外の場合は購入費の２分の１となってお

りまして、ここでの要件となっているビジョン

というのは、都道府県などが策定した充電イン

フラ整備に係るビジョンのことであります。し

たがいまして、当事業において充電インフラの

整備計画に最も高い補助率が適用されるには、

都道府県が次世代自動車充電インフラ整備ビ

ジョンを策定し、そのビジョンに基づく計画で

あるかの確認を受ける必要があります。

次に、県の方針についてであります。県にお
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きましても、県の総合計画を初め「環境計画」

や「新エネルギービジョン」におきまして、環

境に優しいクリーンエネルギー自動車の普及促

進を図ることとしております。このため、今、

御説明しました国の補助事業を活用し、本県の

次世代自動車の充電インフラ整備を促進するこ

とを目的に、今般、次世代自動車充電インフラ

。整備ビジョンの策定を行ったところであります

なお、ビジョンの策定には、国の補助事業の窓

口であります一般社団法人次世代自動車振興セ

ンターの承認を受ける必要がありまして、本ビ

ジョンの策定日は、センターから承認を受けた

日となっております。

８ページをごらんください。

（２）の本ビジョンに位置づける次世代自動

車は、国の補助事業の対象自動車と同じ電気自

動車とプラグインハイブリッド自動車としてお

り （３）の本ビジョンの位置づけですが、国の、

「次世代自動車充電インフラ整備促進事業」を

活用するための本県の充電インフラの整備目標

を定めるものであります。

次に （４）の計画期間ですが、本ビジョンの、

承認を受けた日のことしの８月６日から、国の

事業が終了する日までとなっておりまして、現

在のところ 国の事業の実施期間は来年の10月31、

日までの予定となっております。

次の（５）の整備目標数でありますが、充電

器の整備箇所の目標数を県全体で365カ所と定め

ました。この目標数の算定の考え方につきまし

ては、後ほど御説明いたします。また、充電器

の設置箇所としましては、記載しておりますよ

うに、大規模商業施設やコンビニ、ホテル・旅

館、観光施設、駐車場、ガソリンスタンドなど

を想定しているところであります。

次に （６）のスケジュール等についてであり、

ますが、８月に本ビジョンの承認を受け、広報

・周知を行ったところであり、９月には、国の

補助事業の説明会を開催し、約40名の方の御参

加をいただいたところであります。なお、充電

器の整備補助を受けるには、県のビジョンに基

づく計画であることの確認書の交付を、県から

受けた次世代自動車振興センターに申請を行う

ことになりますが、その受付期間は来年の２月

末までとなっており、そして、来年の10月末ま

でに 設置工事と実績報告を完了することとなっ、

ております。

それでは、ビジョンの整備目標数の算定の考

え方について御説明いたします。恐れ入ります

が、別冊でお配りしております資料２、ビジョ

ンの冊子、３ページをお願いいたします。

ページ中ほどになりますが、６の整備目標数

の具体的な考え方についてであります。

まず （１）では、経済産業省が作成した充電、

インフラ整備の適正箇所の算定方法を示した 充「

電インフラ整備に関するモデルプラン」に準じ

て、市町村ごとの適正箇所数を算定いたしまし

た。具体的には、①にありますように、主要道

路沿いの整備としまして、国道10キロメートル

に１カ所、県道20キロメートルに１カ所として

算定された箇所数と、②にありますように、主

、 、 、要道路以外の面的整備としまして 人口 面積

事業者数に応じて、その下の括弧内に記載して

おります数式によって、市町村ごとに算定され

た箇所数を合計しました。

さらに （２）では、本県は自動車免許保有数、

が多いこと、山間部が多く地形が急峻であるこ

となどを考慮し （１）で算定した国のモデルプ、

ランに基づく箇所数に、市町村道の延長距離な

どをもとにした、本県独自の箇所数を加え、市

町村ごとの整備目標箇所数を算定したところで
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す。

次の４ページをお開きください。

その結果、市町村ごとに算定された整備目標

箇所数は、それぞれ表に記載している数値とな

りましたが、それらを合計して、県全体の整備

目標箇所数は365カ所になったところです。

以上が、整備目標箇所数の算定の考え方です

が、今後は、次の５ページにありますように本

ビジョンに基づき、民間や公共による充電イン

フラ整備を進め、あわせて県民への普及啓発に

も取り組むなど、次世代自動車の普及促進に努

めてまいりたいと考えております。

ビジョンの説明は以上でございます。

続きまして、本日、別紙でお配りしておりま

す追加資料 「５の次世代エネルギーパークの認、

定について」と記載のある資料をごらんくださ

い。一昨日に、本県の次世代エネルギーパーク

の計画が国の認定を受けましたので、その概要

について御説明いたします。

（１）の①にありますように、認定年月日は

平成25年９月17日であります。この次世代エネ

、 、ルギーパークにつきましては ページの一番下

米印のところをごらんください。次世代エネル

ギーパークとは、再生可能エネルギーを初めと

する次世代のエネルギーについて、実際に見て

触れる機会をふやすことを通じて、地球環境と

調和した将来のエネルギーのあり方に関する理

解増進を図るものでありまして、地方自治体な

どが策定した計画について、経済産業省が認定

を行うものであります。平成25年は、本県を含

む８件の計画が認定され、事業が開始された平

成19年度以降、全国で56件が認定されておりま

す。

次に、②の本件の概要についてであります。

まず （ア）の形態でありますが、次世代エネ、

ルギーパークの取り組みは、再生可能エネルギ

ー関連施設を１カ所にまとめて中核拠点とする

拠点集中型と、地域内に点在する再生可能エネ

ルギー関連施設を結びつける広域連携型の２つ

のパターンがありまして、本県の場合は、後者

の県内の再生可能エネルギー関連施設を結びつ

けて、県全体を次世代エネルギーパークとする

ものであります。

次に （イ）の特徴でありますが、全国トップ、

クラスの日照環境や降水量、木材、畜産物の生

産量など、豊富な再生可能エネルギー資源を有

、 、する本県において 再生可能エネルギー施設と

地元の産業や歴史・文化・観光資源とを組み合

わせた見学・体験メニューを提供することで、

環境教育を推進するとともに、本県の地域特性

を再認識できる次世代エネルギーパークを形成

するものであります。

、（ ） 、次に ウ の受け入れ予定施設でありますが

現在15施設を見学等の受け入れ施設として予定

しているところであります。詳細につきまして

は、別紙１に記載してありますが、太陽光やバ

イオマス、水力発電など、①から⑮までのいず

れも既設の施設となっております。なお、受け

入れ施設につきましては、今後、既設施設や新

設施設について、順次、ふやしていく予定とし

ております。

次に （エ）の運営方法でありますが、県立図、

書館に配置しております県の環境情報センター

を、次世代エネルギーパークの中心施設として

位置づけ、県と連携のもと、当該センターが次

世代エネルギーパークの窓口として、相談への

対応や情報提供を行うとともに、見学希望者の

受け付けや受け入れ施設との調整・マッチング

を行うこととしておりまして、さらには、新た

な見学体験コースなど、環境教育メニューの考
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案・検討も行うこととしております。

最後に （２）の今後の対応についてでありま、

すが、県としましては、ホームページやマスメ

ディア、各種広報媒体などを活用した次世代エ

ネルギーパークの積極的な周知・ＰＲに取り組

むとともに、受け入れ施設の拡充に努め、多彩

な見学、体験メニューの提供による次世代エネ

ルギーパークの充実強化を図りながら、その活

用による環境教育の推進に努めてまいりたいと

考えております。

環境森林課からの説明は以上であります。

それでは、自然環境課か○佐藤自然環境課長

ら、９ページの野生鳥獣による農林作物等の平

成24年度の被害額について御説明いたします。

９ページをお願いいたします。

本件につきましては、後ほど開かれます農政

水産部の審議におきましても、同じ資料により

説明することとなっておりますので、私のほう

からは、環境森林部で所管しております特用林

産物と人工林の林業関係の被害額を中心に、御

説明させていただきたいと思います。

まず （１）の平成24年度被害の状況をごらん、

ください。平成24年度の被害額は、全体で約11

億172万円で、前年度の４億3,591万円より６

億6,581万円多く、約153％の増加となっており

ます。

、①の部門別被害の状況でございますけれども

表の24年度の合計の欄にありますように、対前

年比253％となっております。このうち林業関係

では、２段目にありますように、シイタケ、タ

ケノコなどの特用林産物が4,487万8,000円で、

対前年度比180％と増加しておりまして、杉やヒ

ノキなどの人工林が5,269万円で、対前年比92％

と減少しております。

次に、②の作物別被害の状況ですが、この表

では特用林産物につきましては、その他の欄に

分類されております。

、③の鳥獣別被害の状況でございますけれども

平成24年度は、イノシシの被害額が４億9,552

万9,000円でございまして、全体の45％を占めて

、 、 、おり 対前年度比290％ 鹿が全体の34％を占め

対前年比235％といずれも増加しております。

なお、特用林産物人工林におきましては、い

ずれの場合も、鹿による被害が最も多くなって

おるところでございます。

次に、９ページの下のほう （２）でございま、

すけれども、被害額増加の要因についてでござ

います。被害状況把握につきましては、市町村

を通じて調査をしておりますけれども、平成22

年度以前におきましては、被害額の調査におい

て、市町村が被害に遭われた林家等からの有害

捕獲申請等の被害額をそのまま計上している場

合が多く、申請されない場合等の実態が十分に

反映されておりませんでした。また、被害額の

算定に用いられます単価につきましても、林家

等の申告に任されているなど、統一的な調査基

準に基づく算定が行われておりませんでした。

このため、右側10ページの一番上の丸印になり

ますけれども、23年度からの被害調査におきま

しては、人工林の被害額算定に当たり、森林国

営保険で用いております基準額を用いるよう、

各市町村へ指導しております。さらに、２番目

の丸にありますように、24年度からは、特用林

産物につきましては 「地域で守る鳥獣被害みえ、

る化事業」によりまして、全集落を対象とした

アンケート調査や調査員による聞き取り調査を

行ったところでございます。この結果、被害額

が増加したものと考えております。また、森林

被害につきましては、有害鳥獣捕獲申請により

被害額を把握する方法から、森林組合等の造林
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補助に係る現地調査におきまして、現地の目視

及び作業員等への聞き取りにより、被害の有無

を確認する方法に変更し、精度向上を図った結

果、被害額が若干減少しております。

次に （３）の今後の主な取り組みについてで、

ございます。①の被害対策につきましては、２

番目の点にありますように、鹿捕獲に対する助

成「地域でシカ捕獲対策強化事業」に加えまし

、 「 」て 国費による 鳥獣被害防止緊急捕獲等対策

に取り組みまして、イノシシ、猿の有害捕獲に

対しても助成を実施することとしたところでご

ざいます。また、特用林産物につきましては、

「特用林産物獣類等被害防止対策事業」による

侵入防止ネット等の対策を実施することとして

。 、 、おります また 狩猟免許試験につきましては

引き続き受験しやすい環境整備を継続実施しな

がら、狩猟者の育成、確保に努めることとして

おります。

今後とも、鳥獣被害対策支援センターと各地

域の特命チームが、綿密な連携を図ることによ

り、効果的な被害対策を実施してまいりたいと

考えております。

また、②の被害額の把握につきましては、今

後ともアンケート調査や農林補助に係る現地調

査などにより、被害の実態の把握に努めてまい

りたいと考えておるところでございます。

続きまして、11ページをお願いいたします。

建設工事における指名競争入札の試行状況に

ついてでございます。

、 、この件につきましては ６月の常任委員会で

７月中から指名競争入札の試行を開始いたしま

た土木一式工事につきまして、その対象、それ

から件数、選定基準などの案について御説明し

たところであります。

本日はまず、これまでの指名競争入札の試行

状況を報告させていただきますとともに、９月

、中をめどに試行を開始しようと考えております

土木一式工事以外の工事も含めた指名競争入札

試行の概要と選定基準などの試行（案）につき

まして、御報告いたします。なお、商工建設常

任委員会におきましても、県土整備部から、こ

。の同じ資料で報告を行うこととなっております

11ページでございますが、まず （１）指名競、

争入札の試行状況の①、管内別試行状況の表を

ごらんください。左から２列目に、公共三部の

通知件数、それと落札決定件数を土木事務所等

の管内別に示しておりまして、一番下の行に合

計値を示しております。合計の欄にありますよ

うに、９月13日現在におきまして、公共三部全

体で41件の指名通知を行いまして、このうち28

件について落札者を決定しております 41件と28。

件との差につきましては、見積もり期間中にあ

るものなどでございます。このうち、環境森林

部の内訳といたしましては、一番右の列にあり

ますように、指名通知を８件行いまして、落札

者６件を決定しております。

次に、②応札状況でございます。

現在まで、落札決定いたしました28件につき

ましては、各案件とも10者を指名しておりまし

て、平均落札率が91.8％でございます。

その下に、参考といたしまして、条件つき一

般競争入札で実施した案件の状況を示しており

ますけれども、平均落札者が8.2者、平均落札率

が91.1％となっておりまして、指名競争の場合

とほぼ同じ水準となっております。

次に （２）今後の試行予定等をごらんくださ、

い。試行件数につきましては、年度内に200件程

度見込んでいるところでございます。

続きまして、12ページをお願いいたします。

この資料につきましては、６月の常任委員会で
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御報告した試行の概要を記載したものでありま

す。

まず、２試行期間のところの２行目、試行開

始時期のところで、その他の試行対象工事につ

。いては９月末めどということになっております

、 （ ）その他の工事につきましては 次の３の １

にありますように、②舗装工事、③とび・土工

・コンクリート工事、④建築一式工事の３つを

今月末をめどに対象工事に加えるものでござい

ます。なお、③とび・土工・コンクリート工事

に 「一部の工事に限る」と表現してありますけ、

れども、この一部と申しますのは、斜面の崩壊

防止のために吹きつけ等を行いますのり面処理

工事と、それからガードレール等の設置を行い

ます交通安全施設設置工事を対象とするもので

ございます。

次に、５、指名業者の選定基準をごらんくだ

さい。指名競争入札の実施に当たりましては、

透明性・客観性の高い選定基準を作成いたしま

すとともに、評価項目、評価方法をあらかじめ

公表し、客観的なデータに基づいて指名業者を

選定しているところでございます。

次に、13ページをお願いいたします。

「指名業者の選定基準に係る評価項目につい

て 「土木一式工事」とありますけれども、こ」、

の土木一式工事におきましては、①から⑭まで

の評価項目を設定し、それぞれの評価項目ごと

の内容を記述しております。

それぞれ14ページから17ページには、新たに

追加いたします舗装工事、それからとび・土工

ののり面処理工事、交通安全施設設置工事、建

、築一式工事の評価項目とその内容につきまして

文章で記載しております。

なお、これらの作成に当たりましては、舗装

協会、それからのり面協会など、関係団体と十

分に意見交換を行ってきたところであります。

これらの評価項目につきましては、各工事ご

、との特性を踏まえまして設定しておりますので

土木一式工事と比較しながら、18ページにＡ３

の表がございますけれども、それでまとめて説

明させていただきたいと思います。

18ページのＡ３の縦の「指名業者の選定基準

に係る評価項目について②」とありますが、そ

れをごらんください。まず、表の構成について

でございます。一番上の行には、①からから⑭

まで評価項目を並べておりまして、一番左側の

列から、試行対象業種、等級などを並べており

ます。14の評価項目ごとに縦のほうに「土木一

式 「舗装 「とび（のり面 「とび（交通安」、 」 ）」、

全 「建築一式」の評価方法等を比較できる）」、

ようになっております。

この表の見方についてでありますけれども、

例えば、③を見ていただきまして 「現場までの、

距離」につきましては、工事箇所と営業所所在

地との距離が近い企業には、評価項目の「Ａ」

が適用されまして、高い評価となるというふう

に見ていただきたいと思います。なお、14の評

価項目ごとにそれぞれＡからＤまでの評価区分

がございますけれども、同じ評価でありまして

も、特定の項目には重点的に配点しているもの

もございます。

今回の試行目的が、災害対応力の強化の観点

から、地域の建設業者育成を図ることであると

いうことを踏まえまして、地域の建設業者の育

成につながる②地域特性、それから③現場まで

の距離について、また、平時における災害対応

体制が確保され、迅速な対応は可能となるとい

う観点につきましては、⑧防災協定への加入等

につきまして、重点的に配点しているところで

ございます。
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再び、表に戻っていただきまして、左のほう

にＡＢＣＤの評価区分が書いてありますけれど

、 、 、も その下に 減点という項目がございまして

この項目で減点をする場合には、マル印をつけ

ているところでございます。また、斜線が引い

てある部分につきましては、評価しない項目を

示しております。例えば、④県工事受注状況に

おきまして、当該年度に県の指名競争入札と総

、合評価落札方式による受注実績がある場合には

減点するものでございます。

次に、表中の着色部分、それと太枠で囲った

部分についてでございます。着色部分は、土木

一式工事とその他の対象工事の間で、主な相違

点がある項目を示しておりまして、太線で囲ん

だ部分につきましては、そのように取り扱う理

由には、評価項目において、ある程度、共通性

がありますことから、大きく３つのグループに

分けて囲ったものでございます。

各グループについて説明いたします。これに

つきましては、今のＡ３の表の下のほうの四角

い囲みをごらんください。１番目に書いてあり

ます条件つき一般競争入札において設定してい

る地域要件や営業所の取り扱いが異なるため、

評価区分の適用等を変更するものであります。

これには②地域特性と③現場までの距離が該当

いたします。例えば、②地域特性におきまして

は、土木一式のＢ等級では、県内を７ブロック

に分けて入札を行いますが、例えば舗装のＢ等

級におきましては、業者間の関係から、最も広

い３ブロックの範囲から指名業者を選定するよ

う設定したところでございます。③現場までの

距離につきましては、舗装ととび（のり面）に

限り、本店以外の営業所についても評価するも

のでございます。

２番目でございますけれども、工事の内容に

よって防災協定や建設機械の使用状況が異なる

ため、評価対象を変更するもの、または評価し

ないこととするものであります。これには、⑧

防災協定の加入、それと⑨建設機械の保有が該

当いたします。⑧防災協定への加入は、県から

の緊急時の要請に対しまして、協力できる体制

にある企業が高く評価されますけれども、舗装

やのり面処理といった専門工事についても、緊

急時に協力できる体制にある企業につきまして

は、さらに高く評価されるよう設定したもので

ございます。⑨建設機械の保有は、舗装工事に

つきましては、専用機材の保有を評価しており

ますけれども、その他の工事につきましては、

専用機材の機械につきまして客観的なデータが

ないため、今回の試行においては評価いたしま

せん。

３番目でございますけれども、地域企業育成

型の適用がなく、その登録データを活用できな

いため、他のデータを用いて評価するものでご

ざいます。これには⑫社会貢献、それから⑬県

工事への参加意欲が該当いたします。⑫社会貢

献は、入札参加資格審査の際に提出していただ

きます社会貢献活動の実績に関するデータで評

価し、⑬県工事への参加意欲は、舗装工事、と

び・土工・コンクリート工事につきましては、

総合評価落札方式の地域企業育成型の適用があ

りませんので、試行におきましては、評価しな

いことといたしております。なお、建築一式工

事は、前年度と当該年度に地域企業育成型の登

録を行っているものを評価いたします。

主な相違点につきましては、以上でございま

すけれども、このほか、あと２カ所、灰色の着

色部分がございますので、御説明いたします。

１つ目は、⑭のところの下のほう、建築一式

のところを見ていただきたいんですけれども、
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。減点の欄が横バーになっている点でございます

建築工事につきましては、民間工事が大部分を

占めておりまして、公共工事の入札参加者が少

ない状況にあります。入札参加者の確保の観点

から、入札参加実績がない企業も減点しないと

することとするものでございます。

最後に、⑭入札参加実績の横に「※混合入札

時の特例」というのがございますが、これにつ

いてでございます。これは舗装工事で実施して

おります上位等級との混合入札に限って適用す

るものでございます。舗装工事の指名競争入札

において、条件つき一般競争入札と同様に、Ａ

等級とＢ等級の両方の企業を指名しようとした

場合には、評価基準は同じでありますので、ど

、うしてもＢ等級の企業の点数が悪くなりまして

入札に参加できないという状況になってしまう

ことが懸念されています。このため、Ｂ等級の

企業の評価を一律に高く設定し、Ｂ等級の企業

が一定程度指名されるよう、特例を設けるもの

でございます。

概略についてですが、説明は以上でございま

す。よろしくお願いいたします。

その他項目についての説明が終○山下委員長

了いたしましたが、暫時休憩しまして、午後１

時から開始したいと思います。

暫時休憩いたします。

午後０時10分休憩

午後１時０分再開

それでは、委員会を再開いたし○山下委員長

ます。

その他報告事項について、執行部の説明は終

わっておりますので、委員の質疑に入ります。

第七次宮崎県森林・林業長期計画○原委員

の平成24年度取り組みの概要についての （２）、

②のカ、研究成果の移転累計件数というのが、

林業技術センターと木材利用技術センター、そ

れぞれ114％と100％、主なトピック的なもので

結構ですが、どういう研究成果を移転されたの

か、お聞かせください。

主な技術移転の内○森林業技術センター所長

容としましては、森林ＧＰＳという地図情報シ

ステムを用いた森林調査の方法ですとか、あと

、 、 、は 最近 話題をにぎわせておりますけれども

コンテナ苗 当センターが開発しましたＭス―

ターコンテナ苗の導入によります低コスト造林

技術の技術移転。あるいは原木シイタケにおけ

る簡易な発生操作技術ですとか、あと最近、生

シイタケにかわるものとして注目をされており

ますけれども、アラゲキクラゲというキクラゲ

がございますが、これの菌床技術の栽培技術等

、 。々の移転を今 行っているところでございます

コンテナ苗っていうのは、何か非○原委員

常にコンパクトに 済みません、ちょっと教―

えてください。

Ｍスターコンテナ○森林業技術センター所長

苗というものでございまして、これは育苗シー

ト 片側波状のポリエチレン製のシートなん―

ですけれども これを手巻きずしの要領で丸―

めまして、そこに専用の培地を入れまして、そ

こに宮崎の杉の苗を挿し木で入れると。挿し木

で栽培する。それを専用のトレーに立てて育成

することによって、非常にコンパクトであり、

、 、 、かつ苗の発生状況をその都度 展開して 見て

また閉めることができると、そういうようなシ

ステムを開発しまして、これを広く技術移転し

ていこうというものでございます。

木材利用技○飯村木材利用技術センター所長

術センターの技術移転について申し上げます。

昨年度は３つございまして、オビスギノート
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の開発、テーパーねじ、３層杉合わせ材の開発

です。

今までの技術移転の概略を申し上げますと、

大きく技術移転には、構造物としてセンターの

蓄積したノウハウをものにしていくこと。２つ

目が、その中心となる杉の部材、パーツをつく

ること。そして、工場での生産ノウハウを現場

に行って指導すること。そして、技術相談等で

回答している最新技術を企業に供与すること、

その４つが基本となっています。

構造物については、最近、公表されましたよ

、 、うに 今までに30事例以上の大型構造物を初め

事例がございます。

パーツについては、一番のヒット商品は双子

柱です。双子柱といいまして、サンケイさんが

つくっている２層合わせ材です。これは、ゼロ

・コーポレーションを初め、今は最大のヒット

商品となりまして、多分、売り上げは２桁の億

に達していると思います。その基本は、市場に

、新商品が出回るように基準を改正してもらって

最初はＡＱ認証という私的認証、その次は、国

、のＪＡＳ基準を変えてもらうというところまで

センターみずから乗り込んで改正してもらいま

。 。した それが市場でヒットした最大の基本です

ですから、技術移転という移転しただけではな

くて、出口を広げるようなところまで支援をし

ています。

それから、生産ノウハウについては、これも

最大の貢献は、一斉に県内で乾燥工場を整備し

ました。ところが、標準がなく乾燥設備機器を

購入しましたので、それぞれの工場が売り先に

合わせて、全部、乾燥条件を整えなきゃいけな

かった。ですから、現場に出向いて、乾燥の

具体的にはプログラムです。どのように問―

題なく割れない、まっすぐなＪＡＳの基準に適

合するようなものをつくるかという、そういう

ものがノウハウです。

そして、最新情報といいますのは、これから

国の基準が変わるよ、海外基準が導入されるよ

という２年、３年、その先の目標を具体的に指

導することです。その技術相談が、年間、かな

りの数になっています。その最たるものが、今

年度開設しました木構造相談室です。現在まで

に130件を超える相談がございます。それは杉プ

ロジェクト起こしといいまして、杉を使って木

造で大丈夫なんですかという、市町村を初め不

安を持った方々が、相談に参ります。そのとき

に、事例だとか、そういうノウハウを具体的に

示しますと、これならばできますねという。そ

の代表的な例が、今、工事中の綾中学校です。

、本当にできるんですかということから始まって

集成材は県内だけでは無理であると。この場合

は県外もという、いろんなノウハウを提供しま

して、それで形となり、設計事務所にその技術

が伝わり、現場に伝わり、今、センターの１人

が現場についていますけれども 行くたびにやっ、

ぱり質問攻めです。そういうものをセンター一

。 、丸となってうまく答えていくという ですから

現場への技術移転、それが全てだと思います。

以上です。

その綾中学校でしたっけ、それは○原委員

いつが完成のめどですか。

今、伺って○飯村木材利用技術センター所長

いますのは、３月までに完成して、卒業する人

にも使わせたいというようなことを伺っていま

す。突貫工事なんで厳しいんですけれども、７

カ月で完成というすごいスケジュールで動いて

います。大変です。

わかりました。あと１件。○原委員

今、木造の建築って２階までしかできないで
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すよね。理論的に、そういう構造物とかもいろ

んな耐久度とか勘案されているわけですが、所

長の考えでは、まず耐火とかそういうことは抜

きにして、物理的に何階建てぐらいまで、木造

でできるもんでしょうか、突飛な質問ですけれ

ども。

今、海外で○飯村木材利用技術センター所長

一番大きな建物は７階建てだとか、あるいは10

階を超えるものもつくろうという というの―

は、今、ＪＡＳになろうとしているＣＬＴとい

う直交合わせ材というのが認可されますと、日

、 。本でもその可能性が今 高まろうとしています

その中に、杉がどうかっていいますと、積み

上げる場合、やはり軽量性が一番大事だという

ことで、寸法精度が確保されれば、杉ＣＬＴが

。市場に流通するような可能性があると思います

ただ、課題もありまして、コストの問題です。

一方では、今年度、林野庁の木材産業課に支

援事業に応募している杉耐火構造が３件あるん

ですね。いろいろ調査してみますと、今年度中

に、それぞれが１時間耐火、２時間耐火まで、

どうも合格しそうなんですね。２時間耐火に合

格しますと、今度３階建て以上が、７階ぐらい

までできる可能性があるんです。

林野庁さんも今一生懸命で、何とか住宅以外

の非住宅で、市場ということを考えますと耐火

構造は避けて通れないということで、国交省も

あわせて応援してくれるという形になっていま

すので、公共施設等の木造化は、一気に３階以

上の時代に突入すると思います。

その情報は、センターはいち早く入手してい

まして、やる気のある企業が来れば、ぜひそう

いう耐火認定をとっているところと一緒になっ

て、物をつくるようなことを指導しようと思っ

ています。

結局、県産材の需要拡大、そうい○原委員

うことからいろんな研究をして、使い道を広げ

てやっていくことが、また別な需要拡大になる

と思いますのでぜひ頑張っていただいて。

お答えする○飯村木材利用技術センター所長

中で、ガードレールのことにちょっと触れてい

なかったので申しわけありませんでした。

ガードレールは今、一生懸命やっているんで

すが、土木用途は余り早く開発して市場に出す

と、耐久性の問題のクレームが一斉に出てきま

、 、すので 慎重に慎重にやっていくということで

含みを持って２～３年とお答えしたんですが、

建築はもっと早いと思います。

なるほど、わかりました。ありが○原委員

とうございました。

第七次宮崎県森林・林業長期計画○緒嶋委員

の公共建築物における木造率、これは平成24年

度が19％ですが、これはパーセントはどういう

ふうにして出すわけですか。率というと、100は

何ですか、これは。

公共建築物○石田みやざきスギ活用推進室長

における木造率の算出方法でございますけれど

も、公共建築物のうち、 いわゆる木造で建てら※

れたものの割合になります。

いや、その100は、何を公共建築物○緒嶋委員

というふうにいうわけ。どこの範囲まで。

大変失礼し○石田みやざきスギ活用推進室長

ました。

公共建築物等における木材利用の促進に関す

る法律 いわゆる公共建築物木材利用促進法―

でございますけれども、こちらに定めます例え

ば学校、老人ホーム、保育所、また病院、診療

所、体育館等の運動施設、図書館、また車両の

停車場ですとか、航空機の発着場を構成する建

※34ページに訂正発言あり
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、 、物ですとか あと高速道路のパーキングエリア

サービスエリア等の建物が、これに該当するこ

とになります。

それだったら、公共建築物は24年○緒嶋委員

度は幾つあったんですか。パーセントだから、

パーセントだけじゃわからん。公共建築物とい

うのは全体が幾つできたわけか。

。○石田みやざきスギ活用推進室長 済みません

。 、大変失礼しました 先ほど木造率につきまして

いわゆる建てられた建築物の件数というふうに

申し上げましたが、済みません、訂正させてい

ただきます。いわゆる新築された公共建築物の

床面積のうち、木造の建築物の床面積の割合で

ございます。ですので、全て建てられた建築物

の公共建築物の床面積の合計を分母にいたしま

して、分子のほうには木造建物の床面積が入る

ということでございます。

その公共建築物全体の床面積でございます

が、16万5,852平米でございまして、このうち木

造の床面積については２万4,719平米でございま

す。

その16万というのは、それは戸数○緒嶋委員

、 。 。でいえば何戸ね 建物の数 面積じゃわからん

ちょっと件○石田みやざきスギ活用推進室長

数が、今、手元にございませんので、済みませ

ん。

なぜ言うかというと、この24年度○緒嶋委員

だけだけど 市町村の公共建設物は 県だけじゃ、 、

なくて市町村の計画が、私はやっぱり手元に環

境森林部にないといかんと思う、大体想定が。

その中で、宮崎県は木造で物をつくろうとい

うのは、一つの運動というか方針としてやって

おるわけだから、そういう中で ちょっと今―

度も都城のほうで50メーターと70メーターの建

物をつくろうかというのが、やっぱり鉄筋でつ

くろうかということになっとるらしい、公共建

築物、高城あたりで。そういうのも、やっぱり

そういう体育館的なものは、木造でやろうと思

えばできんことはないわけですね。このドーム

何かもそうですが、そのほかにもどこそこある

わけ。

だから、環境森林部としては、市町村が長期

的なビジョンの中で、どういう公共建築物をつ

くろうとしておるか。その中に県がどれだけ支

、 、 、援し また 協力できるかというようなものを

やっぱり計画としてこの中に持っておらんと。

県産材の需要拡大といっても、拡大する努力を

１つの方針として決めておかないと、なかなか

うまくいかんのじゃないかと。

16万平米も何戸できたかわかりません。大体

何戸できて、16万平米になりますというのが出

てこんと、その床面積を足してこうなりますだ

けじゃ、何戸ができるかもわからんようなこと

では、拡大の方針そのものが明確じゃないとも

。 、言えるので そのあたりを明確に長期的な中で

これは長期計画だから。長期計画の中に市町村

がどういうものをどういうふうに、いつごろつ

くろうかというものが、やはり県の計画の中に

もある程度、めどとしてそういうものは掌握さ

れておらんと、本当の計画にならんのじゃない

かという気がするんですが、そのあたりはどう

ですか。

先ほど申し○石田みやざきスギ活用推進室長

上げました、公共建築物木材利用促進法でござ

いますけれども、これに基づきまして、県のほ

うでいわゆる木造化率の目標を立てさせていた

だいてございます。

各市町村さんにもお願いをいたしまして、全

県で一番早く、全市町村で木造化の目標を立て

ていただきました。県といたしましても、こう
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いった木造の公共建築物が広く建てられるよう

に いろいろと市町村の計画ですとか こういっ、 、

たものはきちんと見て、やっていきたいと思っ

ております。

ちなみに、先ほど申し上げましたように、公

、共建築物全体のこの数字でございますけれども

、こちらは民間さんが建てる例えば病院ですとか

そういった公共建築物も入っているということ

でございますので、いわゆる市町村が建てる、

公的機関が建てる公共建築物以外にも、民間の

ものも入った数字になります。例えば学校です

とか、病院ですとか、老人福祉施設ですとか、

そういったものにつきましては、民間の例えば

社会福祉法人等々が建てるようなものについて

も、このカウントの中に入れているということ

でございますので、こういったものも含めて、

いろんな動きを県としてきちんと見て、木造で

建てられるように、また、内装が木質化される

、 。ように 努力していきたいと考えてございます

なら、公共建築物というのは、市○緒嶋委員

町村だけじゃなく、そういう民間も含めたもの

も入れて公共建築物というわけですか。

はい、そう○石田みやざきスギ活用推進室長

でございます。

そこ辺もちょっと何かな。表現の○緒嶋委員

仕方が、これでいいのかなという気もちょっと

せんでもないけど。いずれにしても木造率が上

がればいいわけだから、この名称にはこだわり

たくないんだけど、やっぱり県ができるだけ木

造、県産材の需要拡大のために努力する姿が見

えてこないかんと思う。

それがやはり宮崎県は杉日本一生産による、

日本一の宮崎県らしい努力だというふうにもな

るわけですので、そのあたりを努力していただ

きたいということをお願いしておきます。

それから、もう一ついいですか。

有害鳥獣の関係ですが、これは環境森林部に

限っていうと、23年、24年と見たら、捕獲頭数

はふえておると思うんですよね。しかし、被害

額はふえておると。これ、どういうふうに説明

というか、我々は解釈すればいいですか。

捕獲頭数はふえております。しかし、被害額

、 、はふえておりますというのは 両方ともふえて

どういうふうに理解すればいいですか。これは

農政にも聞こうと思っています。

今、緒嶋委員がおっしゃ○佐藤自然環境課長

いますように、24年度の捕獲数は、鹿が約１

万8,900頭、それから猿が1,550頭、それからイ

ノシシが１万3,700頭ほどなっておりまして、昨

年に比べまして1,600頭程度ふえております。そ

れは事実でございます。

それにつきましては、諸制度 例えばこと―

しからはその交付金を使って猿とかしています

し、鹿等につきましては、従来からやっている

成果があらわれていると思っているんですけれ

ども、その一方で、被害額がふえているという

のは間違いないと思います。

被害額の算定の仕方を年々、精度を増したと

いうのもあるかと思いますけれども、基本的に

は、我々の考え方としては、その捕獲活動は一

応順調に伸びているんですけれども、やっぱり

分布域が変わってきている。

例を申し上げますと、山のほうのやつが里の

ほうにおりてきているとか、それから、農政の

ほうでも畑とか田んぼに柵をやっているんです

けれども、そこがないところに移動してきてい

るというようなことがあるんじゃないかという

ふうに考えております。

実態の把握の仕方が明確になった○緒嶋委員

というか、そういうことですね。
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だから今後においては、25年度以降において

は捕獲をふやすということであれば、この被害

額というか、それは減ってくるということにな

りますかね。

来年度の被害額を予想す○佐藤自然環境課長

るのは非常に難しいんですけれども、少なくと

、 、 、も うちのほうでも 先ほど申しましたように

ことしからまた、イノシシと鹿についても交付

金を出しますし、捕獲圧につきましては、なお

一層、強くしていくような努力をしたいと思い

ます。

ただ、それだけではなかなか、さっき申しま

、したように農政のほうとの連携も必要ですので

その辺は農政と連携を図りながら、捕獲数が有

効に被害額の減少につながるように連携を持っ

てやっていきたいと思っております。

あと、基本的な電気牧柵というの○緒嶋委員

は、捕獲にはつながらんわけですよね、そこの

圃場に入らんようにするようなだけであって。

実質的にはやっぱり捕獲頭数をふやして個体を

減らさなければ、本質的には被害が減らんわけ

ですよ。どこかに行くわけ。彼らも、生活のた

めに何かを食べたりいろいろすると。それが被

害につながるわけですね。

だから、やっぱり私は基本的には捕獲頭数を

適正な数に減らす これはやっぱり気候的に―

は温暖化というのが、このように頭数をふやす

原因になってきとると思う。もう高千穂あたり

、 、 、 、でも 昔は 昔というか 20年前まで冬は雪で

もう鹿とかイノシシとかも、いえば大体凍え死

ぬような感じも実際にはあったけど、今はもう

雪もあんまり降らない。そやから、生活環境は

彼らにとってはよくなったわけです。そして、

栄養も里で食べれば繁殖力も増すというような

ことで、今のままで温暖化が進めば、さらに個

体はふえるだろうと思う。

そやから、最終的には私は頭数をいかに減ら

。 。 、すか 捕獲 そうすると捕獲をする狩猟班さえ

もう高齢化して山に入ることすらできない。そ

して、そういう有害鳥獣班の平均年齢も、毎年

１年ずつ平均年齢が上がってくる 若い人が入っ。

てこないというようなことであれば、抜本的な

対策に今からでもなるのかなと。本当の抜本対

策というのは何か考えておられますか。

、○佐藤自然環境課長 抜本的な対策というのは

委員がおっしゃいますように、確かに今は狩猟

の人口も減っておりますし、高齢化も進んでお

ります ですから 若者を対象に 先ほどちょっ。 、 、

と資料で申し上げましたとおり、なるべく試験

を受けやすい環境づくり 例えば高千穂あた―

りで実施するとかいうことは努めておりますけ

れども、なかなか一気に若者をふやすというよ

うな抜本的な対策は、今のところ確約できるよ

うなところでは考えておりません。

ただ、先ほど申しましたように、個体数を減

、らすというのが有効な手だてなんですけれども

それと加えまして、支援センターなどと一緒に

なりまして、確かに里のほうの例えば芋とかい

、 、うのが 栄養もあってとりやすいわけですから

そこら辺がとりにくい対策 例えば くずになっ。 、

た野菜などを捨てないとか、そういうのも総合

的に進めながら、うちのほうでやります個体数

の減少対策と、それから無駄な餌を与えない対

策というのを一緒に連携してやりたいと思って

おります。

これはまた、農政のほうに言わん○緒嶋委員

といかんとですけど、もう耕作放棄地も、鹿や

らイノシシ、猿の害で、もう山の麓あたりは、

耕作しても収穫できないからといって放置に

なってる。そうすると、そこが彼らの縄張りに
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なってしまうわけですね。ますますもって、そ

ういう優良農地は少なくなる。もう植えても植

えつけても収穫までとてもじゃないと。猿かイ

ノシシか鹿にやられる。

そういうことであるので、これはもう市町村

に、少なくとも若い職員なんかに狩猟免許を取

らせる。私は自衛隊に捕獲させと、いつも言い

よったんですが、それがなかなかいかんなら、

市町村に捕獲班をつくって、やっぱりそういう

人たちが、ある程度せんと。今、かごでとって

も、それを殺傷する人がいないわけ。かごの中

でイノシシを追いこんで、鉄砲で撃つならいい

けど、極端に言えば、やりみたいなことでやれ

というのは、なかなか殺すのも大変なんです、

捕獲しても。

そういうことであると、これはもうそこ辺ま

で考えて、市町村との連携の中で やっぱり―

市町村の職員にそういう狩猟の好きな人もおる

ので、そういう人に免許を取らせて、そういう

形か何かでせんと、とてもじゃない。もうこれ

は県職員といってもなかなか大変だろうから、

市町村職員に、そういう狩猟免許を持たせる、

持ってもらってやるというような形、当面です

よ。自衛隊が一番いいと私は思うけど、なかな

かこれは容易じゃないということだから、それ

ぐらいせんと日本も国民も守れん。

そういうような段階に来ておると思うので、

これは電気牧柵とか有刺鉄線とか、もう場合に

、 、よっては フェンスを張り回さんといかんけど

、 、集落によっては 集落をフェンスで張り回すと

実際、その中で人間のほうがフェンスの中で生

活しているような感じになっているわけです。

もう本当に、人間のほうが守備範囲が狭くなっ

てきている。実際は、そういうのが奥地の山村

の現状なんですよね。

だから、これはもう相当、有害鳥獣対策は、

これは抜本的に考えていかなければ、私はなか

なか被害額を減少できんのじゃないかというふ

うに思いますので、いろいろ知恵を出してほし

いということを要望しておきます。あとはいい

です。

今 緒嶋委員のおっ○森林業技術センター所長 、

しゃったとおりなんですけれども、そういうこ

ともありまして、平成24年度から、私どものセ

ンターの中に鳥獣被害対策支援センターを設置

しております。平成24年度に限りますと、330件

の、県民の方からの問い合わせですとか、こち

らから出向いていって技術支援、そういったも

のをやっております。大体月に30件、県南から

県北まで幅広く活動させていただいています。

その中で、私どもがスペシャリストとして招

聘しております井上先生、この方の言葉をお借

りするようなんですけれども、確かに、鳥獣の

数を捕獲してとるということも必要な一方で、

、先ほど自然環境課長も申し上げましたけれども

やはり集落ぐるみで餌を少なくすると。生息数

を山のほうに追い込んで さっき緒嶋委員がおっ、

しゃったようなバッファーゾーンをなるべく減

らして、人間と鳥獣との境をきっちりつける。

そういったものを完璧にやった上で、そういう

次のステップに進むというようなことで、御指

導させていただいております。

それから、その鳥獣の捕獲対策なんですけれ

ども、私どものほうで鳥獣被害マイスター制度

、 、というのを持っておりまして これは被害対策

それから捕獲対策も含めてですけれども、そう

。いうことを指導できる人材を育成しております

去年までで224名、全県に育てておりますので、

これらの皆さんを核にしながら、集落単位に、

被害対策をとっていきたいというふうに思って



- 38 -

平成25年９月19日(木)

おります。

自動車の充電インフラ整備につい○横田委員

、 、てお尋ねしますけど この資料２の２ページに

料金のところで無料と有料とありますけど、例

えばこれは県庁の充電器を使ったら、一般県民

でも誰でも無料で充電ができるということなん

ですか。

県庁の正面の前庭に充電○川野環境森林課長

器を設置しておりますが、無料で開放しており

ます。ことしの３月から一般開放しているとこ

ろでございます。

条件としまして、主にやっぱり遠方から来ら

れる方、そして、日常的な使い方は、一応避け

ていただくという形で、今、一般開放している

とこでございます。

これは普及するまで当面の間とい○横田委員

うことですかね。何でかというと、やっぱり県

庁だって電気を買っているわけで、それを無料

で与えるというのは何か違和感があるんですけ

ど。

この充電器に関しまして○川野環境森林課長

は、平成22年に総合政策課がまだ所管している

ころに、ＰＶ・ＥＶ連携事業というのでやった

んですけれども。議会棟の上に太陽光発電設備

を同時につくりまして、そこで発電した電気代

をこの充電器に充当するという内容でやってお

りまして、今、一般開放をやっているんですけ

れども。実績を見ますと、発電量のほうがかな

り多くて、使っていただいている電気代のほう

が少ないということで、今のところは、県庁に

かなりの負担が来ているという状況ではござい

ません。

だから、この事業で充電器が県内各地にでき

ましたら、これは今、啓発の意味でも使ってお

りますので、このあり方については、また検討

していきたいと思っています。

民間事業所も整備箇所ということ○横田委員

で想定されているみたいですけど、こういう民

間事業所というのは電気を売るということにな

るんですかね。いわゆるこの充電することで利

益を得るということになるんですかね。

今想定しているのが、ガ○川野環境森林課長

ソリンスタンドとか、イオンのようなああいう

商業施設とか、そういう民間企業、道の駅とか

あるんですけれども。この補助要件でいいます

と、今回、設置工事費までその補助の対象に入

れるというのが、公共性のあるもの 要は、―

利用者を限定せずに、誰でもみずから入れて使

えるものについては、補助の内容を充実したよ

うな内容になっております。

だから、基本的には、そういう皆さんに使っ

ていただく。それは、有料、無料というのは、

特に条件にはしていないんですけれども、基本

的には、その実費以上を取るというのは、公共

、 、性ということは 結局 自分のその商業施設―

イオンで買い物した人だけに充電していいよと

いうようなのは、公共施設としては認められな

いので、自由に使っていただくということを一

つの条件として、補助をやっていくような事業

でございます。

そういう条件を付した場合は、ここにありま

す一番下のその他の事業とありますが、購入費

の２分の１というのが対象になっていくという

ふうに考えております。

以前、電気は売電できないという○横田委員

、 、ふうに聞いた記憶があるんですけど 要するに

例えばイオンならイオンでそういう施設をつ

くって、一般の人はそれを利用して充電する。

それは、だからイオンがその電気を売るという

ことはできないんですよね。意味はわかります
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か。転売、転売。

要するに、九電の電気を使って充電するわけ

でしょう。で、例えばイオンにつくっている設

備を、充電設備をして利用者が充電する。その

いわゆる電気代ですよね。要するに、九電の電

気料と同じ料金で利用者が充電するのか、それ

ともイオンがその何ぼか分、利益分を取って充

電するのか、そこら辺がよくわからないんです

けど。

ちょっとお時間をいただ○川野環境森林課長

いてよろしいでしょうか。

はい。○山下委員長

関連です。○原委員

ビジョンでは365カ所ですよね、これに３番目

の「充電器購入費の２分の１ 、いわゆる事業所」

で勝手に常時社員を抱えるところは、自分のと

ころにつけるとかいうのは この２分の１でもっ、

て、365プラスアルファはあってもいいというこ

とですよね。

補助対象で、ビジョンでやるのが365というこ

とでしょう。プラスアルファ個人でやる分につ

いて、個人っていうか、事業所とかでやるのに

ついては問題ないわけですよね。

はい、そうです。365カ所○川野環境森林課長

はこのビジョンに基づく整備をするということ

です。

それと その市町村ごとに式があっ○原委員 、

て、例えば、この市町村であれば何カ所という

のが出ていますよね。この中の配置、適正配置

というのは、どういうふうに縛りくれるんです

か。

今回のビジョンにつきま○川野環境森林課長

しては、その市町村の中での配置計画というの

は、具体的にこのビジョンの中では定めており

ませんで、市町村の範囲の中で何カ所配置して

いただくというビジョンになっております。

だから、この場所にしないといけないという

ことではなく、その市町村の中の域で考えてい

ただくというビジョンでございます。

それは市町村が考えるということ○原委員

でしょうか。でないと、どうかすると１カ所に

例えば、ある町で８カ所だった場合、その―

８カ所がすぐ近くにかたまってしまって、その

周辺部にないとか、その辺のところは大丈夫な

、 、のかなと感じるんですけど そのあたりついて

間違いない、大丈夫ですか。

この整備計画の目標数と○川野環境森林課長

いうのは、先ほど申し上げました一定の計算式

ではじき出した場所数と、それからこれを策定

するに当たりまして、市町村と、そのはじき出

した数字が、果たしてその市町村の実態に合致

しているのかどうかというのを協議いたしまし

て そこで市町村の御意見を伺いながら ちょっ、 、

と調整して割り出した数でございます。

だから、その辺の適正配置については、やは

りある程度、その配置というのはあると思いま

すが、基本的には今回の事業というのは、この

ビジョンのこの計画数の範囲内で、公共性があ

るかどうかを県が確認をいたしまして、確認書

を渡して、次世代自動車センターが認定してい

くという、補助事業の対象にしていくというよ

うなスキームになっております。

だから、そうなったときに、その○原委員

市町村の中の適正配置は、じゃあ、もう市町村

長が権限を持って指導するとか、何かそこ辺ま

でやっておかないと、私が言うように、ある町

の１カ所に集中してしまうと、非常に使い勝手

の悪い電気スタンドになりますよということな

んですよね。その辺はまだ、そこまではビジョ

ンでは考えていらっしゃらないということです
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かね。

その市町村ごとの適正配○川野環境森林課長

置の考え方は、この事業そのものが市町村を経

由するような申請方法にはなってはいないんで

すけれども、今のところその配置については、

もう市町村レベルでということのざっくりした

配置数になっております。

うん、ざっくりですね。ざっくり○原委員

だから、また、そこらは後で細めにいかないか

んとでしょうね。

１件だけ、じゃあ、ＰＨＶについても一緒で

すが、電気自動車について聞きます。俗に我々

は、ガソリン車の場合は、キロ当たり、リッタ

ー何キロ走るか、キロ当たり単価幾らだという

計算の仕方をしますよね。

この電気自動車の場合は大体、単価はキロ幾

らとかいう計算式は、どれぐらい安くなるのか

念のために教えてください。経済性です。

電気自動車の場合は、ガ○川野環境森林課長

ソリン車より車体価格、大体100万円ぐらい高い

というふうに言われておりまして 走行距離が50、

から200ということで 上等なものについては200、

ぐらい走るということでございまして、ガソリ

ン車が大体400から500ぐらいが走行でき、１回

の給油で走るということでございます。

ここじゃなくて結構ですから、細○原委員

かい話になりましたので、そういうガソリン車

との経済比較みたいなやつを、キロ当たり、例

えば満タン当たり幾ら走る、トータル何キロ走

りますよ。こうしたときに、その満タンにする

費用がこれだけだから、割り算するとキロ当た

り単価がこれだけになりますよ。ガソリン車は

こうなりますよ。ただし、購入価格はこれだけ

高いんですよみたいな、経済比較表をちょっと

いただきたいと思います。よろしくお願いしま

す。

それは手持ちにはないんですか○山下委員長

ね。

ビジョンをつくる上で。台数が、普及が、ま

だ今は400ぐらいでしょう。どれぐらいのスピー

ドでふえてるのか。

例えば、日産のスタンドが多いんですよね。

トヨタとかそういうところは普及していないの

か、わからないもんですから、どうぞ。

やはり、一番早かったの○川野環境森林課長

が日産、それと三菱が多くて、最近、プラグイ

ンハイブリッドということでトヨタとか、あと

ホンダとかが参入してきているような状況でご

ざいます。本県でいいますと、次世代自動車セ

ンターの統計によりますと やはり2012年 2011、 、

年あたりからかなり普及が進んできておりまし

て、400台近くになっているということでござい

ます。

はい、わかりました。そのほか○山下委員長

ありませんか。

木材利用技術センターの所長が、○岩下委員

せっかくおいでですのでお聞きしますが、自然

、 、の中で風雨というか テラスをつくった場合に

杉材でつくった場合に、自然の中で大体何年も

つものなんですか。

私が申し上○飯村木材利用技術センター所長

、 、 、 、げているのは ３年 ５年 10年というふうに

ユーザーの方には答えています。

３年というのは、何もしないで初期状況が守

れるのが３年。５年は塗装をして、少し劣化を

緩和するような方法を講じた場合が５年。10年

は薬剤を注入した場合には、今の技術ですと10

年はもちます。

今、薬剤と言われましたが、それ○岩下委員

は、よく我々素人では、シロアリの何とかをす
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るために注入をするって青くなっている、それ

のことなんですか。

まさにおっ○飯村木材利用技術センター所長

しゃるとおりで、青というのは銅の証拠です。

金・銀・銅の銅を注入しているということです

ね。

結局、それが一番効率がいいとい○岩下委員

うことですか。

今は横並び○飯村木材利用技術センター所長

、 。 、で 土木は10年を求めてきています ですから

メーカー側も10年の品質担保をする体制に今、

整えつつあります。

そういう意味で、初期投資と10年間の利用を

考えた場合、最も合理的な木材利用法になると

思います。

そういう場合、例えば幼児、子供○岩下委員

、たちの遊具に使った場合に害はないのかどうか

よく気になるもんですからお聞きします。

確かに薬害○飯村木材利用技術センター所長

があるかどうかというのは、厚労省の基準もあ

るんですけれども、メーカー側が今、非常に敏

感になりまして、問題ないという証明書を出し

ています。

ですから、その証明書があれば、何かあった

場合に、親もとのほうは裁判で訴えることがで

、 、きるという そこまで厳しくなっていますので

その薬剤については、私は信用していいと思っ

ています。

ちょっと先ほどの質問が悪かった○横田委員

かもしれませんけど、有料と無料とがあります

よね。結局、有料ということは何ぼかの価格設

、 、定を当然されるわけで その価格設定の仕方が

例えば九電の電気料金になるのか、それともそ

れに事業所がもうけ分を上乗せしての価格設定

になるのかということをちょっと聞きたかった

んですよね。

何でかというと、例えば、大型商業施設とか

ホテルとかそういうところは、もしもうけ分が

なくても、お客さんに対するサービスとか、そ

ういうことでカバーできるかもしれないけど、

例えばガソリンスタンドとかは、もうけ分がな

かったら、何のためにつけるかわからないです

よね。そこらあたりちょっとお聞きしたかった

んですが。

今の御質問、売電という○川野環境森林課長

意味合いではなくて、施設の利用料という形で

有料の場合はいただく。充電施設の利用料とい

う形で。で、委員が言われたように、その利用

料が、実際の電気代にプラスアルファの上乗せ

は、多分、されていると思っているんですけれ

ども、細かい数字はちょっと手元にはないんで

すが、いわゆるその売電という意味合いではな

くて、利用料という形でいただいているという

ことになります。

。 。○横田委員 施設利用料ですね 理解しました

戻りますけど、その他報告事項の○髙橋委員

森林・林業長期計画の関係で、先ほど緒嶋委員

が聞かれていた、公共建築物における木造率で

すよね いま一度確認しますけど 法律では 公。 、 「

共建築物等」になっていますわ。だから、先ほ

ど純然たる公共建築物以外の民間の建物も、公

共に資するものはそれは範疇ですよということ

で、多分、説明されたと思うんですが、そうい

う認識をしていいですね、そこをまず確認しま

す。

いわゆる公○石田みやざきスギ活用推進室長

共建築物木材利用促進法に基づく公共建築物の

、 、中に 公的な例えば国ですとか市町村ですとか

これが整備する建物のほかに、民間が建てる病

院とか保育所とかそういったものは、もともと
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含まれてございます。

「等」の部分でございますけれども、その法

律におきましては、いわゆる公共建築物以外に

つきましても、木材利用を促進しましょうとい

うことが、うたわれておりまして、その部分を

「等」で呼んでいるということでございます。

そこで私、勘違いしていたら、ま○髙橋委員

た訂正してください 10年後とかに 目標値を50。 、

。％か何か設定していたと記憶しているんですが

、 、 、だったら この目安とか実績 目安というのは

どこかで50にならんといかんと、私はこの資料

を見ながら思ったところで、その辺の考え方に

ついて教えてください。

長期計画に○石田みやざきスギ活用推進室長

おきましては、平成32年度の目標値を30％に置

いてございます。これにおきまして、いわゆる

建てかえの時期ですとか、そういったところで

木造化、木質化をどんどん進めていただくよう

にということで検討して、働きかけを行ってい

るという状況でございます。

じゃ、30％にここは、どこかの時○髙橋委員

点ですべきですよね。このいわゆる今回、24年

度の目安では19になっていますが、これは木造

率のパーセントですよね。これは、いずれかの

時点で30に数字が変わらないかんときが来ると

思うんですよ。そういう理解をしないかんです

ね。

、 。もう時間がありませんから 次にいきますね

そこで、私は、先ほど緒嶋委員もおっしゃっ

ていましたけど、この木造化率というのは、私

は、まだまだ伸び代があるなっていうふうに思

うんですよ。例えば、純然たる公共建築物、も

し、この公共建築物が、それは木造はだめだよ

と言えばそれまでですよ。例えば、延岡の救急

急病センター、ここの階段がある壁なんか、木

造にしてもよかったのに全く使ってないわけで

すよね。そういうのもあるし、あと、ミヤチク

のアグリーナでしたっけ あそこは合板とか使っ。

てやっていました、あの大きな建物。

だから、あの辺は経済団体がつくったやつで

―しょうけど、あれも不特定多数の人が来る

公共建築物の範疇に入れば。もっと働きかけを

すれば 木造率は上がるのかなということがあっ、

たもんですから、その辺は今後、部内でいろい

ろと対策をいただきたいなと思います。

あと１点、最初のほうの再造林面積ですよ。

これは、最近あんまり話題になりませんが、植

栽未済地、ここを対策するいわゆる面積という

ふうに理解するわけですよね。植栽未済地とい

うのは、まだ、この沙汰じゃないと思うんです

けど。いわゆる目安が、平成24年度目安が1,500

ヘクタールになっていますよね もう それを24、 、

年度クリアして111％。

だから、植栽未済地というのは、改善されて

いるってことで理解をしていいと思いますが。

ここで上げております再○水垂森林経営課長

造林面積、今後、32年の素材生産量190万という

目標を掲げまして、当然ながら、それに向かっ

て主伐の面積もふえていく。主伐面積がふえま

すと、当然ながら再造林面積もふえていくとい

うことで、再造林の面積は、平成30年に1,900ヘ

、クタールまで上がっていくだろうということで

試算しているわけでございますけれども、植栽

未済地をなくしていこうというのが、もちろん

根底にございます。

ただ、主伐したところも、全て再造林にする

という考えは持ち合わせておりませんで、条件

、 、のよいところ あるいはその市場に近いところ

それから傾斜の緩やかなところ、そういったと

ころは再造林を進めましょうということで。そ
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の一方、反対側に、その道から遠いところとか

急斜面なところ、そういったところは、あえて

再造林は無理しないというような計算をしてお

ります。

今現在、1,500に対して1,600ヘクタール、私

どもは順調に推移しているんじゃないかなとい

うふうに判断しております。

先ほど私が言ったことは訂正せん○髙橋委員

といかんですね。1,500というのが、今、宮崎県

で再造林すべきだろうという面積。いわゆる、

おっしゃっていましたように、ここはもうする

には及ばないというところもあるとおっしゃい

ましたよね、急斜面だとか、そういうところを

除く最低でもこの面積はすべきであろうという

のは1,500だと。ということは、もう十分、その

対策を図っているということで理解していいで

すね。

、○水垂森林経営課長 再造林の面積というのは

先ほど言いましたように、素材生産量とも大い

にリンクするわけでございまして 計算上は 100、 、

を切ったところを100切ったところのうちの４分

の３、75％については再造林していこうという

ことで試算しまして、この数字を上げておりま

す。

建設工事における指名競争入札の○原委員

試行状況についてですが、環境森林部の表８件

のうち６件とありますが、この２件は、まだそ

の決定していないということで、入札が行われ

ていないということでの数字でしょうか。それ

とも、入札不調ということでしょうか。11ペー

ジですね。

11ページの右側の表の８○佐藤自然環境課長

と６の差ですけれども、これにつきましては、

この試行のところは不調というのは起こってお

りませんで、あくまでもそのまだ落札が決定し

ていないという表記でございます。

応札状況の最低は89、最大98.7と○原委員

いうことなんですが、緊急経済対策で今、いっ

ぱい公共三部で出ていますよね。もう実際、建

設業者、かなり減ってしまって、みんな物すご

く仕事を今、もらっているわけですよ。もらっ

てて、もう実際、アップアップの状況だと。も

し今、災害があったらどうしようかと思ってい

たと。これは現実の話です。

したがって、恐らくこれからは、この応札状

況の率は上がるんではないかというふうな、見

。 、込みではないかと私は考えます ということは

応札をしないといけない。まあ、しないといけ

ないというか、指名なりますよね。まさか断る

わけいかない。いく、もう駄目もとで高く入れ

るわけですね。

ところが、現実の話として私が聞いたのは、

それでも落ちちゃった。やらざるを得ない。さ

て、あしたからどうやって人を集めようかとい

う話なんです。本当の話です。これは現実の問

題として頭にとどめてほしいんです。

それで、質問したいのは、この緊急経済対策

は15カ月予算として平成24年度なんですよね。

これが26年度に越していいんですかね。25年度

越して、26年度に俗に言う繰越明許で繰り越し

ができるんでしょうか。

もう26年度に繰り越しは○佐藤自然環境課長

できません。

できないですね。この議論を前、○原委員

いろいろしたことがありました。あと200件、発

注いただけるわけですよね。仕事がなかったと

ころに、今こうやって、アベノミクスと言って

もいいのかもしれないけれども、仕事が来まし

たから、大変皆さん、今、結構、景気はいいん

です。いいんですがそういう状況で、これまで
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件数も減っている、人も減らしているので、な

かなか仕事はあるけど受けられないという状況

があるので、私が言いたかったのは、なぜ26年

度に越してはだめかと聞いたのはそこだったん

ですけど、この200件というのをここだけで200

。 。件ですよね 県土整備はまだ多いと思うんです

あしたは農政がありますから農政でやります

けど、これをできるだけ、公共三部で調整をと

りながら、この平準化というか、一気に集中し

ないように。かといって26年度に越していかん

という制限はあるでしょうけど、うまくやられ

たほうがいいのではないかな。

ということは、やっぱり品質にかかわってく

る話だと思うので、後でこの緊急経済、いっぱ

い物はつくったが、一応、完成したけれども、

後でいろんなまた崩れたとかがあってもいけな

いので、そういうことも声として届けておきた

いというふうに思っています。

何か感想がありましたら。

この200件ですけれども、○佐藤自然環境課長

ここは他部の内訳はわかりませんけれども、全

部、緊急補正にかかわるもんじゃなくて、大体

の率でいきますと 環境森林部は15件ぐらいやっ、

て、今、８件ということなんですが、半分ぐら

いは25年度分ということになっていますので、

それにつきましては繰り越しが可能かと思って

おります。

その緊急経済対策の分が何件ぐら○原委員

いあって、あと未発注が幾らなんですか。

今、申しましたとおり、○佐藤自然環境課長

先ほど申しました、ここの表に載っております

環境森林部の８件につきましては、いわゆる補

正にかかわるものですけれども、あと７件につ

きましては、25年度分にかかわるものでござい

ます。

25年度中に確実に終わらないとい○原委員

けないもの。

そうですね、８件につき○佐藤自然環境課長

ましては、繰り越しができないということにな

ります。

あとのやつは、まあ最悪、繰り越○原委員

し明許でもいいよということですね。理解しま

した。ありがとうございました。

そのほかありませんか。いいで○山下委員長

すか。

なければ、これでその他報告事項を終わりた

いと思うので、そのほか何かございませんか。

ないようですね。なければ、環境森林部の審査

を終了いたします。どうも御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後１時55分休憩

午後１時59分再開

委員会を再開します。○山下委員長

、 、それでは あした10時から開会ということで

農政水産部に入りたいと思います。

本日の委員会は、これで終わります。

午後１時59分散会
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午前10時０分再開

出席委員（８人）

委 員 長 山 下 博 三

副 委 員 長 有 岡 浩 一

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員  原 正 三

委 員 横 田 照 夫

委 員 岩 下 斌 彦

委 員 髙 橋 透

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

農政水産部次長
興 梠 正 明

（ 総 括 ）

農政水産部次長
郡 司 行 敏

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
那 須 司

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 中 田 哲 朗

農 政 企 画 課 長 鈴 木 大 造

ブ ラ ン ド ・
甲 斐 典 男

流 通 対 策 室 長

地域農業推進課長 向 畑 公 俊

連 携 推 進 室 長 大久津 浩

営 農 支 援 課 長 工 藤 明 也

農業改良対策監 後 藤 俊 一

食 の 消 費 ・
和 田 括 伸

安 全 推 進 室 長

農 産 園 芸 課 長 日 髙 正 裕

農 村 計 画 課 長 宮 下 敦 典

原 守 利畑かん営農推進室長

農 村 整 備 課 長 河 野 善 充

水 産 政 策 課 長 成 原 淳 一

漁業･資源管理室長 日向寺 二 郎

漁 村 振 興 課 長 神 田 美喜夫

漁港整備対策監 木 下 啓 二

畜 産 振 興 課 長 押 川 晶

家畜防疫対策課長 西 元 俊 文

工 事 検 査 監 岩 永 修 一

総合農業試験場長 井 上 裕 一

県立農業大学校長 山 内 年

水 産 試 験 場 長 山 田 卓 郎

畜 産 試 験 場 長 岩 﨑 充 祐

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 佐 藤 亮 子

議事課主任主事 川 崎 一 臣

。 、○山下委員長 おはようございます それでは

委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

。○緒方農政水産部長 農政水産部でございます

よろしくお願いいたします。

説明に入ります前に、まず、おわびを申し上

げたいと思います。

職員のコンプライアンスにつきましては、日

ごろから徹底を図ってきておりますけれども、

先般、農政水産部職員が酒気帯び運転により検

挙されたことから、停職６カ月の懲戒処分を行

いました。このことは、県議会を初め県民の皆

様の信頼を大きく損なうものでございまして、

平成25年９月20日(金)
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まことに申しわけなく、深くおわびを申し上げ

ます。あすから、秋の全国交通安全運動が始ま

りますけれども、今後このようなことがないよ

うに再発防止対策に鋭意取り組みまして、信頼

、回復に全力で努めてまいりたいと存じますので

委員の皆様方におかれましては、引き続き、御

指導、御鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い

申し上げます。

次に、９月上旬に来襲しました台風17号によ

る農水産業関係の被害状況についてでございま

す。座って御説明をさせていただきます。

、 、県南西部を中心に 農作物の倒伏被害のほか

水田、水路、農道等に約１億3,000万円の被害が

生じているようでございます。市町村を初め関

係機関と連携を図りながら、復旧事業等、適切

に対応してまいりたいと存じます。

それでは、資料に基づき御説明を差し上げた

いと存じます。まず、委員会資料の１ページを

ごらんいただきたいと思います。

議案第１号「平成25年度宮崎県一般会計補正

予算（第２号 」及び議案第２号「平成25年度宮）

崎県就農支援資金特別会計補正予算（第１号 」）

についてでございます。今回の補正は、国庫補

助決定等に伴う補正でございます。

補正額につきましては、平成25年度歳出予算

課別集計表の中ほどの列、一般会計の合計の欄

にありますように、12億6,478万1,000円の増額

補正をお願いしております。また、特別会計の

補正額につきましては、下から２段目の合計の

欄にありますように、１億642万1,000円の増額

補正をお願いしております。この結果、農政水

産部全体の補正後の予算額は、一番下の欄にあ

りますとおり393億8,873万2,000円となります。

補正内容の詳細につきましては、各課長から説

明させていただきます。

次に、資料の２ページをごらんください。

繰越明許費についてでありますが、公共土地

改良事業及び水産基盤整備事業の計４件につき

まして２億1,892万円の繰り越しをお願いしてお

ります。これらは、工法の検討に日時を要した

ことなどにより繰り越しが見込まれるものであ

ります。

次に、議会提出報告書についてでございます

、 、 、が まず ５ページをおめくりいただきまして

５ページは損害賠償額を定めたことについてで

ございます。

それから、次の６ページでございます。おめ

くりいただきまして６ページは、県が出資して

いる法人等の経営状況についてでありますけれ

ども、法人等の経営状況につきましては、地方

自治法及び宮崎県の出資法人等への関与事項を

定める条例、これの規定に基づきまして、農政

水産部所管７法人の経営状況等について御報告

するものでございます。

最後に、17ページをお開きいただきたいと思

います。報告事項でありますけれども、第七次

宮崎県農業・農村振興長期計画の平成24年度取

り組みの概要につきまして、これを初めとして

７項目について関係課長から説明をさせていた

だきますので、よろしくお願いいたします。

私からは以上であります。

地域農業推進課でご○向畑地域農業推進課長

ざいます。

お手元の歳出予算説明資料の57ページをお開

きください。

地域農業推進課の９月補正予算額は、特別会

計で１億642万1,000円の増額補正をお願いして

おります。この結果、９月補正後の特別会計予

算額は、右から３番目の欄にありますように３

億2,050万4,000円、一般会計を合わせた全体の
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予算額は41億4,912万8,000円となります。

主な内容について御説明申し上げます。59ペ

ージをお開きください。

就農支援資金特別会計の（事項）就農支援資

金対策費であります。これは、認定就農者が新

たに農業経営を開始するために必要な無利子資

金の貸し付けを行い、就農の促進を図るもので

すが、今回の補正では、昨年度の決算剰余金が

確定したことに伴い、これを本年度分へ組み入

れるものであります。貸付金、取扱手数料補助

と合わせまして１億642万1,000円となっており

ます。

地域農業推進課は以上でございます。よろし

くお願いいたします。

農村整備課です。○河野農村整備課長

歳出予算説明資料の61ページをお開きくださ

い。一番上の行をごらんください。

農村整備課の補正予算としまして、７億8,931

万8,000円の増額補正をお願いしております。こ

の結果、補正後の予算額は、右から３列目にあ

りますように129億4,264万1,000円となります。

主な内容について御説明いたします。63ペー

ジをお開きください。

上段の（事項）公共農村総合整備対策費とし

て4,537万円の増額補正をお願いしております。

主なものといたしましては、説明の２の「中山

間地域総合整備事業」ですが、中山間地域にお

いて、立地条件に即した農業の展開や地域活性

化を図るため、生産基盤及び生活環境基盤の整

備を実施するものであります。

次に、下段の（事項）公共土地改良事業費と

して４億8,808万1,000円の増額補正をお願いし

ております。主なものといたしましては、説明

の１の「県営畑地帯総合整備事業」ですが、担

い手の育成、強化を図るとともに、多様な営農

形態に対応するため、畑地かんがい施設の整備

などを実施するものであります。

次に、64ページをお開きください。

上段の 事項 公共農道整備事業費として4,918（ ）

万2,000円の増額補正をお願いしております。主

なものといたしましては、説明の２の「県営基

幹農道整備事業」ですが、農産物の輸送の効率

化による生産性の向上を図るため、農道の整備

を実施するものであります。

最後に、下段の（事項）公共農地防災事業費

として２億668万5,000円の増額補正をお願いし

ております。主なものとしましては、説明の１

の「県営震災対策農業水利施設整備事業」です

が、地震に対して災害の未然防止や被害の軽減

を図るため、農業水利施設等の耐震性点検など

を実施するものであります。

農村整備課は以上でございます。

。○成原水産政策課長 水産政策課でございます

お手元の歳出予算説明資料の65ページをお開

きください。

当課の９月補正予算額は、一般会計で450万円

の増額補正をお願いいたしております。この結

果、９月補正後の一般会計の予算額は、右から

３番目の欄にありますように22億9,407万7,000

円、特別会計を合わせた全体の予算額は24億976

万円となります。

それでは、補正の内容について御説明いたし

ます。67ページをお開きください。

（事項）水産業試験費450万円の増額でござい

ますが、これは、独立行政法人水産総合研究セ

ンター及び公益財団法人宮崎県産業振興機構か

らの研究開発の受託決定によるものでございま

す。

説明欄１の（１）の水産加工試験費100万円で

ございますが、これはチリメンジャコを加工す
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るものですが、チリメンジャコ加工において派

生し、廃棄されていた煮汁に含まれる機能性成

分を活用した新たな商品を開発する研究でござ

います。

その下の（２）の養殖魚病対策試験費250万円

でございますが、これは、国の認可を受けてい

るワクチンについて、使用可能な魚種を拡大す

るため、対象となっていない魚種に対する有効

性を確認する研究でございます。

２の（１）の内水面増養殖試験費100万円でご

ざいますが、これは、資源の減少が指摘されて

おりますウナギの生態や資源状況等について調

査し、ウナギ資源の増殖を図るための基礎デー

タを収集するものでございます。

水産政策課は以上でございます。

。○神田漁村振興課長 漁村振興課でございます

同じく、お手元の平成25年度９月補正歳出予

算説明資料の69ページをお願いいたします。

漁村振興課の９月補正額につきましては、一

般会計のみで３億4,860万円の増額補正をお願い

してございます。この結果、補正後の額は、右

から３番目の欄にございますように38億3,541万

円となります。

それでは 内容について御説明いたします 71、 。

ページをごらんください。

事項 水産基盤 漁港 整備事業で３億4,860（ ） （ ）

万円の増額補正をお願いしてございます。主な

事業といたしましては、老朽化しております漁

港施設の補修や更新を行い、施設の長寿命化を

図ります「水産物供給基盤機能保全事業」の１

億9,110万円と、地震・津波等の自然災害に対し

て、防波堤や岸壁などの漁港施設の機能強化を

行います「漁港施設機能強化事業」の１億4,700

万円でございまして、いずれも国庫補助決定に

伴う増額補正でございます。

漁村振興課は以上でございます。

。○押川畜産振興課長 畜産振興課でございます

同様に、歳出予算説明資料の73ページをお開

きください。

畜産振興課の９月補正額は、一番上の行、一

般会計で１億2,236万3,000円の増額補正をお願

いしております。その結果、右から３列目の補

。正後の予算額は31億5,252万6,000円となります

それでは、この事業の内容につきまして御説

明いたします。申しわけございませんが、別冊

の環境農林水産常任委員会資料の３ページをお

開きください。

新規事業の「肉用牛振興施設整備事業」でご

ざいます。今回、その事業の中で、下の表にご

ざいますように①と②の２つの事業を計画して

ございます。３ページの上の１の事業の目的に

ございますように、まず、①の事業といたしま

しては、家畜市場において、上場する家畜の、

より詳細な情報を、より早く購買者に提供でき

るように、セリシステムを高度化することで家

。畜市場の取引の活性化を図るものでございます

また、②の事業といたしまして、口蹄疫により

畜産農家戸数及び頭数が減少しております児湯

・西都地域において、肉用牛生産の規模拡大を

推進し、地域内一貫体制を進めるために、肉用

牛肥育施設の整備を図るものでございます。

、 、補正額は ２の事業の概要にありますように

合わせまして１億2,236万3,000円の増額で、国

庫補助決定に伴うものでございます。

事業主体は、①の家畜市場整備につきまして

は、家畜市場開設者でございます畜連（畜産農

業協同組合連合会）や農業協同組合となってご

ざいます。②の家畜飼養管理施設につきまして

は、農業生産法人で認定農業者でございます株

式会社サイトーファームでございます。



- 49 -

平成25年９月20日(金)

事業の内容でございます。①の家畜市場整備

につきましては、４ページの写真等をごらんく

ださい。家畜市場内で複数の情報を提示できま

す多目的ディスプレーや、場内、場外での掲示

盤、さらにシステムと連動した体重計の設置な

ど、事業主体でございます県内５市場の市場開

設者が、それぞれの家畜市場の状況に応じまし

てセリシステムを高度化するための整備を行う

ものでございます。また、あわせまして、宮崎

中央農協におきましては、市場の消毒設備の整

備も行うこととしてございます。②の家畜飼養

管理施設につきましては、120頭規模の肥育牛舎

を２棟と、それに伴います関連施設の整備を行

うものであります。

財源は全て国庫支出金となっており、補助率

は２分の１となってございます。

説明は以上でございます。

執行部の説明が終了いたしまし○山下委員長

た。議案等についての質疑を承ります。

農村整備課にちょっとお尋ねしま○横田委員

すけど。農地防災事業費の農業水利施設整備事

業、これは崩壊浸食の発生を未然に防止する事

業に要する経費ということですけど、農業施設

に対する耐震診断をするということなんでしょ

うか。例えば、池の堤防とか用水の管とか、そ

。ういうことの耐震診断をするということですか

今回補正をお願いしてい○河野農村整備課長

る分につきましては、委員が今お話しされまし

たように、土地改良施設関係、農業水利施設関

係、これの耐震性の点検等を行うことになりま

す。

、○横田委員 すごい数があると思うんですけど

どういう絞り方をされる考えなんでしょうか。

主だったものとしまして○河野農村整備課長

は、ため池、それから農道橋等になってまいり

ます。ため池については県内で約700カ所ござい

ますが、事業の採択要件等もありまして、その

うち採択要件に合いました600程度について一斉

点検、そして、その後に市町村等におきまして

団体事業としまして 市町村の要望に応じて 100、 、

カ所程度について耐震性の点検等を今後行って

いくというような計画になっております。

当然、耐震診断をするということ○横田委員

は、診断の結果、ちょっとここは危ないなとい

うところは、次の事業とかで耐震補強をしてい

くということにつながっていくわけですね。

、 、○河野農村整備課長 はい 御指摘のとおりで

ただ、実際上、整備となりますと、今度は負担

の問題もございますので、そこは地元のほうと

も打ち合わせをしながら、計画的に実施のほう

をしていきたいというふうに考えております。

わかりました。もう一つ、いいで○横田委員

すか。

畜産課にちょっとお尋ねしますけど、このセ

リシステムは、現在もついてるわけですけど、

それとどのように違うシステムになるんでしょ

うか。

今回の家畜市場の電子セ○押川畜産振興課長

リシステムに関してでございますが、従来から

あっておりますセリシステム、基本的にはそれ

の延長線にございますけれども、それぞれの家

畜市場におきましては 平成10年 もしくはもっ、 、

と先に整備したものがございまして、時々、セ

リシステムが停止するであるとかいう故障もあ

りました。

それと、最近の購買者の状況からしまして、

肉用牛の餌がどうであるとか、いろいろな瑕疵

がどうであるとかいうのを、情報として早くい

ただきたいという要望がございます。特に家畜

市場の場合、その日の朝、子牛を積んだりおろ
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したりするときにけがをしたとかいう、その日

に出てくる瑕疵等もございますので、それをい

ち早くシステムの中で表現できる多目的の液晶

表示盤等々をそろえることによりまして、より

全国から購買者の方に来ていただこうというこ

ともありまして、高度化ということで国のほう

から認めていただいた事業でございます。

。○横田委員 ５カ所設置されるみたいですけど

そこそこで事業費はかなり違うんですけど、こ

の違いはどこから出てくるんでしょうか。

それぞれの事業主体で、○押川畜産振興課長

先ほど申し上げましたように、まず設置した年

数が違うこと。あと、今回、セリシステムその

ものを一式とございますけれども、それぞれの

掲示盤の数でございますとか、表示盤の数等々

の違いがございます。その差が出ているという

ことでございます。

今の畜産団地整備育成事業、これ○緒嶋委員

は江藤副大臣なんかがかなり頑張っていただい

たということを伺っておるんですが。これは、

、 。国庫補助残は これは設置する事業主体ですか

県は、全然これは補助しないわけですね。

まず最初に、今回の補正○押川畜産振興課長

でお願いするようになった状況でございますけ

ども。先ほど申し上げましたように、セリシス

テムはかなり年数がたっておりまして、どこか

で改修をということで地元で声が上がってござ

いました。いろいろな要望をしていく中で、24

年度に、当初１万頭規模の市場という要件がご

ざいました。これが5,000頭規模、中山間でいき

ますと、もっと頭数が少なくてもやれるという

ふうに要件緩和されたことで、今回お願いする

ということになりました。

自己負担につきましては、それぞれの事業主

体、もしくは地域によりましては、関連する市

町村にもお願いをしているということでござい

ます。

県といたしましては、ほかの事業等々との均

衡もございますので、直接の支援というのはご

ざいませんけれども、ファンド事業等々で、今

回の国の事業では見られない部分、ちょっとし

た小さい部分でありますとか屋根の改修をする

とか、いろいろあわせてありますので。その辺

につきましては、事業費200万円程度で支援がで

きないかということを今検討しているところで

ございます。

その分については、補正がなくて○緒嶋委員

も既存の予算でできるということですか。

、 。○押川畜産振興課長 はい そうでございます

63ページの農業集落排水事業。こ○原委員

れはどこですか、場所を教えてください。

集落排水につきましては○河野農村整備課長

１カ所で、日南市の北郷地区になります。内容

的には機能強化等についての調査、ハードのほ

うではなくてソフト関係になってまいります。

今から調査が始まるということで○原委員

すか。

もう既に設備のほうは過○河野農村整備課長

去に完了しておりまして、いわゆる更新等に向

けて調査等を行っていくというようなことにな

ります。

わかりました。発展して聞きます○原委員

が、この農業集落排水は、まだ今からやろうと

いうそういうところが、機運というか、何かあ

るんですか。

もう数年前で、ほとんど○河野農村整備課長

全て県内の要望箇所については整備は終わって

おります。

現時点では、今後の整備要望 新設という―

ことになりますけど については今のところ―
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市町村等から上がってきてないという状況にご

ざいます。

わかりました。○原委員

、 。次に 67ページの内水面増養殖試験費100万円

、 、いよいよウナギが 絶滅危惧種だったですかね

で、10月から12月は川で捕獲禁止という、そう

いうことにもなったわけで、大変興味の深いと

ころなんですが。どういう試験内容か、まず教

えてください。

今回のウナギ生息状況等○山田水産試験場長

緊急調査事業につきましては、国の補助事業を

受けて行っている調査で、具体的に県内におき

ましては、県北の五ヶ瀬川水系でやながござい

まして、やなに落ちてきますウナギについての

生態とかいうのを調査するというのが一つ。

それと、宮崎市にあります清武川におきまし

てウナギの生息状況を調べるということで、ウ

ナギの調査方法として、石倉づくりという漁法

がございまして、そこにどういう魚が集まるか

について調査をするということになっておりま

す。

基本的には川の生態状況を把握す○原委員

るということですが、この先は、どういう発展

を考えておられるんですか。意外と、日本人の

食文化に関する大事な研究になるかと思うんで

すが。

ただいま試験場長のほう○成原水産政策課長

から、調査内容につきましては御説明申し上げ

たところですが、ウナギの生態の中でも特に下

りウナギということで、産卵のために海に下る

ウナギがいつの時期にどのような形で下ってい

くかということが、今現状として、余り十分把

握されてないということがございまして、それ

を把握しようというのが主な目的です。

今、委員からも発言がありましたように、３

カ月の禁漁措置をしておりますけれども、さら

にこの生態知見をもとに効果的な資源管理、規

制、そういったものを発展的に行うための基礎

データになるということでございます。

わかりました。確認です。志布志○原委員

の国の水産試験場で、稚魚を生産して、まだま

だ研究しないといけないことがいろいろあるよ

うですけれども。そういうことではなくて、親

ウナギをどうやって保存しようかという話です

ね。いわゆる稚魚を産ませて、それで増殖を図

。ろうという方向には行かないということですか

、○成原水産政策課長 この調査試験については

申し上げましたとおり、天然ウナギの保護・増

殖につなげようという目的なんですが。種苗生

産の部分の問題につきましては、別途、国の研

究センターでもやっておりますし、県単事業に

おいても、雌の親ウナギの産卵を、あるいは成

熟を、どのようにしたら効率的にできるかとい

う研究をあわせてやっておりますので、そのよ

うな成果は、種苗生産のほうに生かしていきた

いと考えております。

63ページの公共農村総合整備対○前屋敷委員

策費の中の２番の「中山間地域総合整備事業」

、 、とありますが 具体的にはどういう事業なのか

お聞かせください。

まず、事業名にございま○河野農村整備課長

すように中山間地域におきます生産基盤、そし

て生活環境基盤ということで。具体的には、例

的には圃場整備とか農道、そして排水路。そし

て環境のほうでいきますと飲雑用水とか、そう

いったものを地区の要望に応じまして計画をつ

くり、それを実施していくというふうなことに

なります。

地元の要望に応じてということ○前屋敷委員

ですが、何カ所ぐらいを予定されているんです
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か。

本年度実施地区数としま○河野農村整備課長

しては４地区ございます。今回の補正でお願い

している分については２地区というような形に

なります。

それとあわせて、その下の公共○前屋敷委員

土地改良事業費ですが、この１番の県営畑地帯

総合整備事業、これは何カ所ですか。４億ほど

補正が組まれてますが。

本年度実施地区数としま○河野農村整備課長

しては、全体で36地区を実施することとしてお

ります。

もうちょっと詳しく。36地区と○山下委員長

いったって、どの区域ぐらいは言ったほうがい

。 、 。いんじゃないの 児湯地区なのか 西諸なのか

申しわけありませんでし○河野農村整備課長

た。

例えば、都城盆地のほうの払川第１であった

り、そして西諸のほうの白鳥１期というような

形で 基本的には国営かんがい排水事業の関―

連事業として畑地帯総合整備事業を実施してお

りますので、国営かんがい排水事業を行ってい

る中部、北諸、西諸、児湯管内で合計36地区と

いうような形で実施をさせていただいておりま

す。

ただ、１地区だけ、南那珂の奈留地区だけは

国営関連ではございませんが、客土工とか暗渠

排水工について本年度から実施予定ということ

にしております。申しわけありませんでした。

今の説明は議事録に載るとよ。そ○緒嶋委員

の場合、２カ所と言ったら、議事録を見て２カ

所じゃどこかわからんわけよ。具体的に、ある

程度、箇所ぐらいは言わんと。議事録を読んで

２カ所ですと、見る人から見れば何のことかわ

からんわけです。２カ所が何かと、どこかと。

詳細なところまで言わんにしても、ある程度、

。２カ所はどことどこだというぐらいは言わんと

２カ所、そういう議事録じゃ、後から議事録を

見ても意味が全然通じんわけです。だからある

程度具体的に、詳細というよりも、大きな金額

については、どことどこを含む何カ所とかいう

ような言い方をちょっと考えるべきじゃないか

と思うけど、そのあたりの答弁の仕方がどうか

ですね。議事録を見たら、全然理解できんです

よ。

わからないから聞いてるんです○山下委員長

から、箇所とか、主な地域とか、そういうこと

は明確に答弁ができるようにしとっていただく

とありがたいと思います。

中山間地と我が地域は関係がかな○緒嶋委員

り深いんですけど。中山間地域総合整備事業、

このあたりからちょっと説明してください。

今回の中山間地域総合整○河野農村整備課長

備事業につきまして補正をお願いしているのは

２地区ということで、日之影町の七折地区ほか

１地区という形になります。

次に、この広域営農団地農道整備○緒嶋委員

事業、これも関係があるかなと思ってるんです

が。県営基幹農道整備事業。

まず、広域農道整備事業○河野農村整備課長

につきましては、日之影町の西臼杵２期地区を

今回補正をお願いしております。

、 、また あと基幹農道整備事業につきましては

、宮崎市の巨田４期地区ほか１地区ということで

今回補正のほうをお願いしております。

71ページでお願いします。漁港○前屋敷委員

整備のところですが、ここの１番、それから２

番について、具体的に箇所も教えてください。

まず、１番目の水産物供○神田漁村振興課長

給基盤機能保全事業のほうでございます。これ
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につきましては、北浦漁港ほか８漁港で、南の

、 。ほうは目井津あたりまで ８漁港でございます

それにつきましての、いわゆる老朽化による補

修等を行う事業でございます。

それともう一点の漁港施設機能強化事業につ

、 、きましては いわゆる防災対策という観点から

北浦漁港ほか、合わせて５つの漁港で対応する

こととしてございます。

64ページ。ちょっともう一遍、念○髙橋委員

のために聞きますが ため池の関係 700カ所あっ、 。

て大体600カ所を点検して、そのうち100カ所を

耐震性のものにしていくという説明だったと思

いますが、これはまだ今から点検をするわけで

すよね。だから、100カ所以上の必要なところが

出てくるときはどうしますか。

市町村の要望に応じまし○河野農村整備課長

、 、て 昨年度の補正と今回の補正を合わせまして

ため池等の一斉点検のほうは県、そして耐震性

点検につきましては団体営として、市町村のほ

。 、うで実施してまいります その結果としまして

どの程度、耐震性の補強等が必要になってくる

か、これは点検の結果になってこようと思いま

す。

ただ、その数が多くなりますと、やはり先ほ

ど申し上げたとおり予算的なものもございます

ので、その緊急性に応じて地元のほうと協議調

整をしながら、計画的に実施のほうを進めてい

くということになろうかと考えております。

いま一度聞きますけど、これは耐○髙橋委員

震補強まで含めた予算ということで理解してい

いんですか。

今回の予算につきまして○河野農村整備課長

は、あくまでも一斉点検、そして耐震性の点検

までということで、ソフトになります。ですか

ら、ハードにつきましては、 そのほかの事業に※

よりまして計画を行って、計画的に実施のほう

に移していくというようなことになります。

参考のために。私、じかに詳しく○髙橋委員

見たことはありません、遠目にしか見たことは

ありませんけど、ほとんどが土手というか、現

。況はいわゆるコンクリートではありませんよね

だから、点検をしてちょっといかんなというと

きには、やっぱりコンクリートみたいなやつで

補強するということになるんですか。

委員御指摘のとおりで、○河野農村整備課長

ものにつきましては、ため池そのものは、昔つ

くられたものですので土造ということになりま

す。点検としましては、ボーリング等で土質の

確認を行い、そしてそれに基づいて耐震性の点

検を行っていくということになります。通常、

ため池の補強等に関しましては、例えば、土を

表現は悪いですけど たたきつけるとい― ―

うような形で盛り土を行ったりとか、あと、波

浪等によります表面の浸食等を防止するという

ことで張りコンクリートを行ったりと そういっ。

たことで、ため池全体の補強を行っていくとい

うことになります。決して、コンクリートでダ

ムみたいなものをつくるというようなことでは

ございません。

ため池だけじゃなくサイホンがあ○緒嶋委員

るわけやろ、パイプで上げ下げする。そうする

と耐震的には、いろいろ老朽化すれば問題が起

きてくるわけだけど そこ辺の調査はこれは入っ、

てないわけ。

国の事業としましては24○河野農村整備課長

年度の補正で、今回のこういった事業ができま

した。27年度までは国費100％で点検が行えると

いうことです。対象については、ある程度、受

益面積等の縛りはございますが、先ほどから申

※72ページに訂正発言あり
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し上げているようなため池であったり、農道橋

であったり、あと排水機場とか、そういった土

地改良施設関係、要件等に合致すれば全てでき

ます。

ただ、地元の御要望等に応じて団体営事業で

実施することになりますので、そういった御要

望が上がってくれば、また今後、予算の確保を

して団体営等で実施をしていただくというよう

なことになろうかと思います。

これは、調査に地元負担があるわ○緒嶋委員

けですか。

今回のこの事業につきま○河野農村整備課長

しては、歳出予算説明資料の64ページの事業の

、 、後ろに書いてございますように 国費10分の10

要するに国費で100％いただけるというようなこ

とになります。

それなら、これは地元から挙がっ○緒嶋委員

てきても、負担がないならできるだけカバーで

。 、 、きるだろうと思うので やはり 県のほうから

何か心配のあるところはできるだけ挙げなさい

というような指示もできるのじゃないかと思う

んですけど、そのあたりは。

挙がってきたのをというよりも、100％なら、

逆に不安のあるのはできるだけ拾ってもらった

方がいいと思うんです。そのあたりの指示はし

ておるわけですか。

私どもとしては、事業に○河野農村整備課長

ついては、十分、市町村のほうには周知は図っ

ているつもりです。また、今後も27年度まで事

業費はございますので、定額補助のほうが。今

後も、できるだけ多くの施設についてこういっ

た点検が実施できるよう、再度、市町村等につ

。いても周知を図っていきたいと考えております

なければ、報告事項に入りたい○山下委員長

と思いますが、よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、報告事項に関する説○山下委員長

明を求めます。

。○鈴木農政企画課長 農政企画課でございます

常任委員会資料の５ページのほうをお開きくだ

さい。

「損害賠償額を定めたことについて」という

ことで御報告でございます。

事案でございます。書いてあるとおりでござ

いますけれども、県有車両による交通事故がご

ざいました。４月10日、日南市の駐車場におき

まして、県職員が駐車をしようとしたときに、

既に停車されていた車に、前から入っていって

。バンパーがぶつかったということでございます

損害賠償額については４万8,000円ということ

で、既に任意保険により全額支払われていると

ころでございます。

軽微な事故かもしれませんけれども、こうい

う気の緩み等もないように、引き続き、しっか

りと職員の気の引き締め等を図ってまいりたい

と考えているところでございます。

農政企画課からは以上でございます。

地域農業推進課連携推○大久津連携推進室長

進室でございます。

それでは、公益社団法人宮崎県農業振興公社

の経営状況等について御報告させていただきま

す。初めに、常任委員会資料の６ページをお開

きください。

１の公社の沿革ですが、昭和35年に社団法人

宮崎県農業開発機械公社として設立以後、指定

法人といたしまして、農地保有合理化事業や畜

産経営環境整備事業に取り組み、平成19年に農

業後継者育成基金協会と組織統合し、社団法人

宮崎県農業振興公社を設立、そして平成24年４

月に公益社団法人へ移行しております。
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２の組織ですが、役員15名、職員17名の体制

となっております。

３の出資金等ですが （１）の出資金6,000万、

円 （２）の農地保有合理化事業基金３億3,700、

万円 （３）の農業担い手確保・育成基金９、

億8,000万円余でございます。

次に、７ページの４の事業ですが （１）の農、

地部門では、離農または規模縮小農家から農地

の買い入れ等を行い、規模拡大する認定農業者

等への売り渡し等により、農地の面的集積を図

るとともに、耕作放棄地の再生・整備事業を実

施しております。

（２）の担い手支援部門では、就農希望者へ

の相談活動及び先進農家や農業法人での研修支

援、さらには技術習得に必要な無利子資金の貸

し付け事業を行っております。

（３）の畜産施設部門では、草地・飼料畑等

の造成整備や、家畜排せつ物処理施設の整備な

どを実施しております。

（４）の新農業支援部門では、６次産業化や

農商工連携の推進窓口として各種連携をコー

ディネートしたり、農業経営の多角化に向けた

人材育成の支援等を行っております。

なお、その下の参考ですが （１）の長期保有、

地につきましては、24年度末の保有量は0.8ヘク

タールとなっております。

次に （２）の一般正味財産期末残高につきま、

しては、公社の経営改善等の取り組みによりま

して9,100万円で 前年度より100万円の増となっ、

ております。

次に、公社の平成24年度事業報告並びに25年

度の事業計画について御説明いたします。お手

元の白い冊子の平成25年９月定例県議会提出報

告書の87ページをごらんいただきたいと思いま

す。

１の事業概要は、先ほどの説明と重複いたし

ますので省略させていただきます。

次に、２の事業実績ですが （１）の農地部門、

では、事業費３億1,663万円余で、24年度に売買

事業では37.7ヘクタールの農地を買い入れ 31.1、

ヘクタールを売り渡しております。貸借事業で

は、47.1ヘクタールを貸し付けし、年度末保有

量は18.4ヘクタール増加しており、売買よりも

貸借のほうが増加傾向にあります。

以下 （２）の担い手支援部門及び（３）の畜、

産施設部門の各種事業を実施しております。

また、88ページの（４）の新農業支援部門で

は、企業の農業参入支援で４件を採択するとと

もに、６次産業化の計画認定やチャレンジ塾の

開催による人材育成等を行ったところでござい

ます。

次に、181ページをお開きください。経営状況

等の詳細につきまして、出資法人等経営評価報

告書により御説明いたします。

一番上の枠の概要につきましては、先ほどの

説明と同様でございますので省略いたします。

まず、中ほどの枠の県関与の状況の人的支援

についてですが、県職員が６名から７名に１名

ふえておりますが、事務局長が県ＯＢから現職

に変わったことによるものでございます。

その下の財政支出等ですが、平成24年度の県

委託料は3,300万円余、県補助金は２億3,000万

円余、県交付金・負担金・出資金は300万円で、

特に畜産公共事業は昨年度から増額しておりま

すけれども、次年度繰越額が大きかったことか

ら、結果的に補助金が減少しております。さら

に、右の欄の県からの借入金残高は、就農支援

資金の貸付金として7,400万円余、県の損失補償

契約等に基づく債務残高は、農地の買い入れ資

金など９億4,400万円余、さらに県支給分の県職
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員人件費は６名分で3,400万円余となっておりま

す。なお、その下の補助金等の主な内容は、①

の畜産基盤再編総合整備事業等の１億2,900万円

余や、②の農地保有合理化促進事業等の6,300万

円余でございます。

次に、下段の活動指標をごらんください。３

つの指標について目標を設定し、各種事業を推

進してまいりましたが、農用地等の年間買い入

れ面積の達成度が69％となっております。計画

しておりました大規模法人の農地売買が貸借に

変わったことによるものでございます。また、

就農相談件数で85％、農商工連携・６次産業化

の取り組み数が60％と、目標値を下回っており

ます。全国的に比較しますと、農地の買い入れ

面積の38ヘクタールは全国で11位、６次産業化

の認定件数は昨年度末で44件で全国７位となっ

ており、今後とも目標達成に向け、県も連携し

て取り組んでまいりたいと考えております。

次に、182ページをお開きください。

上段の財務状況ですが、同じく平成24年度実

績で御説明いたします。

左側の正味財産増減計算書ですが、経常収益

は６億5,100万円余、経常費用が６億5,000万円

、 、余で 当期経常増減額は100万円余となっており

これに下の経常外増減額を加味した当期一般正

味財産増減額は、プラス94万円余となっており

ます。また、下から４行目の出資金や基金等の

当期指定正味財産増減額は、プラス1,100万円余

となっており、これらの結果、一番下の正味財

産期末残高は16億900万円余となっております。

次に、右側の貸借対照表でございますが、資

産は、一番右側の欄の30億8,700万円余で、主な

、 、ものは 中間保有しております農地や事業基金

出資金等でございます。３つ下の負債は14

億7,800万円余で、主なものは農地の買い入れ資

金残高やビジネスモデル創出事業の預かり金等

でございます。この結果、資産から負債を引い

た正味財産は16億900万円余となっております。

次に、その下の財務指標ですが、①の県補助

金等比率は、目標値90％に対し実績値は119％、

②の法人運営のための管理費比率は、目標値1.4

％に対し実績値は1.5％で、補助金等の削減額以

上に経常費用が減少していることから目標値を

下回っておりますが、これも畜産公共事業の次

年度繰越額が大きかったことが主な理由であり

ます。

次に、下段の総合評価のうち、右側の県の評

価でございますが、活動内容は、公社独自の経

営改善計画に基づき計画的な事業運営に取り組

んでおり、また、昨年４月から公益社団法人に

移行し、継続的かつ効果的な事業への取り組み

については評価できるものと考えております。

財務内容につきましては、管理費等の経費節減

に積極的に取り組んでおりますが、公社自体、

自主財源がないため、さらなる財政の適正化に

向けた取り組みが必要であり、また、組織運営

につきましては、事業規模に応じた職員を配置

しておりますが、プロパー職員も高齢化してお

りまして、年齢構成等を配慮した職員体制の構

築が必要であると考えております。なお、長期

保有地につきましては、前年同様の0.8ヘクター

ルですが、本年度から口蹄疫埋却地の売却も始

まりますことから、関係市町村とも連携を図り

ながら、早期売却に努めてまいりたいと考えて

おります。

平成24年度の事業報告は以上であります。

続きまして、報告書の98ページをごらんくだ

さい。25年度の事業計画について御説明いたし

ます。

本年度の事業概要、事業計画は記載のとおり
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でございますが、本県農業の振興を図ることを

目的に、農業経営の規模拡大や担い手の育成・

確保及び農業の生産性向上、さらには６次産業

化等を支援する各種事業に取り組むこととして

おります。

次に、100ページの３の正味財産増減計算書で

ございますが、Ⅰの一般正味財産増減の部の

（１）の経常収益は、農地対策など４部門の事

業において、101ページの上段の線が引いてある

部分でございますが、経常収益は13億1,200万円

となっております。それに対する（２）の経常

費用は 次のページを開いていただきまして 103、 、

ページの上から11行目の13億2,400万円余で、当

期経常増減額は1,200万円余のマイナスとなって

おります。

また、Ⅱの指定正味財産増減の部は、下から

５行目に書いておりますけど、これは全国的な

会計検査院の指摘を受けまして、農地保有合理

化事業基金の３億3,700万円を国・県に本年度返

還することとなっておりまして、当期指定正味

財産増減額は３億7,200万円余りのマイナスと

なっており 一番下のⅢの正味財産期末残高は11、

億8,900万円余を予定しております。

以上で、公益社団法人宮崎県農業振興公社の

経営状況に関する御報告を終わらせていただき

ます。

水産政策課漁業○日向寺漁業・資源管理室長

・資源管理室でございます。一般財団法人宮崎

県内水面振興センターの概要について御説明を

させていただきます。

委員会資料の８ページをお開きください。

１の沿革についてでございますが、内水面振

興センターは、県内の内水面における漁業及び

養殖業の振興を図るとともに、水産動植物の保

護培養等を行い、内水面の振興に資することを

目的として、平成６年11月に設立されておりま

す。本年４月には、財団法人から一般財団法人

へと移行いたしております。

２の組織につきましては、役員が、理事長以

下 計８名となっております また 職員数は11、 。 、

名で、管理担当、業務担当、警備振興対策担当

の３担当体制となっております。

３の出資金等でございますが、総出資額

は3,000万円で、このうち県の出資額が1,500万

円、出資比率は50％となっております。

４の事業についてでございますが、当財団で

は、ここに示しております４つの事業を実施し

ておりますが、詳細につきましては議会提出報

告書で御説明をさせていただきます。

それでは、地方自治法第243条の３第２項及び

宮崎県の出資法人等への関与事項を定める条例

第４条第３項の規定に基づきまして、内水面振

興センターの経営状況等について御報告をさせ

ていただきます。お手元の「平成25年９月定例

県議会提出報告書」の105ページをお開きくださ

い。内水面振興センターの平成24年度の事業報

告書についてでございますが、２の事業実績に

ついて御説明をいたします。

（１）の内水面の増養殖用種苗の採捕、供給

等に関する事業では、右端の事業実績の欄にあ

りますように、大淀川と一ツ瀬川でウナギ種苗

の採捕を行っておりまして、採捕量は51キログ

ラム、収入額は4,700万円余でございました。

（２）の内水面における秩序維持対策に関す

る事業におきましては、河川の巡回パトロール

による河川環境の監視及び河川利用秩序の指導

に努めました。

（３）の内水面における水産動植物の違法な

採捕及び流通の防止に関する事業におきまして

は、大淀川と一ツ瀬川を主とする県内河川にお



- 58 -

平成25年９月20日(金)

きまして、県が行う取り締まりや「うなぎ稚魚

の取扱いに関する条例」に基づきます調査の補

助的業務を行いました。

106ページに移りまして （４）の内水面の水、

産動植物の保護培養及び環境保全に関する事業

におきましては、アユやウナギの放流等を行っ

ておりまして、資源の保護培養に努めたところ

でございます。

、 、続きまして 経営状況等の詳細につきまして

「出資法人等経営評価報告書」により御説明を

いたします。報告書の189ページをお開きくださ

い。

中ほどの県関与の状況欄をごらんください。

人的支援の状況でございますが、平成25年４月

１日現在、役員は８名でございまして、そのう

ち１名が常勤でございまして、県退職者でござ

います。残る７名は非常勤でございまして、う

ち２名が県職員となっております。常勤職員数

は11名であり、うち２名が県職員となっており

ます。その下の財政支出等につきましては、県

委託料が4,300万円余、県補助金が1,500万円余

のほか、経営基盤強化対策資金が１億1,700万円

となっており、詳細はその下の表の主な県財政

支出の内容に示してあるとおりでございます。

活動指標でございますが、①の県内で採捕さ

れるウナギ稚魚全体に占めるセンターの採捕量

の割合につきましては、目標値30％に対しまし

て実績は30％、達成度は100.0％となりました。

②の県内各河川の監視・指導回数につきまして

は、目標値200回に対し実績は256回、達成度

は128.0％となっております。③の稚魚放流量に

つきましては、目標値12万尾に対し実績は15

、 。万6,900尾 達成度は130.8％となっております

続きまして、190ページをごらんください。平

。成24年度の財務状況について御説明いたします

左側の正味財産増減計算書の平成24年度の欄

をごらんください。内水面振興センターの事業

活動による経常収益は１億800万円余、経常費用

は１億2,300万円余で、当期経常増減額はマイナ

ス1,500万円余となっております。経常外増減

が500万円ございまして、当期一般正味財産増減

額はマイナス1,000万円余となり、期末の残高は

マイナス8,185万円余となりました。指定正味財

産増減の部につきましては、増減がマイナス500

万円ございまして、指定正味財産期末残高

は7,500万円となっております。その結果、一般

正味財産期末残高と指定正味財産を合わせまし

て、正味財産期末残高はマイナス685万円余と

なっております。

右側の貸借対照表をごらんください。一番右

側の欄でございますが、資産につきましては１

億3,189万円余で、その主なものは基本財産や経

営安定対策積立金でございます。負債につきま

しては、短期借入金等などで計１億3,874万円余

となりました。この結果、資産から負債を引い

た正味財産は、マイナス685万円余となっており

ます。正味財産の内訳でございますけれども、

指定正味財産としまして7,500万円、一般正味財

産としてマイナス8,185万円余となっておりま

す。

その下の財務指標でございますけれども、①

の自主事業収入額につきましては、平成24年度

目標値9,700万円に対しまして実績は4,763万円

余となっておりまして、達成度は49.1％となっ

ております。②の短期借入金縮小額につきまし

ては、平成24年度目標値2,000万円に対して実績

はゼロ円となりまして、達成度は0.0％となって

おります。

その下、総合評価の枠内右上の県の評価につ

きましては、自主事業収入が不安定なこと、ま
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た一般財団法人へ移行したことから、さらなる

、事業の実施体制の見直し等による経費節減など

財務状況の改善に向けた取り組みが求められる

とともに、事業継続のため正味財産の黒字化を

図る必要があると考えております。

平成24年度の事業報告につきましては以上で

ございます。

続きまして、25年度の事業計画について御説

明いたします。報告書の112ページをお開きくだ

さい。

今年度の事業計画書につきましては、昨年と

同様の内容でございまして、記載のとおりでご

ざいますが、一層の経費節減などの取り組みを

進め、内水面における漁業及び養殖業の振興の

ため事業を推進していくこととしております。

続いて、113ページに移りまして、３の収支予

算書でございますが、事業活動収支の部につき

ましては、中ほどの欄にございますように、収

入を１億6,100万円余としておりまして 次に114、

ページに移りまして、下から11行目、この支出

を１億4,300万円余と見込んでおります。その下

の欄の事業活動収支差額は1,842万円余としてご

ざいます。

投資活動収支の部につきましては、115ページ

に移りまして、上から７行目の投資活動収支差

額を157万円余、財務活動収支の部につきまして

は、短期借入金圧縮額となる下から５行目の財

務活動収支差額をマイナス2,000万円と見込んで

、 。おりまして 当期収支差額ゼロとしております

内水面振興センターにつきましては以上でご

ざいます。

続きまして、畜産振興課○押川畜産振興課長

から、４つの団体について御説明いたします。

まず、公益財団法人宮崎県口蹄疫復興財団の

概要についてでございます。資料は、常任委員

会資料の10ページを、まずお開きください。

１の沿革にありますように 本財団は 平成23、 、

年３月、口蹄疫により重大な影響を受けました

、県内経済の回復等を図ることを目的に設立され

同年９月には公益認定を受けたところでござい

ます。

２の組織といたしましては、役員が、理事長

ほか監事を含む８名でございます。そのうち理

事長には県の副知事が、常務理事には県の農政

水産部長が、監事のお一人には県の総合政策部

。 、長が就任してございます 職員につきましては

事務局長を県の畜産新生推進局長が、事務局次

長を県の畜産振興課長が務めており、専任の事

務局員が１名でございます。

次に、３の出資金等でありますが （１）の出、

捐金として1,000万円、これは全額、県からでご

。（ ） 、ざいます ２ の運用型ファンドにつきまして

県が地方債を発行して調達いたしました資

金1,000億円を借り受け、基金を設置したもので

ございます。

続いて、４の事業でございます （１）市町村。

復興支援事業につきましては、西都・児湯地域

の市町村の広域的な統一コンセプトに基づきま

す象徴的な事業や広域的な連携を進める事業の

ほか、それ以外の地域の市町村が行います地域

活性化のための事業を支援するものでございま

す （２）の商工業等経済復興支援事業は、県域。

団体等が直接行います販路拡大の取り組みや、

地域の団体等が行います同様の取り組みを支援

するほか、金融対策支援といたしまして、設備

投資など制度資金を利用した中小企業者に対し

まして、市町村が利子補給または信用保証料を

助成する際に支援するものでございます （３）。

の地域消費拡大支援でございます。市町村及び

経済団体で組織します実行委員会が企画・実施
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する地域の消費拡大の取り組みに助成する県域

団体を支援するものでございます。次に （４）、

のみやざき観光再生事業は、修学旅行などの誘

客対策等の事業のほか、地域観光支援として地

域が実施します取り組みを、県域の観光団体を

通して支援するものでございます （５）の産地。

構造・産業構造転換推進事業につきましては、

農畜産業者が取り組みます６次産業化に係る施

設整備等のほか、耕種転換推進として、バラン

スのとれた地域農業への構造転換や、農商工等

連携推進としまして、加工・製造業との連携強

化や誘致等に係ります施設整備等を支援するも

のであります （６）の家畜防疫・経営再開推進。

事業につきましては、畜産経営再開等支援や地

域防疫等支援としまして、安全・安心で付加価

値や収益性の高い畜産経営の推進や、自衛防疫

推進協議会等が行います地域防疫に資する活動

を支援するものでございます。最後が （７）そ、

の他といたしまして、連携・協働復興支援や防

疫・畜産振興研究等支援としまして、西都・児

湯地域におきます「こころと身体のケア」など

の取り組みや、家畜防疫・畜産振興等に関しま

す研究や研修・教育事業を支援するものでござ

います。また、口蹄疫復興アピール支援は、復

興に係る各種イベントを支援するものでござい

ます。

続きまして、財団の24年度事業報告及び25年

度事業計画について御説明いたします。お手元

の９月定例県議会提出報告書117ページでござい

ます。

１の事業概要は、重複いたしますので省略い

たします。

２の事業実績でございます。これは、先ほど

説明しました事業内容に沿って、各団体が実施

します取り組みに対して支援したものでござい

まして、主なものについて順に御説明いたしま

す。

まず （１）の市町村復興支援事業では、西都、

・児湯地域の市町村の統一コンセプトでありま

す「交流人口の拡大」に向けて、そこにござい

ます高鍋、木城、川南、都農の４町で拠点整備

を支援いたしました。

次のページに進んでいただきまして （３）の、

地域消費拡大支援事業につきましては、各市町

村が実施しました地域の消費拡大に資します大

売り出しやプレミアム商品券の発行、県産農畜

産物の消費拡大の取り組みへの助成を、産業支

援財団を通して行いました。

次に、119ページになります （４）みやざき。

観光再生事業でございます。国内外の観光客誘

客対策及びスポーツキャンプ・コンベンション

等の強化対策や、市町村等が実施します宿泊者

・観光客等の増加に資する取り組みを、観光コ

ンベンション協会を通じて支援いたしました。

一番下になります（６）でございます。家畜

防疫・経営再開推進事業につきましては、県産

牛肉の消費拡大を目的に、畜産協会が行いまし

「 」た みやざき再生・復興プレミアム牛肉商品券

発行のほか、次のページになりますけども、市

町村自衛防疫推進協議会等が実施します地域防

疫の充実に資する取り組みの助成を、これも畜

産協会を通じて支援したところでございます。

また、昨年11月23日に開催いたしました全国和

牛能力共進会での「宮崎牛」日本一２連覇を記

念いたします「日本一「宮崎牛」県民感謝祭」

についても支援をしたところでございます。

続きまして、同じ資料の203ページをお開きく

ださい。経営状況等の詳細でございますが、概

要と県関与の状況のうちの人的支援につきまし

ては、重複いたしますので省略いたします。
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次に、県関与の状況の財政支出等につきまし

ては、借入金残高にございます1,000億円、さら

に県支給分の県職員人件費は、給与等に係る経

費といたしまして600万円余の支出がございまし

た。

次に、そのページの一番下の活動指標でござ

います。①畜産経営再開状況としましては農場

数を、②の交流人口の回復・拡大を図ることに

つきましては観光客数を、また、③事業計画に

基づきます適切な執行を図るための支援団体数

を、それぞれの実績値と達成度で示してござい

ます。

続きまして、次のページ、204ページをお開き

ください。財務状況の24年度実績といたしまし

て、左側の正味財産増減計算書でございます。

経常収益が６億７万4,000円、その下の経常費用

。 、が６億6,403万4,000円でございます その結果

当期経常増減額はマイナス6,396万円となってご

ざいます。

次に、右側の貸借対照表でございます。資産

が1,004億7,458万9,000円、負債が1,001億5,828

万1,000円でございます。正味財産が３億1,630

万8,000円となったところでございます。

次に、一番下の総合評価の県の評価でござい

ます。スピード感を持って復興を後押しするた

め、即効性のある事業を中心に支援を行い、目

標を上回る事業の取り組みとなり、その効果も

大きなものがあったと評価しているところでご

ざいます。

以上が、24年度の事業報告でございます。

次に、125ページにお戻りください。今年度の

事業計画について御説明いたします。事業計画

につきましては、その２の事業計画の表にござ

いますように、先ほど申し上げましたように、

これまでは即効性が高い復興対策をやってまい

りましたけれども、今回、これを発展的に見直

、「 」 、しまして 復興から新たな成長へ の観点から

より持続的な経済成長へ向けて、波及効果が高

く、将来の産業基盤の構築につながるものに重

点を置くこととしたものでございます。県内経

済の情勢等を勘案しながら、幅広い分野におけ

る成長を推し進めるために、大きくは、まず畜

産新生、続きましてフードビジネス振興、次の

、 、 、ページにわたります 中小企業振興 誘客対策

地域振興、その他ということでございまして、

各分野にわたり幅広く支援するものでございま

す。事業欄にあります額は予定としております

けれども、これは現時点での考え方でございま

して、それぞれの事業内容や所要額、経済情勢

の変化や各種対策の効果を見きわめながら、適

宜見直しを行うものでございます。

最後に、128ページをごらんください。収支予

算書でございます。収支につきましては、その

ページに書いてございますが、中ほどに経常収

益計から経常費用計を差し引きました当期経常

増減額の合計欄6,350万円余のマイナスとなって

ございます。これにつきましては、前年度から

の繰越額であります一般正味財産期首残高から

充当することを予定しております。

口蹄疫復興財団についての説明は以上でござ

います。

続きまして、２つ目の団体でございます、肉

用牛枝肉価格安定基金協会でございます。

申しわけございません。また、委員会資料に

戻っていただきまして、12ページをお開きくだ

さい。１の沿革にございますように、当法人は

、平成８年２月に設立されたものでございまして

組織につきましては、役員は、会長、理事ほか

監事を含む17名、事務につきましては県の経済

連に委託しておりまして、法人としての専属の
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職員は置いてございません。

次に、３の出資金等でございます （１）の出。

資金は6,166万円で そのうち県の出資額が2,000、

万円、出資比率が32.4％となってございます。

続いて、４の事業内容でございます。和牛肥

育農家等からの積立金により基金を造成しまし

て、枝肉価格の低下した時期に補填金を交付す

るという事業を実施しているところでございま

す。参考といたしまして、積立頭数、補填頭数

を示してございます。平成24年度は、積立頭数

２万1,700頭余りとなってございます。

また （２）につきましては、積立金等の内容、

、 、 、が書いてございますが ①積立金単価は 通常

１頭当たり2,500円。また、この価格がある一定

価格以上になりました高価格時には、同じ

く5,000円を積み立てるということでございまし

て、その基金を使いまして、補填金単価としま

、 、しては 枝肉価格が基準価格を下回った場合に

１頭当たり１万円を上限として交付するという

ことでございます。

続きまして、もう一度、お手元の提出報告書

、 。に戻っていただきまして 183ページになります

経営状況等の詳細につきまして御説明いたしま

す。

まず、県の関与状況としましては、非常勤の

役員として１名、そのほかの県からの補助金等

の財政支出についてはございません。

一番下の活動指標でございます。基金造成及

び補填金の交付を業務としておりますので、指

標としましては基金の造成額と補填金交付額を

定めているところでございます。景気低迷等の

影響によりまして枝肉価格の低迷が続いたこと

から それぞれの達成度は98.3％ 123.7％となっ、 、

てございます。

続きまして １枚めくっていただきまして 184、 、

ページでございます。財務状況の24年度実績に

ついてでございます。左側の収支計算書、Ａに

、 、ございますように 収入が１億1,429万5,000円

その下のＢの欄、支出が１億1,422万円でござい

まして 当期収支差額がＡマイナスＢ ７万5,000、 、

円となってございます。

右側の貸借対照表でございます。資産が8,965

万4,000円、負債が8,762万円でございまして、

差し引きました正味財産は203万4,000円となっ

てございます。なお、負債につきましては、未

払金と価格差補填準備金、また、24年度決算の

時点から、一般社団法人への移行に要する準備

の対応といたしまして、各会員の出資額を、今

回、預かり寄託金というふうに変えまして、固

定負債に計上しているものでございます。

、 。続きまして 財務指標についてでございます

この団体は営利団体ではないということから、

適正運営の指標として収支バランスを示してご

。 。ざいます 達成度は100.1％となってございます

一番下の総合評価の県の評価でございます。

活動内容、財務内容はＡ、組織運営はＢとして

ございます。枝肉価格が低迷する中で、当協会

の活動は和牛肥育農家の損失を補填し、経営安

定に寄与してございます。また、補填につきま

しては基金の範囲内で行われておりまして、財

務内容は良好であるとともに、管理費も基本金

の運用益の範囲内で抑えられており、組織運営

も良好であるという評価をしているとこでござ

います。

肉用牛枝肉価格安定基金協会の説明は以上で

ございます。

続きまして、一般社団法人宮崎県家畜改良事

業団についてでございます。再び、委員会資料

の13ページにお戻りください。

１の沿革にございますように、昭和44年９月
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に、前身でございます社団法人宮崎県家畜改良

協会が設立されまして、その後、改組を重ねま

して、平成24年10月には一般社団法人へ移行し

たところでございます。

２の組織についてでございます。役員が、理

、 、 、事長ほか監事を含む23名 職員は23名で ２部

４課体制でございます。

次に、３の出資金でございます。寄託金とし

て9,800万円、うち県から4,000万円、40.8％と

なってございます。

続きまして、４の事業でございます。肉用種

種雄牛、いわゆる種牛の繋養管理、凍結精液の

製造と譲渡、産肉能力検定の実施及び液体窒素

の購入と配布等を実施してございます。参考と

いたしまして、種雄牛の凍結精液ストローの譲

渡本数の推移を記載してございます。

続きまして、申しわけございません、もう一

度、提出報告書の185ページをごらんください。

経営状況等の詳細につきまして御説明いたしま

す。

県関与の状況のうち、まず人的支援といたし

ましては、常勤役員に県のＯＢが１名、非常勤

。役員に県の職員として１名当たってございます

財政支出等につきましては、平成24年度の委託

料としまして1,883万7,000円、補助金を１

億1,913万円支出してございます。

次に、その下の主な県財政支出の内容でござ

います。①種雄牛分散管理施設整備事業は、今

回、県有種雄牛のリスク分散管理のために、西

米良村に整備いたしました西米良種雄牛センタ

ーの建設費に対する助成でございます。括弧書

きとしておりますのは、この補助につきまして

は 宮崎県畜産協会を事業主体といたします 宮、 「

崎県種畜再生対策基金造成事業（15億円 」から）

の補助金であるために括弧書きで示してござい

ます。そのほか、この西米良種雄牛センターの

建設に当たりましては、国の口蹄疫畜産再生基

金から約２億1,500万円の助成を受けているとこ

ろでございます。

次に、②の直接検定及び現場後代検定事業で

ございます。種雄牛の産肉能力を把握するため

の産肉能力検定を実施しますもので、平成24年

度決算額は1,883万7,000円となっており、これ

は種雄牛の候補となります直接検定牛の購入費

に当たるものでございます。このほか、種畜再

生基金の補助金が4,948万5,000円となってござ

います。

続いて、③新規種雄牛早期造成緊急対策事業

は、種雄牛候補牛の子供、産子を肥育いたしま

して産肉能力を明らかにします産肉能力検定事

業を円滑に実施するための推進費で、県種畜再

生基金で対応しており、決算額1,398万1,000円

でございます。

次が、④肉用牛産肉能力検定促進事業につい

てでございます。新たな種雄牛の候補となりま

す雄子牛を得るための指定交配、もしくは、先

ほどの産肉能力検定を実施しますための産子を

得るための試験交配、それぞれの推進費用で、

同じく基金で対応しておりまして、決算額534

万7,000円であります。

なお、②から④につきましては、これのほか

国の口蹄疫畜産再生基金も活用したところでご

ざいますけれども、この基金が平成24年度で終

了いたしましたので、25年度からは県の種畜再

生基金で、この分もあわせて対応することとし

てございます。

一番下の活動指標でございます。凍結精液の

譲渡本数として指標を設定しておりまして、年

間目標の12万9,400本に対しまして実績が12

万7,562本で、この達成度は98.6％となってござ
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います。

次に、１枚めくっていただきまして、186ペー

ジでございます。

財務状況の24年度実績につきまして、左側の

収支計算書でございます。収入はＡの欄、７

億6,163万5,000円、その下の支出がＢの欄、７

億5,869万9,000円、当期収支差額がＡマイナス

Ｂで293万6,000円となってございます。

右側の貸借対照表でございます。資産は、Ａ

にあります10億466万3,000円、負債がＢの欄、

４億7,813万9,000円、正味財産がＡマイナスＢ

として、下にございます５億2,652万4,000円と

なってございます。

、 。続きまして 財務指標についてでございます

自己収入比率が上げてございます。この達成度

が62％となってございますが、これは、今回、

西米良の種雄牛センター建設に伴いまして補助

金収入が増加したためでございます。

一番下の総合評価の県の評価でございます。

口蹄疫の発生により多くの種雄牛を失い、残存

する５頭の種雄牛を中心に凍結精液製造を行っ

てまいりましたために 譲渡本数は計画を下回っ、

てございます。しかしながら、県内の和牛生産

、 、農家への供給を支障なく継続できたこと また

今回結果が早期に判明します間接検定を導入し

た種雄牛造成など、本県肉用牛生産の基盤の再

構築に向けた取り組みは評価できると考えてご

ざいます。

家畜改良事業団についての説明は以上でござ

います。

続きましては、一般社団法人宮崎県酪農公社

でございます。再び、委員会資料の14ページを

お開きください。

１の沿革にございますように、25年４月には

一般社団法人に移行しまして、このときに名称

を「一般社団法人宮崎県酪農公社」と変更した

ところでございます。

２の組織につきましては、役員が、理事長ほ

か監事を含む11名、職員は10名でございます。

次に、３の出資金等でございます （１）の出。

資金１億6,058万円、そのうち県の出資額8,000

万円で49.8％の比率となってございます。

４の事業についてでございます。主な事業と

、 、 。いたしましては まず 預託事業でございます

酪農家から預かりました乳用牛を哺育、育成し

た後、それぞれの酪農家に戻す事業でございま

して、参考としまして預託頭数の推移を下に示

してございます。このほか、県内の酪農家に乳

用牛そのものを販売いたします乳用素牛供給事

業や、収益事業の中では大きなウエートを占め

ます生乳生産・販売事業を行っております。

続きまして、お手元の９月定例県議会提出報

告書の187ページをお開きください。経営状況等

の詳細につきまして御説明いたします。

県関与の状況のうちの人的支援といたしまし

ては、役員として非常勤で２名参加してござい

ます。また、財政支出等につきましては補助金

を869万3,000円、また、その他の県からの支援

としましては、公社の運営強化を図るため１

億2,000万円の単年度ごとの貸し付けを行ってご

ざいます。

次に、主な県財政支出の内容でございます。

①の和牛受精卵供給体制強化対策事業は、当公

社が酪農家へ和牛の受精卵を供給するために、

供卵牛の導入経費を補助するものでございまし

て、決算額が448万円でございます。②の乳用素

牛導入支援事業は、県内の酪農家が、公社が育

成しました乳用素牛を導入する際の経緯を補助

するもので、決算額が135万円であります。続き

まして、③の運営強化対策事業は、過去に実施
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いたしました公社の施設整備に係ります起債償

還額を、出資割合に応じまして補助しますもの

で、決算額は286万3,000円でございます。

一番下の活動指標でございます。まず、預託

牛哺育の延べ頭数と、預託牛育成の延べ頭数を

書いてございます。それぞれ、酪農家に対しま

して預託の推進を図ったところでございます。

哺育頭数につきましては、全体の中で哺育期か

らの預託が少なかったことから達成度が65.5％

となりましたけども、その分、育成の部分が、

昨年後半から増加してまいりまして、達成度

は201.3％となったところでございます。

③の年間生乳出荷数量でございます。本年は

分娩事故が大変多くございまして、搾乳牛を十

分に確保できなかったことから生乳の集荷量が

、 。減少しまして 達成度は77.3％でございました

この件につきましては、技術的支援を行うよう

に随時努めているところでございます。

次に、188ページでございます。１枚お開きく

ださい。財務状況の24年度実績につきまして、

左側の正味財産増減計算書でございます。経常

収益として６億345万2,000円、その下の経常費

用が６億5,639万9,000円、当期経常増減額がマ

イナス5,294万7,000円となります。当期一般正

味財産増減額がマイナス6,799万2,000円となっ

てございます。これは、先ほども申し上げまし

たように分娩事故等が多く、生乳出荷量が目標

を下回りました上に 購入飼料費が大変高くなっ、

てございまして、これが増加したことが主な原

因でございます。その結果、正味財産期末残高

がマイナス１億2,419万7,000円となってござい

ます。

右側の貸借対照表でございます。資産が６

億1,229万8,000円、負債が７億3,649万5,000円

でございます。

続きまして、財務指標でございますが、①の

当期収支差額は、当期一般正味財産増減額が大

きく目標を下回りました。②の自己収入比率で

、 、ございますが 預託事業等の事業収入の増加で

達成度は105.5％でございます。続いて、③の管

理費比率につきましては 人件費の圧縮等を図っ、

たことによりまして、達成度は115％となったと

ころでございます。

なお、こういった経営状況でありますことか

ら、経営改善計画におきまして事業や飼養規模

の見直しを行いまして、27年度以降に単年度黒

字化を目指します新しい計画を立てたところで

ございます。25年度、26年度の目標値につきま

しては赤字決算となっていますことから、この

間の達成度につきましてはゼロ％という評価を

しまして、27年度から算出して評価を行いたい

と考えているところでございます。

、一番下の総合評価の県の評価でございますが

先ほど申し上げましたような主要事業でありま

す育成預託事業については 積極的に推進を図っ、

てまいりました結果、目標頭数を上回ったとこ

ろでございます。今後とも、この預託料収入の

改善を期待するところでございますが、一方で

の搾乳事業につきまして目標を大きく下回った

ところでございますので、この技術的な改善が

大きな課題と考えております。また、生産コス

ト低減のための自給飼料の作付を積極的に行っ

たところでございますけれども、鳥獣害及び気

象の影響で購入飼料費が増加することとなり、

経営を圧迫している状況にございます。

先ほども申し上げましたように、酪農公社に

つきましては、平成25年２月に、平成27年度を

目標とします中期経営改善計画を策定しており

ます。今後は、この計画に沿って、関係機関一

体となった進捗管理を行いまして、早期の経営
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改善を図っていくことが重要と考えてございま

す。

酪農公社については以上でございます。

畜産振興課は以上です。

。○神田漁村振興課長 漁村振興課でございます

一般財団法人宮崎県水産振興協会の経営状況

について御報告いたします。

まず、常任委員会資料の15ページをごらんく

ださい。当協会の概要について説明させていた

だきます。

１の沿革でございますが、昭和56年に、当協

会は放流用の稚魚の生産といった「つくり育て

る漁業」の基幹を担う施設といたしまして、延

岡市熊野江町に設置されました。

当初は、県営の栽培漁業センターとして設立

されましたけれども、平成４年に漁業者参画の

もと、栽培漁業をより積極的に推進するため、

「財団法人宮崎県栽培漁業協会」として法人化

されたところでございます そして 平成18年11。 、

月に財団法人宮崎県漁業振興基金を、平成19年

３月に社団法人宮崎県かん水漁業協会の事業の

一部を引き継ぐ形で統合を行いまして、平成19

年４月に財団法人宮崎県水産振興協会に改称し

たところでございます。また、新公益法人制度

の施行に伴いまして、ことし４月に一般財団法

人に移行してございます。

次の２の組織につきましては記載のとおりで

ございまして、役員10名、うち２名が県の職員

でございます。また、職員８名のうち、１名は

常務理事を兼務してございます。

続きまして、３の出資金等につきましては、

基本財産３億8,600万円のうち、県が37％の１

億4,300万円を、残りは沿海市町と関係団体が出

捐してございます。

あけていただきまして、16ページをごらんく

ださい。４の事業でございます。当協会におき

、 （ ） （ ）ましては 大きく区分しまして １ から ４

の事業を実施してございます。まず （１）の栽、

培漁業振興事業では、マダイ、ヒラメ、カサゴ

等の放流用の稚魚を生産・供給、並びにつくり

育てる漁業に関します普及啓発を実施してござ

います。

（２）の魚類養殖適正管理指導事業では、養

殖業の健全な発展のため、ブリ稚魚の需給調整

や養殖魚の生産状況、漁場の適正行使に関する

指導等を実施してございます。また、今年度か

ら、本県養殖の主要魚種でございますカンパチ

の人工種苗の生産供給によりまして養殖生産コ

ストの削減を図り、漁家の経営向上の推進にも

取り組んでいるところでございます。

（３）の技術開発事業では、放流用や養殖用

の新魚種量産化等の技術開発に関する事業を実

施してございまして、現在はカワハギ稚魚の量

産化に取り組んでおります。

（４）の種苗供給事業では、養殖現場のニー

ズに対応しました種苗の生産供給を実施してご

、 、 、 、 、ざいまして 現在 マダイ シマアジ マサバ

アユを生産・供給してございます。

続きまして、当協会に関します県の関与等で

ございますけれども、平成25年９月定例県議会

提出報告書の冊子の191ページをごらんくださ

い。

、 。中ほどの表 県関与の状況をごらんください

人的支援につきましては、記載のように先ほど

申したとおりでございますので、省略させてい

ただきます。その下の財政支出等であります。

平成24年度の県の委託料は、カワハギ量産化技

術開発事業等で1,561万円余、県補助金は、放流

用のカサゴ、ヒラメ等の生産・供給に対します

支援といたしまして3,429万円余となってござい
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ます。このほか、県借入金残高等はございませ

ん。なお、県職員人件費につきましては、県か

ら派遣している職員３人に対しまして1,733万円

を支給してございます。

次に、一番下の表の中ほど、活動指標でござ

います。指標といたしましては、栽培漁業に関

します３つの項目を上げてございます。

まず、①の放流用種苗の生産尾数でございま

すが、これは、当協会で生産される全ての魚の

尾数でございます。放流用の魚の尾数でござい

。 、ます 平成24年度の目標値215万尾に対しまして

達成率は75.8％となってございます。これにつ

きましては、大多数は、アユを放流用種苗とし

て出荷しているんですが、これが減少したため

でございます。

②のマダイ放流魚の混獲状況についてでござ

います。目標値は、マダイの漁獲量に占めます

放流マダイの割合でございます。平成24年度の

目標値13％に対しまして、達成率は34.2％でご

ざいました。これは、ゼロ歳魚、いわゆる若齢

魚の資源加入が、ちょっと減少しているのでは

ないかというのが最近言われてきてございます

が、現在まだはっきりしておりませんで、原因

解明に取り組んでいるところでございます。

③の栽培漁業に関する普及啓発につきまして

は、当協会の見学者数等とホームページの閲覧

数の合計値を設定したものでございます 平成24。

年度の目標値は3,450名に対しまして、達成率

は115.3％でございました。

続きまして、192ページをお開きください。財

務状況でございます。平成24年度の欄をごらん

ください。

左上の正味財産増減計算書でございます。表

の中ほどに示しております当期一般正味財産増

減額は1,871万円余の減となってございます。し

たがいまして、一般正味財産期首残高が、マイ

ナス4,293万円余でございましたので、一般正味

財産期末残高はマイナス6,165万円余となってご

ざいます。

次に、右上の貸借対照表をごらんください。

平成24年度の資産合計は４億9,205万円余で、３

行下の負債合計は9,811万円となってございま

す。したがいまして、その３行下でございます

けれども、24年度末の正味財産は３億9,394万円

余となってございます。

続きまして、その下の財務指標についてでご

ざいます。まず、①の１人当たりの自主財源収

入金額につきましては、目標値790万円余に対し

まして、達成度は73.3％となってございます。

これは、マダイやシマアジなどの販売金額が減

少したことによるものでございます。また、②

の収支比率につきましては、目標値103.6％に対

、 。しまして 達成度が83.1％となってございます

これも、同様な販売収入の減等によるものでご

ざいます。③の基本財産運用益ですけれども、

目標値180万円に対しまして、達成度は53.8％で

ございました。これは、いわゆる定期でやって

おりますけれども、利率の低下によるものでご

ざいます。

最後に、下の表にございます総合評価でござ

、 、いますが 表の右の県の評価といたしましては

依然、水産業界は厳しい状況にございまして、

養殖業等を支えるためにも、本協会の経営改善

、計画アクションプログラムの実践によりまして

これまで以上の経費節減を行うとともに、現場

のニーズに応える養殖用種苗の生産・供給によ

りまして増収が必要と考えてございます。

宮崎県水産振興協会についての報告は以上で

ございます。

執行部の説明が終了いたしまし○山下委員長
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た。報告事項について、ただいまから質疑に入

ります。

提出報告書の185ページです。家畜○原委員

改良事業団の一番下段ですが 精液譲渡本数 24、 。

年度が12万9,400、25年度が12万4,431というこ

とで、目標が減っていますが。これは、生産農

家が減少の見込みということでしょうか。

譲渡本数の減少について○押川畜産振興課長

は、計画でございますけれども、委員御指摘の

とおり、繁殖素牛等の減少に伴うものを加味し

てございます。

わかりました。○原委員

それから、委員会資料の12ページ、肉用牛枝

肉価格安定基金協会ですけれども、平成24年度

の積み立て状況頭数２万1,793頭。これは、県内

、 。の肥育農家の全ての頭数 全てがこの頭数だと

イコールだと考えていいわけですか。

、○押川畜産振興課長 この協会につきましては

、いわゆる系統の団体で組織してございますので

系統、いわゆる農協、経済連を経由して出しま

、す肥育のうちの頭数ということになりますので

県全域ということではございません。

その県内にある肥育牛の割合でい○原委員

えば何％ぐらいになるんでしょうか。

今、手元に正確な数字等○押川畜産振興課長

はございませんけれども、大体、系統と系統外

というのは半々ぐらいでございます。

、 、ただ この積み立てる頭数だけでいいますと

系統内の全頭数ではございませんので、これと

。の比較はちょっと難しゅうございますけれども

いわゆる系統と系統外ということでございまし

たら、半々です。

参考のために、県内の、いわゆる肉用種の肥

育牛の頭数が、平成25年２月１日現在で８

万8,200頭という数字がございます。先ほど申し

上げましたように、いわゆる系統、系統外、も

しくはその他含めまして半々ということを申し

上げましたけれども、それにいたしましても、

ここでいう積立頭数とはちょっと乖離があると

いうことになると思います つまり 系統であっ。 、

ても、必ずしも全部こちらに入っているわけで

はないと。

ちょっと確認します。これは枝○山下委員長

肉価格安定ですから、肥育頭数が県内に８

万8,000頭もおるんですか。間違いないですか。

今、説明があったんですが。

先ほど申しました、いわ○押川畜産振興課長

ゆる統計数字の、25年４月１日現在でとりまし

た県内の肉用種の肥育頭数というのが８万8,000

でございます。

提出報告書の191ページ、宮崎県水○原委員

産振興協会。

私は盆地のほうにおりますから、ちょっと海

のことが詳しくないんで、現地を見たことがな

いんですが、延岡市にあるんですね。種苗なん

ですが。これは報告ですから24年度ということ

なんですけど、25年度、26年度ということで目

標があるわけですけど。今、非常に温暖化が進

んでますよね。ちょっと、将来の話になってい

、 。いのかどうか 報告書についてあれなんですが

例えば、私は、たまに釣りに行きますけど、あ

れはブダイというんですか。例えば、確かに、

こちらに昔はいなかった魚が釣れたりするんで

すよ。ブダイなんかが。だから、そういう意味

では、この種苗放流というのは、ある程度温暖

、化を見込んだものに魚種を転換していかないと

何かそのあたりの生態が変わるんじゃないかと

いう気がしてるんで。将来の25年度の収支報告

書みたいなことの報告もありましたが。そうい

うことについての、何か将来を見込んだ考えみ
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たいなことはお持ちなんですか、温暖化に対す

る対応みたいな。

温暖化に対する御懸念と○神田漁村振興課長

いうこともあるんですけれども、こういう温暖

化でダイナミックに魚種が転換するということ

は、まずあり得ないというような前提のもとで

申し上げますけれども。温暖化が進めばそれな

りの魚種は考えなければならないのですが、こ

こ何年というか、近未来的には、なかなか大き

く変化はしないだろうということで考えており

ます。おっしゃいましたように、珍しい南方の

魚が釣れるとか、そういうのはやはりあちこち

であると思いますし。もう一つは、やはり、魚

種の分類の解析も進んでおりまして、結構新し

。い魚種が見えたりするというのもありますので

ちょっと余談ではございましたが、今後、そう

いう海況は見ながら考えていきたいとは考えて

ございますが、大きく変える予定は、今のとこ

ろございません。

内水面でありますけれども、採捕○緒嶋委員

量が、目標値からすれば少ないわけです。大体

これは、最初スタートするとき、水産庁から佐

藤力生さんという人が来て、絶対もうかる、だ

からやって損はせんということで、議会もいろ

。 、いろと抵抗した経緯があるわけです その中で

これは結果として、そのとおりにならんかった

わけですよね。

今後の見通しは、ウナギの稚魚が世界的に少

なくなっておる中で、経営改善 これは県の―

支援をふやすか、借入金で回転する以外にない

んじゃないかと思うけど。この将来的な見通し

を持っておられますか。内水面振興センター。

今の委員の御質○日向寺漁業・資源管理室長

問でございますけれども、シラスの採捕量は、

確かに近年、特にここ４年連続して全国的に減

少しておりまして、本県におきましても４年連

続して過去最低を記録しているところでござい

ます。シラスウナギにつきましては、近年、そ

の影響で価格のほうも非常に上昇しておりまし

て、１キロ当たり、輸入物ですと300万円ぐらい

はいくような値段もしているようなところでご

ざいます。

センターの経営のほうなんですけれども、昨

年、採捕量が過去最低の51キログラムというこ

とで、収入が4,700万円ということで、これもま

た過去最低を記録しているところです。センタ

ーの経営につきましては、ひとえにシラスウナ

ギの採捕量に頼っているところが非常に大きい

もので、その結果、昨年はシラスウナギの値段

が高騰したために正味財産は黒字化したわけで

ございますけれども、本年は、また赤字に転落

しているところでございまして、その辺は大変

問題になっているところでございます。

委員が御指摘のとおりで○成原水産政策課長

ございまして、当初の目的からしますと、養鰻

業の振興のためのシラスウナギの安定供給とい

う部分と、それからシラスウナギの採捕、ある

いは流通にかかわります適正化という部分、大

きく２つの機能を期待をされて設立をされたと

いうことでございます。近年のシラスウナギの

採捕量からしますと、一つ目のシラスウナギ安

定供給という側面の機能は低下してると言わざ

るを得ないということだと思います。

しかし、一方、いわゆるウナギ資源の世界的

な減少という指摘がありまして、今になって、

我が国あるいは台湾、中国、韓国、いわゆるニ

、ホンウナギを利用している世界的な連携の中で

資源管理をしっかりやっていかなければいけな

いという指摘も出てきているということでござ

いまして、センターの機能であるもう一つの部
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分、秩序の維持、それから適正採捕、流通とい

う部分が大きく期待をされてきているという、

その変化というものもあるというふうに認識を

しております。

したがいまして、経営は厳しい状況でござい

ますけれども、やっぱり機能を維持をしていく

必要があろうかというふうに考えておりますの

で、コスト縮減というのもさらに進めるととも

に、直接的な受益団体である養鰻業界ともいろ

、 、いろ意見交換をしながら 存続ができるように

いろんな手だてをとっていきたいというふうに

考えてございます。

そういうことであれば、県の財政○緒嶋委員

。支援は今後とも継続してやるということですね

現在の考え方につきまし○成原水産政策課長

ては 平成11年以降、同じ考え方で取り組ん―

できておりますが シラスウナギの採捕事業―

については自己の収入で賄えということが基本

になって、秩序維持とか違法流通の防止に関す

る事業については県の支援のもとで行うという

考え方に基づいて行いますので、これは基本的

に継続していきたいというふうに考えておりま

す。

では、採捕事業のほうの収益をと○緒嶋委員

んとんに持っていく手法というのはあるわけで

すか。

今までとってきたのはコ○成原水産政策課長

スト削減というところで、従来の組織体からす

ると相当縮小して収支均衡が図られてきたんで

すが、近年の不漁ということで、さらに収支均

衡を図らなければならない現状でございます。

したがって、今とっている策としては、新た

な収入源として、国がいろいろと資源管理関係

の調査等を出してきておりますので、それを積

極的にとりにいくというような対応をあわせて

やっているところでございます。

これは、ほかの県も大体同じよう○緒嶋委員

なシステムでやっておるわけですか。他県は。

そのあたりにつきまして○成原水産政策課長

は、本県が平成６年に設立して以降、このよう

な形でやる県はまだ出てきておりませんで、唯

一の存在ということになります。

ただ、近年のシラス、あるいはウナギの資源

の減少に伴いまして、いわゆるワシントン条約

で取引規制を検討しようという流れもありまし

て、国としては、本県が先進県であるというこ

とで、他県に対してシラスの採捕の報告、それ

から養鰻業者へもシラスウナギの受け入れの量

の報告、これを求めるという形で、逆に透明化

を促進していくような流れになってきておりま

すので、そういったことで取り組んでまいりた

いというふうに考えております。

これが、経営が安定すれば何も言○緒嶋委員

うことないですね。これは暴力団の排除とか、

いろいろ含めていいことだけど、やっぱり経営

が成り立たんことには、このまま 本当に県―

の財政が一般では厳しい厳しいって我々には言

う、ほかのことをやれということもやらんで、

厳しいという言葉だけでいろいろなことをス

トップしておるわけです。そういう中で、一方

では見通しがないままずるずると、このまま存

続が可能かどうかという懸念があるので。はっ

きりと、今言われた採捕のほうでとんとんにい

けば、問題はないわけです。それは、暴力団的

ないろいろな不正があるっていうか、そういう

ものがあっては、それはそれで治安の問題でや

らんといかん面もあるわけで そこ辺をぴしゃっ。

と整理ができなきゃいかんのじゃないかなとい

う気がするので。最初なったときが、そういう

スタートでスタートしたわけですから。今は考
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え方が変わってきたというふうに私は見るんで

すが。やっぱり、最初に言われたことと今の現

実は変わっておるんじゃないですか。

当初は、本県がシラスウ○成原水産政策課長

ナギの産地ということで、その産地であるにも

、かかわらず不正採捕だとか不正流通が起こって

本県養鰻業者に、きちんとその種苗が渡らない

ということを改善するということが大目的。た

だ、付随的には、違法採捕、違法流通というも

のも抑えていこうという目的があったわけでご

ざいますので、全体像からすると変わっていな

いということなんですが、安定供給機能が、採

捕の状況からは低下してきたというふうには考

えてございます。

だから、そこ辺が変わってきてる○緒嶋委員

じゃないかということで。最初は、もう間違い

ないからこれは大丈夫だと、そして日本に先駆

けてやることが絶対必要だと。だから、その説

得を我々は理解して、それならやむを得んなと

いうことで これは大分審議、過去を知って―

おる人は、やりとりが相当激しかったですよ。

そういう経緯があるので、やっぱり将来を見

越して物事を進めなければ、こういうことが起

こるんじゃないかと 目的としてはすばらしかっ。

たわけです、よかった。結果はこれです。これ

は、やっぱりあなたたちも財政当局からいろい

ろ言われるんじゃないですか。このことについ

て財政当局からの指摘はないわけですか。

やはり、基本的には収支○成原水産政策課長

改善をしっかりと図っていくようにということ

で。現在も、第３期目の経営改善計画の途中で

ございますけれども、関係する養鰻業界、ある

いは内水面の漁協等、状況変化が起こっていて

かなり意見交換も進んでいますので、委員の御

指摘も踏まえつつ、さらにあるべき姿というも

のは検討していきたいというふうに考えてござ

います。

確かに緒○那須農政水産部次長（水産担当）

嶋委員が言われるように、状況が大きく変わっ

てきております。特に、種苗の供給という面に

つきましては、私の記憶では、たしかセンター

の供給だけで県内需要の３割ぐらいはいっとっ

たと思います。それが、現在は２％ぐらいに非

常に落ちてはおるんですけども。さはさりなが

ら おっしゃいましたように センターが今持っ、 、

とる密漁の不正流通防止、秩序の維持という面

においては、このセンターにかわる組織はない

と思っております。ですから、今言われました

ように、やはり採捕事業と、この秩序の維持の

機能というところをしっかり分けて考えていき

ながら、センターの存続というよりも、センタ

ーを中心とした現在の宮崎県の内水面振興の体

制というのは、日本の中でも唯一の組織でござ

いますし、今課長が言いましたように、国から

の評価も、ちゃんと認められております。

今後とも、この体制の維持と、そのためのセ

ンターのあり方というのをしっかり見つめなが

ら、状況に応じた組織ということを常に検討し

て進めていきたいと思っております。

これだけ国の評価があるなら、こ○緒嶋委員

れは特別に国からの支援があっても、私はいい

。 、と思うんです これだけのものをやっておれば

それぐらいのことがあって、やはりこれは存続

すること。これをなくせと私は言うんじゃない

です。やっぱり経営的に成り立つならば、国の

支援も当然あっていいんじゃないかと。これは

国からの支援はないんですか。こういう状態の

中で、やっぱりウナギのこういう将来的なもの

も厳しい中で、これを存続して頑張っておると

いう中では、何かの補助金的なものが運営に対
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。してあっていいんじゃないかと思うんですけど

それは交付税か何か、何でもいい。国の中で、

水産庁から、何かそういう努力はされたことが

あるわけですか。

近年、シラスウ○日向寺漁業・資源管理室長

ナギの採捕量が減っているということで、国か

らの支援ということでございますけれども。特

に、国から直接、県に何か支援というものは、

県やこういう団体に支援というものはございま

せんけれども、国のほうとしましても、ウナギ

の資源調査ですとか、そういう委託費を組んで

おりまして。今回は、独立行政法人の水産総合

研究センターと内水面振興センター、これが共

同で、そうした委託費の受注も行っておりまし

て、そうしたところで間接的な支援ということ

はございます。

県からこのセンターに対する委託○緒嶋委員

金はあるけど、国からの委託金というのはない

わけですね。

国からの委託金○日向寺漁業・資源管理室長

がございまして、これは独立行政法人の水研セ

ンターと内水面振興センターで合同で受注した

ということでございます。

具体的には、金額的にはどれぐら○緒嶋委員

い。

金額的には約550○日向寺漁業・資源管理室長

万円となっております。

いずれにしても、いろいろな知恵○緒嶋委員

を出して、健全経営が目標ですのでぜひ努力し

て 必要性というのは私も十分わかっており―

ますが、経営状況がこういうことでいいのかと

言われたら、これでいいとは誰も言えんわけで

すので。そのあたりの努力を、さらにしていた

だきたいということを要望しておきます。

それでは、12時が過ぎておりま○山下委員長

すので、午前の会をこれで閉じて、午後１時か

ら再開したいと思います。よろしくお願いいた

します。

暫時休憩いたします。

午後０時３分休憩

午後１時０分再開

委員会を再開いたします。○山下委員長

申しわけございません。○河野農村整備課長

午前中の補正予算の御質問の際に、ちょっと間

違いがございましたので訂正とおわびを申し上

げたいと存じます。

中身につきましては、髙橋委員のほうから、

ため池の耐震性の補強等に関して、震災対策農

業水利施設整備事業で実施可能かという御質問

に対しまして、他の事業で実施というふうにお

答えしましたが、他の事業とともに、本震災対

策農業水利施設整備事業においても実施可能で

したので、訂正とおわびを申し上げます。申し

わけございませんでした。

髙橋委員、よろしいですか。○山下委員長

はい。○髙橋委員

内水面振興センターについてお尋○横田委員

ねしますけど、報告書の189ページを見ますと役

員数が18名から８名に減ってますけど、これは

何か理由があるんでしょうか。

内水面振興セン○日向寺漁業・資源管理室長

ターの役員数の減でございますけれども、これ

は、本年度４月１日付で財団法人から一般財団

法人のほうに移行しておりまして、その関係で

役員の定数の見直しを行った関係で少なくなっ

ております。

例えば経営改善とか、そういった○横田委員

意味合いではないわけですね。これは非常勤で

すからね。
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これは財団の移○日向寺漁業・資源管理室長

行に伴う定数の減ということでございます。

今、養鰻の池はかなり減ってまし○横田委員

て、佐土原でも、養鰻の池を潰して、その上に

太陽光パネルを設置しようという人も出てきて

いるような状況です。

稚魚が非常にとれなくなって、絶滅危惧種に

も指定されるかもしれんなという心配も出てる

ぐらいの採捕量なんですけど。非常に価格も高

くなっておりますので、当然、シラスウナギ協

議会の体力も相当落ちてるんじゃないかなと思

うんです。さらに県の負担というのは、またふ

えてくるんじゃないかなというふうにも思うん

ですけど、そこらあたりは、どのように判断さ

れてるんでしょうか。

委員の御指摘の○日向寺漁業・資源管理室長

とおり、シラスウナギ、４年連続で過去最低と

いうことで、本県におきましても今年度は168キ

ロで、昨年が251キロで過去最低と言われており

ましたので、また大幅に減っている状況でござ

います。センターも含めシラスウナギ協議会の

ほうでも、大変経営が厳しくなっているところ

でございますけれども、センターのほうにつき

ましては、従来から経営改善計画などを立てま

して経費の削減に取り組んでいるところでござ

いますので、今後とも一層の経費削減に取り組

んでいきたいと考えております。

先ほどの緒嶋委員の質問に対する○横田委員

答弁の中で 何か 外国からの輸入の話もちょっ、 、

。 、 、と出たと思うんですけど 今 東南アジアでは

、日本の種類とはちょっと違う種類みたいだけど

結構とれているという話も、この前テレビで見

たんですけど。例えば、国内というか県内の採

、 、捕量が もうほとんどゼロに近づいたとしても

その外国からのシラスウナギを、例えばこの振

興センターで輸入して、それで安定供給を図る

とか、そういった方向になるというふうにも考

えていいんですか。

シラスウナギに○日向寺漁業・資源管理室長

つきましては、本県のみならず、日本全体で採

、 、捕量が減っておりまして 日本だけでなく中国

韓国、台湾などでも大変減っているということ

です。また、今、異種ウナギと言われているよ

うなものも出てきているわけでございます。

センターの設立の目的というのが、シラスウ

ナギの安定供給と河川の秩序維持対策というこ

とでございまして。シラスウナギの安定供給と

いうのは、あくまでも県内で採捕したものを安

定供給ということでございますので、財団の目

的といたしまして、輸入をして安定供給を図る

ということはちょっと考えてはおりません。

県内でとれたシラスウナギの安定○横田委員

供給ということで、どれぐらいの量まで減れば

安定供給ということを、もう諦めるというか、

そういうことになるんですか。もうかなり減っ

てきて、本当に安定供給って言えるかどうか、

非常に疑問を感じるんですけど。

安定供給と申し○日向寺漁業・資源管理室長

ますとどの程度かというと、なかなか数字で線

引きは難しいところもございますけれども。た

だ、確かに採捕量はかなり減っておりまして、

安定供給というには 今、センターの県内の―

池入れ量に占める割合が約２％程度ということ

で、大分低くなっております。

その一方で、センターの目的としまして、も

う一つは、河川秩序の維持というものもござい

ます 近年 シラスウナギの採捕量が大幅に減っ。 、

ておりまして、密漁なども、まだ起こっており

まして、また、特にそういった密漁につきまし

ては、反社会勢力の介入などの情報も多数寄せ
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られているところでございます。

そうしたところで、密漁ですので、密流通の

取り締まりを強化して、正規の流通に乗せるシ

ラスウナギの量を増加させるという必要がござ

いまして、これは特に養鰻業界のほうからそう

。 、いった要望が多々出ております 特に養鰻業界

また内水面振興センターの存在は、シラスウナ

ギに係る密漁及び不正流通防止に必要不可欠と

、の評価をいただいているところでございまして

今後とも、そうした面からもセンターの必要性

というのは、まだ残っているかと存じておりま

す。以上です。

今の質問は、どこまで資源が枯○山下委員長

渇していくかという可能性を問われているんで

すよね。そのことをちょっと答弁して。わかっ

てますか。

安定供給という定義とい○成原水産政策課長

うか概念については、一定の数量があるわけで

はございません。ですから、養鰻業に一定の貢

献をして、効果があって、養鰻業がそれによっ

て支えられている状態があれば、安定供給機能

はまだあると考えていいというふうに考えてお

ります。ただ、委員が御指摘のように、その機

能が極めて低いレベルになっているということ

は事実だというふうに認識をしております。

一方、先ほどの質問にもお答えしましたけれ

ども、秩序維持の機能というのは、ウナギの資

源をめぐる情勢の中で極めて重要な視点になっ

ていることから、その機能は引き続き継続をし

ていく必要があろうというふうに考えていると

いうことでございます。

当然、養鰻業者の数が減れば、採○横田委員

捕量が減ってもそれだけの供給は維持できると

思うんですけど、じゃあ養鰻業者が何業者まで

おれば、それを県が手助けして守っていけるの

かとかいうのもあるだろうし。秩序維持も非常

によくわかるんですけど、でもシラス自体がい

なくなって、本当に秩序が乱れるぐらいあるの

かなという思いもあるんですけど、非常に難し

い状況に来てるなと思うんです。

ですから、現実的に採捕量が今後どうなって

いくのか。そこらあたりもしっかりと勘案して

いただいて、振興センターの今後の持っていき

方ですか、その辺も考えていただければと思い

ます。

極めて流動的な環境でご○成原水産政策課長

ざいます。３年後のワシントン条約締結国会議

に向かって、我が国のウナギ資源がどのように

管理されるかということが問われているという

こともあります。そういう環境の中で、どのよ

うに養鰻業を守っていけるのかという観点も踏

まえつつ、いろんな関係者の方々と、引き続き

意見交換、協議を進めていって、あるべき姿と

いうのを求めていきたいというふうに考えてお

ります。

ちなみに、私も、ぜひ養鰻業界は○横田委員

守っていただきたいと、そのような思いは強く

持ってます。

いろんな○那須農政水産部次長（水産担当）

状況が目まぐるしく変わっていく中で、特にウ

ナギ資源の問題が非常に危惧されております。

そういう中で、水産業の中でも養鰻業というの

は、100億産業ということで大きな位置を占めて

ると思っております。あと、その周辺産業も含

めれば、県内になくてはならん産業ですので、

私たちもしっかり、それは支えていこうと思っ

ております。

ただ、現在の体制をただ引っ張ればいいとい

うもんではないということはしっかり認識して

おりますので、先ほども申しましたが、やっぱ
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り、内水面センターありきではなくて、内水面

センターを中心とした宮崎県の養鰻振興、内水

面振興の体制というのが、非常に意味があるの

ではないかなと思っております。しかし、それ

をただ守っていくというだけではなくて、そう

いう状況の変化に応じながら、しっかり養鰻業

を支え、内水面の振興を図っていきたいと思っ

ております。

まず一点、委員会資料の９ページ○髙橋委員

の確認ですけど。正味財産の赤字額の推移の、

この平成23年の三角の900万っていうのは、ここ

だけは黒字だったということでいいんですね。

委員のおっしゃ○日向寺漁業・資源管理室長

るとおり、そこだけは黒字ということでござい

ます。

ここの黒字の理由っていうか要因○髙橋委員

を、簡単にお願いします。

ここの黒字の理○日向寺漁業・資源管理室長

由でございますけれども、平成23年度はシラス

ウナギの価格が大変高騰いたしまして、県内の

平均価格も174万円と非常に高額になったことか

ら黒字になったということでございます。

ただいま漁業・資源管理○成原水産政策課長

室長が申し上げました単年の状況というのは、

そのとおりなんですけれども。そもそも、これ

は累積した正味財産の赤字なので、改善計画に

よって年間2,000万円ずつ圧縮していこうという

基本的な考え方があって、それを継続してきた

結果として、平成23年度の収支が大きくプラス

に働いたということも加味されて、23年にプラ

スに転じたということでございます。

ちょっと、細かなことを申し上げ○髙橋委員

て申しわけないんですが。この内水面振興セン

ターの役割というか採捕事業は、最近は、もう

非常に厳しい状況ですが。しかし、一方で、密

漁監視強化とか流通監視強化、ここはすごく貢

献されてきたと思うんです。また、今からも、

仮に内水面振興センターがなくなっても、この

仕事は残るわけですよ。

、 、それで 報告書189ページ一番下の活動指標で

私、この目標設定の仕方が妥当なのか、適切な

のか、ちょっと疑問に思ったものですから、ま

た御意見を聞かせてください。②の県内各河川

の監視・指導回数というふうに活動指標は掲げ

てらっしゃいますけど、これは当然のことなん

です。監視指導に出るっていうことは、仕事で

すよ。じゃなくて、これによって密漁が で―

も先ほどは起きてるという話でしたけれども、

これはゼロが目標だと思うんですけど。それに

対して何ぼだよっていうのが、事業のいろんな

活動指標として、わかりやすい指標の掲げ方か

なと思うんですけれども、いかがでしょうか。

今の御質問の件○日向寺漁業・資源管理室長

でございますけれども。これは正直申し上げま

すと、県内でどのぐらい密漁があるのかと、ど

のぐらいの数量が密漁として、また密流通とし

て流れているかという数字は、把握することは

。 、非常に困難でございます そういった意味では

そうした回数を指標に回すというのはなかなか

難しい面もございます。

また、監視・指導の回数ということで、取り

、締まりを行っていることでございますけれども

こうしたことから、これも数であらわすのは非

常に困難なんですけれども。防犯という意味も

含めまして、こういった回数を重ねて巡回する

ということも非常に効果があるものと考えてお

ります。

、 、○髙橋委員 だから 私が申し上げたいことは

この目標値の200というのは監視・指導回数で

しょう。これに対して、256回監視・指導に行き
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ましたっていうのは、これはもう自己満足の世

界 ごめんなさいね、ちょっと言い過ぎかも―

。 、 、しれないけど それよりも おっしゃるように

、密漁とかそういうのは正確に把握できないけど

しかし、しっかり現場を、いわゆる現行犯で確

認をして指導されている実績はあるわけでしょ

う。そういったところの数字っていうのは、表

に出せるんじゃないですか。

センターが巡回などをし○成原水産政策課長

て、ある意味、違法な採捕の状況を把握したと

いう件数もありますけれども、取り締まり行為

になりますと、県あるいは県警とともに活動を

する必要がありますので、必ずしもセンターの

活動のみによって、その事案検挙に至ったとい

うことではございません。

また、先ほど漁業・資源管理室長が申しまし

たとおり、違法採捕の状況というのは年々に変

わるということ、それから検挙件数が多ければ

活動が活発であったかということも、この評価

も難しいという観点もあって、いろいろと悩ん

で指標設定をしたんですが、このような活動の

レベルという意味で指標を定めたということで

ございます。

わかるんです。一生懸命仕事をさ○髙橋委員

、 。 、れてるというのは 私も評価しますから 今後

部内でいろいろと検討いただくといいかなと思

います。

ウナギで話が弾んでしまいました○原委員

けど。

今の活動指標の中の①県内産種苗に占めるセ

ンター割合30％、したがって達成度100％だとい

うことですが。これは、毎年、いわゆる分母の

県内産の量というのは変わるわけですよね。そ

れに比例して、絶えず３割をセンターは採捕し

ようという、そういうことと捉えていいんです

ね。

ただいまの御質○日向寺漁業・資源管理室長

問でございますけれども、委員のおっしゃると

おり、センターの採捕量を分子にしまして、分

母は県内の採捕量ということで、県内産の採捕

量の増減に応じまして、センターの採捕量も増

減させて、30％を常に超えるようにしましょう

ということでございます。

県内のウナギの採捕業者というの○原委員

は、いろいろ議論が過去にあってるでしょうけ

ど、ちなみに何人いらっしゃるのか教えてくだ

さい。

県内の採捕者数○日向寺漁業・資源管理室長

でございますけれども、これは一般内水面の漁

業者を主にしまして、昨年度で申しますと877名

でございます。

これは登録ですか、登録制。○原委員

一般のシラスウ○日向寺漁業・資源管理室長

ナギの採捕者につきましては、これは特別採捕

ということで、県のほうで許可制にしてござい

ます。

この採捕量、これは条例でいろい○原委員

ろあるわけですが、上限、幾らまでだよという

何か制限がかかってるんですか。

県内のシラスウ○日向寺漁業・資源管理室長

ナギの採捕量につきましては、毎年、内水面の

漁業協同組合、それと漁業協同組合連合会、そ

れと養鰻業者の集まりでございますシラスウナ

ギ協議会というのがございまして、そこが毎年

話し合いをしまして、県内のシラスウナギの需

給調整数量というのを定めてございます。昨年

度の場合ですと2.0トンということになってござ

います。

その年々の需給調整ということで○原委員

決まるということですね。わかりました。



- 77 -

平成25年９月20日(金)

、 。それで 稚魚放流量というのが③にあります

これは何の目的でやるんでしょうか。

これは、報告書○日向寺漁業・資源管理室長

の106ページをごらんいただきたいんですけれど

も。この（４）の内水面水産動植物の保護培養

及び環境保全に関する事業ということで、大淀

川、一ツ瀬川を初め県内各河川へアユ、ウナギ

の放流を実施しているということでございまし

て、採捕するだけではなくて、そういうものを

放流して増殖を行うということで実施してござ

います。

黙っていても、稚魚はそのままに○原委員

しといたら上がるわけですよね。それが自然で

すよね。それを早くとって、返してあげるわけ

だけれども。

例えば、ダムがあるじゃないですか。ダムの

上なんかにも放流するんですか。それと、県内

の全河川に放流されるということですか。

この放流事業で○日向寺漁業・資源管理室長

ございますけれども、とったシラスウナギをそ

のまま放流しているということではございませ

んで、ある程度大きくしたものを放流している

ということでございます。

放流場所につきましては、ちょっと今手元に

ないものですから、後ほど回答させていただき

ます。

ごめんなさい、ちょっと突っ込ん○原委員

だ話になってしまったけど。何か、意味がある

んですか ウナギにしてみれば余計なお世話じゃ。

ないんですか。

自然界の生物の○日向寺漁業・資源管理室長

場合、小さければ小さいほど、他の動物に食べ

られるですとか、あと病気などでも死にやすい

という傾向がございます。自然に死んでいくも

のが非常にたくさん出てまいりますので、そう

いったことから、人為的にちょっと大きくしま

して生存率を高めてやると そして放流してやっ、

てるということでございます。

資源の確保のためにやってらっ○原委員

しゃるということですね。そこも、先ほどの何

とかという事業が、内水面養殖試験費なんてい

うのもありましたけど、一回、実証されてみた

ほうがいいかなと素人ながら考えがしました。

最後に、１点だけお聞きします。ウナギ業界

の県内の売上高等々、ウナギ屋の売り上げも含

めてどれだけの産業か、つかまれていらっしゃ

いますか。ある意味６次産業ですよね。６次産

業化を言っていらっしゃるわけだから。

済みません。ウ○日向寺漁業・資源管理室長

ナギ屋さん、いわゆるウナギを食べさせるとこ

ろのデータはちょっと持ち合わせてはございま

せんが。いわゆる養鰻業者の生産額といいます

のは、これはなかなか単価がはっきりしないの

で推定値という部分でもございますが、平成24

年度分で、大体92億円ないし93億円ぐらいと推

定してございます。

ここまでにしますが ウナギをとっ○原委員 、

て、それがまた何かの売り上げになって、それ

が養鰻業者に行って、また付加価値がついて93

億円になって、それがウナギ屋に行って加工さ

れて、あぶられて売られて、だしがついて御飯

と一緒になって、また幾らかの売り上げになっ

てるわけですから。この流通は、やっぱり、こ

の大元締めとしては知っておかれても 今、―

６次産業、成長産業とおっしゃってるわけです

から。そこまではちゃんと、幾らぐらいの経済

効果を生んでいくのかっていうのはつかんでお

かれてもいいんじゃないかと思いましたので。

また今後、よろしくお願い申し上げます。

漁村振興課のほうに伺いますが、○岩下委員
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栽培漁業振興事業ということで、マダイ、ヒラ

メ、カサゴなどを放流して生産供給をするとい

うことですけれども。この間、うちの地元で、

遊漁船で ５キロのマダイがとれたんです フェ、 。

イスブックに載せて、自慢げに見せてくれまし

。 。たけど これは放流の影響かなと思うんですが

マダイの稚魚の放流の量と、その成果である水

揚げ量というのは、大体どういった状況でしょ

うか。

マダイの放流量につきま○神田漁村振興課長

しては、大体30万尾ぐらいを計画してございま

す。ただ、年によって、中間育成とかそれがあ

ると実質10万尾ぐらいにしたりというのはござ

います。

あと、その漁獲量でございますけれども、今

手元にございますが、もうちょっとお時間をい

ただければと思います。済みません。

それとカンパチですか、ハマチの○岩下委員

、 。稚魚ですか これはモジャコっていうんですか

うちの地元でも３日間か５日間か、そういった

モジャコをとる期間が決まっていて、それで地

元の漁師さんたちは、１日ウン十万とれたとい

、 。うことで その期間は非常に喜んでいるんです

その３日間とか５日間っていうのは、どこが規

制しているんでしょうか。

モジャコは、ブ○日向寺漁業・資源管理室長

リの稚魚でございまして、養殖用の種苗として

利用されてるわけでございますけれども。これ

は毎年、水産庁と周辺の各県のほうで話し合い

をしておりまして、採捕期間などは決定をして

いるところでございます。

そういった場合に、短期間のうち○岩下委員

にそれなりの収穫があるんですが、期限が切れ

たらもうやるわけにはいかんと。今度は、中国

か韓国か、そっちのほうからどんどん輸入をし

てるんです。だから、そういった点では、宮崎

県として、その期間を幾らか延ばしてほしいと

か、年間のうちに何日っていうのを、これを延

長というのはできないものなんですか。

今、御質問の件○日向寺漁業・資源管理室長

でございますけれども、モジャコは、これはブ

リの稚魚でございますけど、中国から輸入して

るのは恐らくカンパチという別の種の種苗のこ

とかと存じます。

それから、モジャコの採捕期間でございます

けれども、３日とか５日とかそういうことでは

ございませんで、２週間とか、もうちょっと長

い期間でございます。

この採捕量でございますけれども、県内の養

殖業者の要望などを聞きまして、そうした数量

というのは出しておりまして。採捕して、採捕

期間を終了して、県内の需要量の50％を満たし

ていないときには延長も可能ということには

なってございます。

先ほどのマダイの放流の○神田漁村振興課長

件でございます。

放流のほうなんですけど、平成24年の実績と

しては12万尾なんですけれども、過去10カ年か

ら15カ年ぐらいの平均といたしましては 毎年33、

万尾ぐらいは放流してございます。

それと、あと漁獲の関係なんですが。これは

ちょっと古いんですが、平成23年につきまして

は69トンの水揚げでございます。過去十数年の

分につきましては、大体80トン程度の水揚げと

いう状況になってございます。

ということは、ヒラメにしてもカ○岩下委員

サゴにしてもマダイにしても、その放流の成果

というのは十分出てるということになるわけで

しょうか。

活動指標の中で、マダイ○神田漁村振興課長
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の放流魚混獲率が、目標13％に対しまして4.45

％で、その達成率が34.2％と示してございます

けれども。そういう形で漁獲量といいますか、

そこの中にはそれなりのシェアを占めてはいる

ということで。私どもとしては、絶対数はもう

ちょっと上がってほしいんですけども、やはり

放流するということを通じまして、漁業者の資

源管理あたりの認識も上がってきているという

ことで、意識の向上にはつながっていると考え

ております。

私は、栽培漁業の件で少しお伺○前屋敷委員

いしたいんですけど。今、カワハギについての

技術の開発が進んでるということで。これは栽

培漁業といいますから、養殖でするということ

なんですか。

宮崎県の養殖につきまし○神田漁村振興課長

ては、マダイとかカンパチとかが主流でありま

すけども、その間をすき間産業的に埋めるため

にカワハギというのを今進めているところでご

ざいます。水産振興協会におきまして、いわゆ

る量産の体制ができましたので、来年度からは

協会の独自の事業として展開していきたいとい

うような考えでおります。以上です。

カワハギというのは非常に使い○前屋敷委員

やすい魚なんです。我々主婦の中でも、水炊き

に使ったり、空揚げにしたりとか、非常に使い

勝手がいい。皮もさっと れるということで剥が

カワハギなんでしょうけど。非常に幅広く使わ

れる魚なもんですから、栽培養殖ということに

なると、かなり量産が期待されるのかなという

ふうに思っていますので、その辺のところは、

ぜひ進めてほしいと思います。

今、カンパチの養殖に携わっている漁民の方

々っていうのは、何軒ぐらいいらっしゃるんで

すか。

県内養殖業者は大体四十○神田漁村振興課長

数経営体ございますが、カンパチを主体として

やっていらっしゃるのは二十数経営体でござい

ます。

これは主に、県内というよりは○前屋敷委員

県外への出荷が多いんでしょうか。

はい。やはり、シェア的○神田漁村振興課長

には県内よりも県外に、京阪神方面に出荷され

ております。

もう大分昔になるんですが、私○前屋敷委員

、 、は 北浦にもしばらく住んでいたことがあって

あの当時はハマチの養殖が非常に盛んだったん

です。でも、今は海も非常に汚れたりすること

があったりして、今はほとんど、ハマチという

のも聞かなくなりましたし、カンパチが主流に

なってるのかなというふうに思うんですけど。

、カンパチは多くの方々に好まれる魚でもあって

宮崎のブランド化していくということも非常に

、大事かなというふうに思ってるところですので

ぜひ、御努力していただきたいというふうに思

います。以上です。

報告書182ページです。宮崎県農業○原委員

振興公社の県の評価のところに、口蹄疫埋却地

の長期保有化も懸念されるとなっています。前

年度の委員会でも、かなり議論があったやに聞

いております。１反歩20万円する畑に、公共事

業としてそこに数倍のお金を投入して、石をふ

るいにかけて、また表土を返してもとの畑にす

ると。これは法律で決まっているかもしれませ

んが、それについての疑問の議論が大分あった

ように聞いています。

そして、せっかくそういうことをするわけで

すが、この長期保有化が既に懸念と書いてある

というのは、どういうことなんですか。

本年度から、口蹄疫の○大久津連携推進室長
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埋却地については、公社保有地につきましても

、整備を順次始めまして売り渡しをということで

各市町村の中に売り渡し協議会を設けまして、

、 。今 順次交渉を進めているところでございます

しかしながら、当時買い受けた土地につきま

しては広大な面積を持っているものとか、飛び

地でなかなか使い勝手の悪いもの、いろいろ条

件がございます。今、交渉の中では、面積の広

いもの、条件のいいところは希望が多いんです

けれども、そういった条件の悪いところについ

てはなかなか希望がないということで そういっ、

たところを、しっかり市町村にも協力をお願い

しながら、買い受けの相手を探すなどを今進め

ております。おおむね３年間で売り渡そうとい

う計画をしておりますが、そういったところを

しっかり頑張ろうという気持ちはございますけ

れども、若干、そういった残地という可能性も

あるので、しっかりここは頑張っていこうとい

うことで、こういうことも書かせていただいた

ところでございます。

これは、去年、委員会であったこ○原委員

とをもう一回蒸し返しても仕方ないでしょうか

ら、それで進行するんでしょう。予算化もされ

てるわけですから。そうであるならば、その目

的に従って、せっかく再生するわけですから、

それが早く、もとの農地として使われないと、

これだけお金を投下した意味はないわけですか

ら。今、３年という数字も出ましたから、しっ

かり覚えて、次にもう一回選挙がありますけど

しっかり当選してチェックできるように 頑張っ。

ていただきたいと思います。

今の長期保有地の0.8ヘクタール○緒嶋委員

は、これはどういう場所ですか。

0.8ヘクタールにつきま○大久津連携推進室長

しては、宮崎市近郊で佐土原町と清武町の２カ

所でございます。

一応、0.8ヘクタールがずっと残っております

けれども、公社のほうにもちょっと頑張ってい

ただいて、ことし、佐土原町のほうは、もしか

したら交渉次第で売れるのかなということで、

少しでも減らそうということで。

ただ、清武につきましては、約0.6ヘクタール

ぐらいございますけれども、杉山等が周辺にご

ざいまして、その枯れ杉が落ちてくるとかいう

形で、条件はいいところなんですが、耕作者の

希望としては、そうした杉山の伐採とかを希望

されてるんですけれども、隣地の地主の方との

交渉では、なかなか伐採まで応じていただけな

くて。一方では、地価が年々下がってるという

ことで、若干、交渉に難航しておりますが、公

社としても、しっかり売っていこうということ

、 、 。で 今 鋭意努力しているところでございます

それは、売りづらいところを売ら○緒嶋委員

にゃいかんということでなかなか大変だろうと

思いますが、ぜひ頑張っていただきたい。

将来的に、国のほうが農地中間管理機構をつ

くるということが出てきておるわけですが、そ

うなった場合は農業振興公社との絡みはどうな

るんですか。

国のほうで、この夏、○大久津連携推進室長

概算要求で出されましたけれども。中間管理機

構につきましては、各都道府県に一つずつの機

関を設けるということで、我が県におきまして

は、従来から農業振興公社が保有合理化事業等

々の農地の売買、貸借事業をやっておりますの

で、ここを中心とした設置ということで検討を

進めないといけないと思っております。

そういった中で、きょうも新聞にも出ており

ますが、政府の規制改革会議の中で、農水省と

はまた違う観点から法制度のあり方とか、いろ
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いろ今協議されておりまして、まだまだ詳細が

国のほうから伝わっておりません。そういった

情報もしっかり詰めながら、内部では部長を筆

頭とします今後の中間機構のあり方検討という

ことで夏に発足いたしましたので 内部でもしっ、

かり詰めながら、しっかりやっていける体制を

つくっていきたいと思っております。

これは、当然、農地の集積のため○緒嶋委員

には必要なことだから、ここが受け皿になるの

かなという気がしたもので伺ったところですの

で。これをうまくやらんと、農地の耕作放棄地

とかふえるとかいろいろあるので、やっぱり流

動化をして集積するということは必要なことで

すので、いろいろと今からの動向がちょっと不

明確な面もあるけど、ぜひ頑張っていただきた

いというふうに思います。

、 。次に 口蹄疫の復興財団の絡みですけれども

これは、いつまでこの基金としての運営ができ

るわけですか。

口蹄疫復興財団の件でご○押川畜産振興課長

ざいます。口蹄疫復興財団につきましては、平

成22年から27年と予定してございます。

その中で いろいろと多面にわたっ○緒嶋委員 、

、 。て支援をされて ありがたいわけでありますが

これが、やはり畜産の振興、また牛肉やらのブ

ランド化が進まなきゃいかんわけですよね。振

興というか、新生畜産という感じで言えば。そ

のあたりの評価を、いろいろと多面的にやられ

ておりますが、今後とも、このような項目をふ

やして支援をしていくということになるんです

か。あと２年しかないということですが、その

あたりはどう考えておられるか。

委員御指摘のとおり、限○押川畜産振興課長

られた期間でやっている事業でございます。

当初、分野としましては、農業、商工観光、

地域振興、その他と４つに大きく分けておりま

して、まずは緊急に効果の上がるものという取

り組みをしてまいりました。

本年から、先ほどの委員の御指摘のように、

、最後の仕上げが順調にいくようにということで

改めまして、先ほどの分野を、畜産新生、フー

ドビジネス、中小企業、誘客対策、地域振興、

、その他というふうにもう少し細かく分けまして

より成長産業化、今後の進展が見込まれるもの

について絞って取り組んでまいろうということ

で計画しているところでございます。

ぜひ、そういう方向で。口蹄疫発○緒嶋委員

生当時は、これはこれでやむを得んかったとい

うことですが、やっぱりそこ辺の選択と集中と

いうか、そういう感じでやらんと、もうあと限

られた財源でありますので、その辺は考えて頑

張っていただきたいというふうに思います。

、 。それと 家畜改良事業団でありますけれども

口蹄疫で一番被害というか、個々の農家を別に

すれば、事業団が一番ダメージが大きかったと

思うわけですが。今後の種雄牛の造成の見通し

というか、義美福かな、いろいろ有望な種雄牛

の造成に努力されておりますけど、そのあたり

の将来の見込みというか、今の課題というか、

そういう点をちょっと説明願いたいと思います

が。

委員御指摘のとおり、事○押川畜産振興課長

業団におきましては、55頭のうち５頭だけが残

るというような状況になりまして、その後、緊

急にということで力を入れてやっているところ

でございまして。

その新たな取り組みの中で、24年度から、い

わゆる後代検定 従来フィールドでやってお―

りました、期間がかなり長くかかりますので

これを間接検定というふうに、１年でとり―
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あえずの結果が出るスタイル、これを１年に11

。セットずつということで早目に取り組みました

この結果が、今御指摘のありました義美福から

、 。出てまいりまして 現在５頭上がっております

この候補牛を含めまして、現在41頭 西米―

良に20頭、高鍋に21頭、現在ございます。その

候補牛の中、順次、ほぼ１カ月に１回ぐらいの

、ペースで間接検定の結果が出てまいりますので

この結果を十分見ながら、将来的には、28年か

らは45頭体制に持っていけるようにということ

で今計画しておりまして、今のところ、ほぼ順

調に 義美福は非常に成績がよかったので、―

その後がちょっとかすんでいるようにございま

すけども、それぞれ特徴を持っていいところが

出ている種雄牛が続いておりますので、これを

。期待しながらやっていきたいと思っております

特に、２連覇して今度３連覇を目○緒嶋委員

指して頑張ろうというときに、やっぱり種雄牛

というのが大きなウエートを占めると思うんで

す。そうなれば、やっぱり造成も急がんと、そ

れに間に合わんというようなことにもなると思

いますので、これはぜひ頑張っていただいて、

優秀な忠富士に続くというか、そのほかいろい

ろな牛に続くものを早く造成して、そのことで

宮崎県の和牛のブランド化を高めていかなけれ

ば これは、やはり東アジアに打って出よう―

という中では、大変重要な位置づけにもなると

思いますので、事業団にさらに頑張っていただ

くように、県のほうからも強力な支援とともに

指導もしていただきたいというふうに思います

が、そのあたりはうまくいってるんですか。

今回の全共２連覇を受け○押川畜産振興課長

まして、非常に評価を受けたところでございま

すけども、次の大会は、各部門ごとで種雄牛の

生年月日の規定がございまして、部門によって

は口蹄疫以降の、義美福以降の種雄牛を使わな

ければいけないという非常に厳しいのが出てま

いります。こういうことがございまして、事業

団はもとより関係団体もそうですが、これを新

しく、種をとにかくつけていただかないと材料

牛が出てまいりませんので、生産者の方々をあ

わせまして、力を入れて取り組んでまいりたい

というふうに考えておりますので、よろしくお

願いしたいと思います。

ぜひ、そういうことで頑張って、○緒嶋委員

連覇することによって、やはり宮崎県の牛が

それぞれほかの県も頑張っておるわけです―

ので、３連覇というのは、これは至難中の至難

だと思います。それはぜひ頑張らんと、これは

容易なことじゃない、言われた種雄牛の問題を

含めても。そうでありますので、ぜひ努力して

いただきますように強く要望しておきます。以

上です。

農業振興公社についてですけど、○横田委員

農業振興公社は、新農業支援部門とかで６次産

業化とかの農商工連携の推進窓口として、今の

宮崎の農業をリードしていただいてる、大事な

役割を担っていただいてるんじゃないかなと思

いますけど。

、 、報告書の181ページの一番下 活動指標の③で

農商工連携・６次産業化の取り組み数の達成度

が60％ということで、決して高いとは言えない

数字だと思うんですけど。これは、県民の６次

産業化とかに対する関心が余り高くないという

ことなんですか。

この６次産業化の取り○大久津連携推進室長

組みにつきましては、23年度から国の認定を受

ける形の中で推進しておりますが、初年度目に

つきましては、各既存の法人さん方が６次化に

取り組もうというような機運が盛り上がってお
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りました中で、その計画が熟度が高いものを採

択いたしましたので 国の認定がスムーズにいっ、

たと。ただし、２年目は、さらに底辺からの新

たな掘り起こしということで、その計画の熟度

、 、が十分達成できなかったということで 本年度

さらにそれを熟度を増して国の総合計画の認定

を受けようということで、今、強力に進めてお

りますので、数字的には、今年度若干回復する

んじゃないかと思っております。

それで、そういった認識については、今まで

は県の農業振興公社を窓口にワンストップサー

ビスということで、公社のほうでいろいろな相

談を受けるようにしておりましたけれども。県

北とか県南とか遠い地域の方々から、やはり地

、 、域で相談を受けたいということで 本年度から

各普及センターに毎月１回ですけれども、その

、 、コーディネーター そういう相談を受ける形で

月１回、窓口コーナーを設けまして、そこで地

域の方々の御相談を受けるような形をしており

まして、かなり相談が今ふえるようになってお

ります。

それとまた育成についても、そういった人材

を育てるための農家さん方の勉強のためと指導

者のためのチャレンジ塾というのを８月に開校

いたしまして、２カ月半の長丁場ではございま

すが、約三十数講座を設けて、毎週金曜日に参

加いただいて、ことしが46名参加いただいて、

かなり熱心に、そういった６次産業化に興味を

示していただく方たちがどんどんふえている状

況でございますので、こういった数字は、今か

らだんだんふえていくんじゃないかなというふ

うに期待しております。

、○横田委員 利便性とかを高めていただくとか

いろんな努力をしていただいているということ

はよくわかりました。県も、成長産業というこ

とで一生懸命取り組もうとされてるわけですの

で、しっかりと効果が出るように、引き続き頑

張っていただければと思います。

まず、この農業振興公社を聞きま○髙橋委員

すけど。いわゆる就農への資金支援もするわけ

ですよね。それで、議案のときに出ました特別

会計の就農支援資金、こことはどう絡むんです

か。

この就農支援の資金○向畑地域農業推進課長

につきましては、大きく３つに分かれておりま

す。この３つの中で、一つ県がやっております

のが施設整備の資金。そして、公社のほうにお

願いしているのが指導といいますか、いろんな

教育を受けたりとか、そういったところをお願

いしておりまして。就農資金の中でも研修資金

と準備資金、これについては公社のほうで対応

していただいているところでございます。

まず、就農支援資金は、また決算○髙橋委員

のときに詳しく審査をしようと思うんですけれ

ども。今回、かなり繰り越ししてるじゃないで

。 、 、すか 繰り越しをしているということは 結局

借り手がいないということですよね、単純に詮

索すれば。

まず、この就農支援○向畑地域農業推進課長

資金につきましては、施設等の資金を無利子で

お借りになられた方が返済をされていく、その

償還金も入ってきております。借り手がいない

と言いますけれども、この施設等の資金につき

ましては、昨年が31件の実績で１億2,000万の実

績が上がっているところでございまして、公社

のほうでやっておりますけれども、研修資金に

つきましては２件で240万の貸し付けを行ってい

るところでございます。

詳しくはまた決算のときにお尋ね○髙橋委員

しますけど。要するに、特別会計の就農支援資
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金とうまく調和といいますか連携して、資金の

回し方といいますか、就農支援についてはちゃ

んと役立てているということで理解をします。

委員おっしゃるとお○向畑地域農業推進課長

りでございます。

口蹄疫のファンドの関係で ちょっ○髙橋委員 、

と気になった点が、１～２点ありました。

24年度の事業報告をしていただいた中で、117

ページを見てみましたら、新富町が市町村復興

支援事業の中の大きな、西都・児湯広域復興支

援に手を挙げてないですよね。これは何か理由

があるんであれば教えてください。

今のお尋ねは、市町村復○押川畜産振興課長

興支援事業のうちの西都・児湯広域復興支援の

中に４町村ございましたけれども、これに新富

が入ってないということの理由はということで

よろしかったでしょうか。

はい。○髙橋委員

新富町につきましても、○押川畜産振興課長

当初、計画の段階で協議させていただいた経緯

がございますけれども。ほかの市町村、西都・

児湯以外のところの市町村に対する支援もある

んですが、あわせまして、幾つかの市町村で協

議の段階までいっているものはございます。た

だ、いざ、例えば24年、25年にかかろうとした

段階で、ちょっとまだ準備が整ってないという

ことで次に見送ってる経緯もございますので、

新富町につきましても、今後の経緯も含めまし

て、まだ協議を重ねて参加をされてくるという

。ふうに私どもは考えておるところでございます

先ほどから出ていますように、期○髙橋委員

間限定といいますか、５年間の事業で、今年を

入れてあと３年ですし。1,000億円のファンドだ

から、ここに計上してありますように４億6,000

万ぐらいですか、果実といいますか、それが生

まれるわけだから。ぜひ、有効に効果が出るも

ので、また新富にもいろいろとアプローチして

いただきたいと思います。以上です。

先ほどのセンタ○日向寺漁業・資源管理室長

ーの放流河川についてでございますけれども。

センターの放流河川は、一ツ瀬川、大淀川、そ

れと県内の主要な河川ということで、五ヶ瀬川

ですとか小丸川ですとか、そういうところに放

流を行っておりますが、毎年実施しているのは

一ツ瀬川と大淀川ということで、他の河川につ

きましては数年に一度という形になってござい

ます。

それから、ちなみに、ウナギの放流のサイズ

でございますけれども、これは、シラスウナギ

が１匹0.2グラム程度でございますけれども、放

流する場合には１匹10グラムから20グラム程度

まで育てたものを放流しております。以上でご

ざいます。

例えば、大淀川を例にとったとき○原委員

に、支流がありますよね、支流はどの辺までで

きるんですか。それと、さっき聞いたようにダ

ムがあるじゃないですか。きっと、ダムは閉じ

込めてしまうんでしょ。どの辺の支流まで行く

んでしょうか。今わからなければ、１級河川の

うちの県が管理してる２級までなのか。ちょっ

と、その辺、後日でいいですから、参考のため

に教えてください。

いいですか。それでは、なけれ○山下委員長

ば、その他報告事項に入ります。説明を求めま

す。

。○鈴木農政企画課長 農政企画課でございます

。常任委員会資料の17ページをお開きください

第七次宮崎県農業・農村振興長期計画の平成24

年度の取り組みの概要についてということで御

報告させていただきます。
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お手元のほうに、この青色の冊子をお配りし

ていると思います。これが全体版ということで

ございます。御案内のとおり、平成23年に長期

計画をつくりまして、そのときに５年後の目標

ということで、項目をそれぞれ整理してござい

ます。それが全体で100を超える項目を整理して

ございまして、５年間でどういうふうに達成し

ていくかというのが一つ大きなところでござい

ますけれども、毎年の進捗状況がどうかという

ことを管理、把握するという趣旨で、毎年、こ

の取り組みの概要という冊子をつくらせていた

だいております。何分、項目数が非常に多うご

ざいますので、今回はこのポイントのほうで御

説明させていただきたいというふうに思ってお

ります。お手元の青い冊子のほうもあわせて見

ていただければ幸いだというふうに考えてござ

います。

、 。 、それでは 説明をさせていただきます 若干

長期計画のおさらいになりますけれども 平成23、

年にこの計画をつくった際には、１の（２）に

書いてございますとおり 「みやざき農業」の自、

立、発展ということで、最終的には「みやざき

農業」の新たな成長産業化というところを目指

していこうということで、具体的に４つの項目

立てと申しますか、視点を設けたところでござ

います。

１つ目が儲かる農業の実現、２つ目が循環型

社会と低炭素社会への貢献、３つ目が連携と交

流による農村地域の再生、そして４つ目が責任

ある安全な食料の生産・供給体制の確立という

ところでございます。この４つの視点につきま

しては、ビジュアルで載せておりますのが、こ

の青い冊子の１枚お開きいただいたところでご

ざいます。こういった視点で項目立てさしてい

ただいておりまして、その中でも小項目といい

ますか、それぞれの項目に従って目標というの

を定めたところでございます。

それでは、概要について御説明させていただ

きます。儲かる農業の実現ということでは、５

つの小項目をつくってございます。

１つ目が、まず多様な担い手、意欲ある担い

手を育成・確保していくべきであろうというこ

とでございます。具体的には、目標項目といた

しまして、新規就農者の数でありますとか、集

落営農の組織数 あるいは農業法人数 そういっ、 、

たものを目標として掲げているところでござい

ます。委員会資料のほうに、平成24年の状況を

載せてございますので、あわせてごらんいただ

ければと思っております。

２つ目の項目といたしまして、担い手と同時

に、やはり農地も含めました農業資源の継承、

あるいはフル活用というのが大事であろうとい

う視点で整理いたしたところでございます。こ

こに記載してあります項目といたしましては、

耕作放棄地の再生利用をしっかり進めるべきで

あるということで一つの指標を設けているとこ

ろでございます。

また、３つ目でございますけれども、儲かる

農業ということで、いわゆるブランド対策でご

ざいますとか、生産だけでなく流通・販売、ト

ータルの展開ということでございます。参考の

指標といたしまして、健康や環境への取り組み

というのがどの程度進んでいるかというのを一

つ置いてございます。また、輸出についても、

その数量をどのぐらい伸ばしていくかというこ

とで目標の数量を設定しているところでござい

ます。

４つ目が、農業の基盤でございます生産基盤

というものの整備でございます。公共事業も含

めまして、畑地かんがいでございますとか圃場
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の整備、これを着実に進めていくことが重要で

あろうということで、これを４つ目の項目とい

うふうに整理させていただいたところでござい

ます。

５つ目が、やはり、こういう農業の実践を支

える上での技術開発、あるいは普及指導の展開

というのも一つの大きな要素であろうというこ

とで、最後の項目として整理させていただいて

いるところでございます。これは、主に試験場

段階における技術の開発ということと、もう一

つは、その開発された技術がいかに効率よく、

しっかりと、農家、現場段階に普及されている

かという形で項目を整理させていただいている

ところでございます。

以上の５つが儲かる農業ということでの視点

ということで整理させていただいたところでご

ざいます。

２つ目の（２）でございます。循環型社会と

低炭素社会の貢献ということでございまして、

大きく２つの項目に整理してございます。一つ

は、農業自体が、環境に優しい農業ということ

で、どのように展開していくかということでご

ざいます。ここに書いてございますとおり、主

な指標といたしまして、宮崎方式ＩＣＭ、いわ

ゆる総合的な作物管理技術、これをどの程度進

めていくかという指標を一つつくったところで

ございますし、もう一つはエコファーマー、こ

れは国の仕組みでございますけれども、これの

認定数というところで、環境型農業の進捗状況

を把握するという趣旨でございます。18ページ

にお移りいただきまして、２つ目の視点といた

、 、しましては 先ほども御議論出ましたけれども

地球温暖化対策にどの程度取り組んでいけるか

ということでございます。例えば、温暖化に対

応した耐暑性の品種の研究、こういったものを

積極的に進めていこうというような指標を設け

てございますし、あるいは地球温暖化というこ

とに関連いたしまして、やはり燃油の使用量の

削減、もちろんこれはコストのほうの問題も非

常に大きゅうございますけれども、施設園芸に

おける省エネ化、燃油使用量の削減、そういっ

た指標も一つの取り組みの指標として置かして

いただいているところでございます。

３つ目 （３）でございます。連携、交流、こ、

ういうキーワードをもとに、どのように成長産

業化を進めるかというところでございまして、

３つの項目で整理してございます。１つは、そ

のものでございますけれども、多様な連携、交

流のあり方ということでございまして、先ほど

御議論もございましたけれども、農商工連携、

、６次産業化の事例がどのぐらい伸びているのか

どのぐらいのところまで達成してるのかという

ことがございます。もう一つ、加工や消費者へ

の直接販売に取り組むような農業法人の数とい

うのも、一つの大きな指標になるのではないか

。ということで整理しているところでございます

また一方で、中山間地域の独自性、そういった

ことも含めまして、豊かな中山間地域の資源を

活用したような成長産業化という視点を、イの

ほうで整理したところでございます。資源の保

全管理を行う活動組織の数、あるいは国の仕組

みであります中山間の直接支払制度、これの協

定面積、この伸び方、こういったものも一つの

。達成指標として掲げているところでございます

最後に 農村地域ということで非常に問題になっ、

てございます鳥獣被害の関係でございます。こ

れにつきましてもモデル的な集落を育成する、

あるいは被害対策のマイスターを育成する、こ

ういったアウトプットの指標を重ねることに

よって、少しでも前進を図りたいということで
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整理しているところでございます。

最後に （４）でございます。責任ある安全な、

食料の生産・供給体制ということでございまし

て、大きくくくった安全・安心、そういった観

点から、どういうふうな形で５年間進めていく

かということでございまして、３つ整理してご

ざいます。１つは、セーフティーネット 農―

業そのものの生産のセーフティーネットという

ことでございまして、家畜の防疫体制、あるい

。 、は植物の防疫体制の強化ということ あるいは

災害に強い農業・農村づくりということで、無

人ヘリの防除面積でございますとか災害危険た

め池の整備箇所数、こういったものを指標とし

て掲げているところでございます。また、２つ

目は、食の安全・安心、その消費者、そちらの

ほうから見た形で、どのようにみやざき農業が

評価できるかということでございまして、例え

ば、主要産地においてＧＡＰ（農業生産工程）

にどのぐらい取り組んでいるかというような取

り組み率。あるいは、店舗、流通のほうにおき

まして、食品表示の個別巡回調査店舗数という

ことで 我々のほうでどのぐらい食品表示をしっ、

かりと監視してきたかと、チェックしてきたか

ということも一つの指標として掲げさせていた

だいております。最後に、県民全体で、農業・

農村に対する理解を進めていきましょうという

ことでございまして、例えば食育計画でござい

ますとか地産地消計画、こういったものの市町

村における推進の状況、こういったものを指標

として掲げさせていただいているところでござ

います。

これにつきましては、この長計の取り組みの

、 、概要は アウトプットの指標にとどまっていて

なかなか農業の実態を捉え切れてないんではな

いかというような御指摘もいただいているとこ

ろでございます。そういった反省もございます

けれども、まずは我々として決めた目標に対し

て、どの程度進んでいるのかというのを前提と

して把握した上で、その上の対策というものを

検討してまいりたいということで、こういう整

理を毎年させていただいております。御理解い

ただければと思っております。

農政企画課からは以上でございます。

同じく委員会資料の19ペ○成原水産政策課長

ージをお開きください。第五次宮崎県水産業・

漁村振興長期計画の平成24年度取り組みの概要

について、御報告申し上げます。

水産業におきましても、先ほど農業のほうか

らありましたように、別に、詳細の進捗状況を

示した印刷物 ホッチキスどめの緑の縁取り―

の青い冊子をお配りしておりますので、詳細に

つきましてはこちらを御参照いただければとい

うふうに考えてございます。

それでは、19ページ以降につきまして説明を

させていただきます。まず、長期計画の策定時

。点の現状と課題を振り返ってみたいと思います

１の（１）をごらんください。漁獲量の減少

と魚価の低迷で収入が減少する一方で、燃油を

、初めとする漁業コストが増加をしておりまして

収益性が低下し、経営が悪化しております。そ

の結果、新たな担い手の参入が減少して、高齢

化による減少も相まって経営体全体が減少して

おりまして、将来にわたって本県水産業を維持

することが懸念されるような状況にあります。

このため、早急かつ着実な資源の回復、それか

ら収益性の向上が喫緊の課題だという認識で長

期計画を進めているということでございます。

このような課題の解決に向けまして、その下

の（２）の計画の基本目標と施策体系のところ

の図に示しておりますように、中央に「儲かる
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水産業の実現」ということで目標を掲げてござ

いまして、３つの施策 「水産資源の適切な利用、

」、 「 」、管理 それから 安定した漁業経営体づくり

「 」 、それから 漁港機能の強化と漁村の活性化 と

３つを柱として施策に取り組んでいるところで

ございます。

それでは、２以降で、平成24年度の取り組み

の概要について御説明をします。

まず初めに （１）の水産資源の適切な利用管、

理についてでございます。アの水産資源の回復

と適切な利用推進に関する取り組みでございま

すけれども、水産資源の状況というのは、漁獲

の好漁、不漁に反映をされますことから、漁獲

量の増加や安定には資源を適切に維持すること

が重要でございます。このため、沿岸資源の管

理を推進するための基本方針に基づきまして、

アマダイを初め15の魚種について科学的な資源

評価を行うとともに、その結果に基づき、禁漁

期間の設定や稚魚の放流等による資源管理を推

進するとともに、魚の餌となりますプランクト

ンの増殖を促すマウンド礁の整備等を行い、資

源の維持と回復に努めたところでございます。

次に、イの水域環境の保全と環境変化への対応

に関する取り組みでございますが、ここでは養

殖場の環境を保全するため、飼育の尾数や水質

の基準等を定めた漁場改善計画の策定と実践、

それから疾病の蔓延防止についての養殖業者を

指導し、環境に配慮した安全・安心な養殖生産

体制づくりを推進したところでございます。ま

た、沿岸漁場の生産力向上のため、漁業者グル

ープが行います藻場の造成、それから干潟の保

全活動を支援いたしました。今後とも、水産資

源の適切な維持と回復及び環境の保全に努めて

まいりたいと考えております。

続きまして、次のページの上 （２）安定した、

漁業経営体づくりについてでございます。アの

収益性の高い漁業経営体の育成に関する取り組

みでございますが、燃油価格の高どまり等によ

、り漁業経営は非常に厳しい状況でございますが

県全体の経営体数、あるいは生産額も減少して

おり、漁協や系統組織の経営も非常に厳しい状

況にございます。このため、信用事業の信漁連

への統合や市場の統廃合等の基本方針の策定を

指導するとともに、系統組織の機能・基盤強化

を推進したところでございます。

また、厳しい経営環境にあっても一定の収益

が確保できる漁業モデルを提示するため、漁船

の小型化によるコスト削減と冷却能力の向上に

よる漁獲物の付加価値向上について、モデル船

による実証に取り組んだほか、漁業者の収入安

定を図るため、漁業共済掛け金助成の制度であ

ります国の漁業所得補償対策への利用促進を図

るとともに、掛け金の無利子貸付制度を創設す

ることにより、燃油価格補填対策である漁業経

営セーフティーネット構築事業への加入を促進

したところでございます。次に、イの競争力の

ある生産・流通の構築に関する取り組みでござ

いますけれども、ブランド認証品のほか、本県

水産物の販売促進や販路拡大等に向け、中国や

韓国業者との商談、あるいは活魚輸出、漁業者

と加工業者等が連携した新商品づくりなど、魚

価や付加価値向上につながる新しい流通づくり

を支援したところでございます。今後とも、コ

スト削減や魚価の向上等による安定した経営体

づくりに努めてまいります。

続きまして （３）の漁港機能の強化と漁村の、

活性化についてでございます。アの漁港機能・

漁業生産基盤の保全・強化に関する取り組みで

すが、漁港は生産基地として重要な役割を果た

しており、機能の維持や高度化が求められてお
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ります。このため、港内の安全性を確保するた

めの防波堤、防砂堤のほか、防風柵を整備し、

漁業者の財産保全と作業環境の向上を図るとと

もに、機能維持計画に基づきまして漁港機能の

適切な保全を図ったところでございます。最後

に、イの漁村振興・地域の活性化に関する取り

組みですが、漁村地域の活性化を図るため、３

地域に地域漁業担い手対策協議会を設置をいた

しまして、地域における担い手の確保と育成を

進めたほか、漁業者グループ等の６次産業化の

取り組みについて指導を行ったところでござい

ます。また、新産業の創出によります地域の活

性化が期待されますチョウザメ養殖の新規着業

者の確保や販路開拓に努めたほか、今後のキャ

ビアの販売に向けた体制づくりを進めたところ

でございます。今後とも、漁業生産の基盤とし

ての重要な漁港機能の維持・向上、あるいは担

い手の確保及び漁業者グループの活動促進によ

り、漁村等地域の活性化を図ってまいりたいと

考えております。

水産業における長期計画の取り組み概要につ

きましては以上でございます。

続きまして、宮崎県農業○鈴木農政企画課長

。実態調査の結果につきまして御報告いたします

お配りしておりますカラー刷りの冊子と きょ、

うお配りしたというふうに聞いておりますけれ

ども、Ａ３、１枚、両面の調査票のほうをごら

んいただければというふうに思っております。

この調査でございます。御案内のとおり、こ

としの３月には政府によるＴＰＰ交渉協定への

参加の表明というようなことがございまして、

宮崎県内の農業者、農業関係者に対する不安と

いうものが大変大きくなっていたということが

ございます。また、そういった状況も踏まえま

して、今後の宮崎県の農政をどう進めていくか

という一つのしっかりとしたデータをもとに進

めていきたいという思いから、宮崎県におきま

す全ての農家、農業法人を対象として、アンケ

ート調査という形で現在の状況、あるいは今後

に関する意向等について取りまとめたところで

ございます。

冊子のほうの１ページ目でございます。調査

は４月から行いまして、一応６月30日までとい

うことで、３カ月弱の調査期間を設けたところ

でございます。総回収数は３万件を超えている

というところでございまして （２）の回答者の、

、状況の一番上に棒グラフがございますけれども

今、県内の農家が全体で４万1,000件程度ござい

ますので、おおよそ７割から８割程度、特に販

売農家につきましては、８割、９割近くの回答

をいただいたということで、職員だけではなく

て、市町村あるいは農業関係者の御協力もいた

だいた結果として、こういった形になったとい

うふうに感謝しているところでございます。回

答者の状況につきましては、品目別あるいは年

齢層別ということで、参考までにごらんいただ

ければというふうに思ってございます。

２ページをお開きください。

、 。この調査は 大きく３つに分けてございます

１つは、現在の営農の状況、あるいは今後の考

え方。２つ目が、ＴＰＰ協定交渉に政府が参加

したということによって、どのようにその営農

状況、あるいは考え方が変わったか。最後の３

つ目が、現在の個人、地域が抱えている営農に

関する課題、あるいは政府、行政に求める施策

ということで、３つに分けてございます。

１つ目が、営農活動の動向ということでござ

いまして、問いの１から４でございます。関連

するものでございますので、一括して結果のほ

うを御報告したいと思います。
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Ⅱの（１）でございますけれども、現在、県

内の農家で、どの程度の農家が利益をしっかり

上げられているか、経営が安定しているか、あ

るいは利益が出ていない農家がどのぐらいある

のかということで、まずアンケートをとったと

ころでございます。全体の結果といたしまして

は、全体の約２割、24％の農家が毎年一定の利

益が出ているというような回答がある一方で、

利益が出ない年が続いているというような回答

が全体の３割５分、35％超ということでござい

まして、改めてこういう厳しい状況というもの

を確認したところでございます。

また、問いの２のほうでお聞きしたことでご

ざいますけれども、今後の意向ということでご

ざいますが、規模を拡大していきたいと、経営

を拡大していきたいという積極的な御回答も8.6

％ということで、ある程度ございました。一方

で、やはり規模の縮小、あるいは農業をやめた

い、やめざるを得ないというふうな御回答をさ

れている方が３割ということで、これも宮崎県

の農業全体にとっても非常に厳しい数字ではな

いかというふうに考えているところでございま

す。

３ページのほうに、営農活動の状況、今後の

意向に関して、例えば年齢別、あるいは主力の

作物別という形で、やや分析をしたものがござ

います。年齢別で申し上げますと、やはり65歳

以上の方々につきましては、安定しているとい

う方もいらっしゃいますけれども、利益が出な

いというようなこともあるということでござい

ますし、やはり販売、自給、主業という、そう

いう分け方をしたときは、自給的農家の厳しさ

というのが浮き彫りになったというところでご

ざいます。また、品目別の状況というところで

ございますと、やはり一番左のほうで、米を主

力にされている農家というのは非常に厳しいと

、 、いうことがございまして 一番右側の施設野菜

あるいは酪農あたりと見ますと、数字的な違い

というのがはっきり出ているなというような印

象にあるところでございます。また、今後の意

向につきましても、やはり65歳以上の方々、自

給的農家の方々が非常に厳しい意向を持ってい

らっしゃるということがございますし、品目別

でも先ほど申し上げましたとおり、米の主業農

家につきましては、なかなか厳しい状況になっ

ているということでございます。

１ページお開きいただきまして、４ページ目

でございます。これは、問いの２で規模を拡大

したいというようなことを御回答いただいた農

家、あるいは縮小したいというふうな御回答を

いただいた農家の詳しい意向の内容でございま

す。実数でございますので、なかなか、その全

体のボリュームというものをあらわしているわ

けではないのですけども、参考までにここに記

載させていただいております。

主力品目を拡大したいというふうな形で御回

答をいただいた農家は、肉用牛農家が339戸とい

うことで最も多いということでございます。ま

た、右側のほうの円グラフでございますけれど

も、主力以外の品目を拡大したいというふうな

回答が一番多かったのが野菜農家ということで

ございまして、そこら辺に経営のあり方の違い

というのがあるのかなというふうに考えている

ところでございます。全体的な傾向といたしま

しては、その下に縦の棒グラフのほうで記載し

ているところでございます。また （５）の規模、

縮小のほう 縮小を考えている、やむを得な―

いというふうに回答をされているのは、やはり

米農家が非常に大きいということで、ここら辺

にも米農家の厳しさということがアンケートと
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して出てきているんではないかというふうに考

えてございます。これにつきましては、回答数

そのものをここに記載しておりますので、これ

がどの程度、本県農業に対するインパクトがあ

るのかというのは、今後の分析が必要かという

ふうに考えているところでございます。

次に移っていただきまして、５ページ目でご

ざいます。ＴＰＰに関する影響ということでま

とめたのが、２つ目の柱でございます。

これにつきましては、ＴＰＰの交渉参加表明

を聞いてどういうふうな意向を持ちましたか、

どういうふうな思いを持ちましたかというアン

ケートでございました。真ん中のほうを見てい

ただければと思いますけれども18.5％、約２割

の農家がＴＰＰの交渉参加表明を受けて、営農

の縮小あるいは断念というものを意識されたと

いうことがございます。一方で、また約４

割、40.2％というふうにございます。営農を続

けていくためにさまざまな取り組みが必要とい

うふうな考え方をして、ある意味、前向きな考

え方をされている農家も相当程度いらっしゃっ

たということでございます。また、帯グラフの

緑色に記載してございますけれども、なかなか

ＴＰＰの内容が今時点では何も決まっていない

から、あるいはよくわからないからということ

で回答された農家の方々もいらっしゃったとい

うことでございます。

全体的な回答は今のとおりでございますけれ

ども、下のほうに、品目別の回答というふうに

まとめてございます。品目で見ますと、米ある

いは畜産というのは、関税撤廃の影響が非常に

強く懸念されますので、そういった方々の影響

というのは当然あろうかというふうに予測した

面はありますけれども、アンケート結果を見ま

、 、 、すと 野菜農家でありますとか その他の農家

果樹等の農家におかれましても、やはり非常に

厳しい、あるいはＴＰＰを受けて気持ちが落ち

込んだというような形のアンケート結果が出て

おりますので、今後、対策等を検討していく中

では そういった形で全体に目を配りながらやっ、

ていく必要があろうかというふうに考えている

ところでございます。

１ページおめくりいただきまして、６ページ

目でございます。これに関しても、このＴＰＰ

の影響に関しても、農家の属性によってどうい

う違いがあったかということを追加的に分析し

たところでございます。やはり、主業農家、自

給農家、49歳以下と65歳以上というものを比べ

ますと、やはり自給的農家、65歳以上の御高齢

の方々、そういったところの厳しさというのが

浮き彫りになっているというような状況がござ

います。どのようにこれを解釈して、そしゃく

していくかというのは今後の課題だというふう

に考えてございます。

また、②のほうにございますＴＰＰの影響と

いうものをどのように考えているのか、自分の

品目をどう考えているのかというような回答で

ございます。回答数につきましては、米の463、

これも純粋な回答数でございますので、なかな

か全体を把握していないところがございますけ

、 、れども 米は影響を受けないと回答された方も

米の農家の中の10％程度いらっしゃるというこ

とで、ここら辺につきましても、今後どういっ

た形で分析していくかというのが一つの課題に

なっているかというふうに考えてございます。

また、品目別にどう考えるか、自由化の影響

を受けると考えているのか、品目転換をすれば

何とか生き残れると考えているのか、あるいは

規模拡大、そういったものを進めていきたいと

考えているのかということで、品目別に整理し
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たのが、一番下の棒グラフでございます。これ

も、米あるいは養鶏、両極端を見ますと、やは

り数字的には非常にばらつきがあるというとこ

ろでございますけれども。米、肉用牛につきま

しては、やはり自由化の影響というのを全体と

して非常に強く受けるという考えが大きいのか

。なというふうに考えているところでございます

続きまして、７ページ目でございます。ここ

から先は、先ほど申し上げました３つの柱の３

本目でございますけれども、今後の課題、ある

いは求められる施策についてアンケートをした

ところでございます。

アンケートの内容のほうは、Ａ３のほうで見

、ていただければというふうに思いますけれども

生産性の向上、安定的な販売、経営や事業の多

角化、こういった、我々として進めていく必要

があろうと思っていることについて、何が一番

課題であるかというような聞き方をしたところ

でございます。もちろん、１つではなくて、複

数の課題が複合的に関連しているんだというの

が実態かとは思いますけれども、特に何が課題

ですかというような聞き方をさせていただいて

いるところでございます。特に、主業農家、あ

るいは若い世代では具体的な問題意識というの

が鮮明にあらわれておりまして、有益な情報の

入手あるいは資金面での手当て、こういったと

ころに特に大きな問題意識があるのかなという

のが現時点での我々の認識でございます。

また、次のページ、８ページ目をお開きくだ

さい。

農家の高齢化、あるいは耕作放棄地の増加な

どが進んでおりますけれども、今後の営農活動

を地域全体でどのような形で考えていますかと

いうことでアンケートをとってございます。や

はり、全体としては意欲ある農家、法人が、そ

れぞれの経営を伸ばしていくのが必要であろう

というような回答が全体として多くあったとい

うことでございますけれども、やはり、品目別

に、これもいろいろな考え方がございました。

、縦の棒グラフの一番右側でございますけれども

米については、意欲ある農家、法人というより

も、むしろ地域で支えていく、あるいは農作業

代行組織、そういったものの活用、そういった

ものにもかなり積極的な回答があったというふ

うに考えてございます。また、地域別に見まし

ても、県央地域、県西地域、県北地域、特徴が

それぞれあるということで、特に県北地域にお

きましては、農作業を代行する組織、あるいは

地域で核となるような法人、集落営農への期待

というものが、個別の農家、法人に期待する声

よりも大きかったということで。もちろん、こ

れが全てではないというふうに考えてございま

すけれども、やはり地域的な差異というものも

今後考慮していく必要があろうかというふうに

考えているところでございます。

最後になりますけれども、９ページ目でござ

います。今後の地域における営農を発展させる

ために、行政にどのような施策を最も優先して

ほしいかというような聞き方で、これもいろん

な施策が必要だという答えが実態のところかも

しれませんけれども。一つ一つ、人材の育成確

保、基盤整備、経営資源の集中、他産業との連

携や参入ということで、ある程度テーマを絞っ

て、どういった施策が必要かということをお聞

きしたところでございます。結果につきまして

は 色がいろいろあって ちょっと見にくくなっ、 、

てございますけれども、人材の育成確保などで

は、若い農業者向けの技術研修の必要性、そう

いったものが非常に強く言われてございます。

あるいは、基盤整備の中では、既存の農業用施
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設の改修、そういったものを主業農家、あるい

は49歳以下の農家は特に強く求めているという

ようなことがございます。また、他産業との連

携や参入という中では、新たに参入した企業に

対する定着支援、そういったものの必要性とい

うのが多かったというような結果も出てござい

ます。

こういったアンケート結果につきましては、

今後、我々としても施策の構築の中で、しっか

りと生かしていきたいというふうに考えてござ

いますし、もうちょっと中身の分析も進めなく

てはいけないというふうに思ってございます。

今御説明した内容が県全体のアンケート結果

でございますけれども、去る９月10日に、この

アンケート結果につきまして全市町村に、それ

ぞれの市町村の結果という形で同じような冊子

をつくってお届けをしてございます。各市町村

においても、こういったアンケート結果を踏ま

えた分析、あるいは検討をしたいということで

ございましたので、そういった形で、今後、県

も市町村とも連携しながら、さらに分析を進め

ていきたいというふうに考えているところでご

ざいます。

農業実態調査に関する御報告は以上でござい

ます。

、 。もう一件 農政企画課のほうからございます

続きまして、常任委員会資料の21ページをお

開きください。みやざきフードビジネス雇用創

、出プロジェクト事業ということでございまして

今般、厚生労働省のほうで募集しております戦

略産業雇用創造プロジェクトという中で、雇用

、情勢が厳しい都道府県からの提案を受けまして

産業政策と雇用創造が一体的となったプランに

ついてコンテストで選定するということで、宮

崎県のフードビジネスがそれに選ばれたという

ところで、今回の事業を策定する経緯がござい

ました。これにつきましては、総合政策部、商

工観光労働部、農政水産部、３部が関係がござ

いますけれども、それぞれの部でそれぞれの委

。員会に御報告しているということでございます

農政水産部につきましても、関係するところに

ついて御報告させていただければというふうに

考えてございます。

、資料の１の事業の趣旨・目的につきましては

今申し上げたとおりでございます。

事業の内容につきましては、大きく２種類ご

ざいます。一つは、県で委託して全体のフード

ビジネスの推進のための、例えばアドバイザー

のような方を雇用するというような事業が一つ

の柱。もう一つが、各企業が、各産業の中の企

業のほうで従業員を雇用するというものに対す

る支援というのがございます。その２本柱で、

今回の雇用創出プロジェクト事業というのが構

成されているところでございます。

下線を引いているのが、特に農政水産部の関

係する事業でございますけれども、例えば、２

の（１）の「みやざきフードビジネス構想推進

事業」というところであれば、みやざきブラン

ドの推進ということで、今現在、マーケティン

グアドバイザーという東京に在住している方々

に、みやざきブランドをどういうふうに広げて

いけばいいかというアドバイスをお願いしてい

るところでございますけれども、この事業を活

用して、アドバイザーの活動を強化しよう、あ

るいはアドバイザーを増員しようというような

考えがございます。また、総合農業試験場のほ

うで食の安全・安心ということで、残留農薬の

分析検査を初めといたしまして、さまざまな技

術のさらなる開発を目指しているところでござ

いますけれども、そういったものを加速化しよ
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うということで研究補助員を雇用する、研究員

を招聘する、そういった形でフードビジネスと

いうものを基盤から強化していくということで

考えているのが（１）でございます。

、（ ） 、 、 、また ２ のほうに いろいろと 宮崎の肉

、 、あるいは加工業務用の農水産物 キャビア加工

みやざきの魚の販路拡大、あるいは海外輸出と

いうことで４つのプロジェクトを書いてござい

ます。これも、ポツのほうで若干内容につきま

しては書かせていただいておりますけれども、

基本的には各企業におきまして営業マン、ある

いは技術者、あるいはその営業・加工に関する

アドバイザー、そういったものを招聘するとい

うことを想定いたしまして、こういった形で計

上させていただいているところでございます。

これにつきましては３カ年の事業というふう

に聞いてございまして、今年度は途中からのス

タートということになりますけれども、来年度

以降はフルに使うということで、下のほうに書

いてございます平成26年度、27年度につきまし

ては、事業規模につきましても拡大していくと

いうことで考えているところでございます。

私のほうからは以上でございます。

営農支援課、○和田食の消費・安全推進室長

食の消費・安全推進室でございます。委員会資

料の22ページをお開きください。

野生鳥獣による農林作物等の平成24年度の被

害額についてでございます。本件につきまして

は、昨日の環境森林部の審議におきまして、同

じ資料によりまして説明が行われておりますの

で、私のほうからは農作物を中心とした説明を

させていただきます。

まず、１、平成24年度被害額の状況について

でございます。

（１）の部門別被害の状況の表をごらんくだ

さい。農作物のところでございますけれども、

平成24年度の被害額は10億415万円となっており

まして、平成23年度の農作物の被害額３億5,374

万4,000円より、約６億5,000万円の増加となっ

ておるところでございます。

次に （２）の作物別被害の状況の表をごらん、

ください。平成24年度の野菜の被害額３億2,968

万9,000円と水稲の被害額２億3,417万7,000円、

これを合わせますと約５億6,000万円となりまし

て、野菜と水稲で被害総額の約半分を占めると

いうような状況になってございます。

次に （３）の鳥獣別被害の状況のところの表、

をごらんください。平成24年度のイノシシによ

る被害額４億9,552万9,000円と鹿による被害額

３億6,993万9,000円、これを合わせますと約８

億6,500万円となりまして、イノシシと鹿の被害

で被害総額の約８割を占めておるというような

状況となっております。

次に、２、被害額増加の要因についてでござ

います。これにつきましては、23ページのほう

の上から２番目の白丸、ここに記載しておりま

すように、平成24年度に実施しました「地域で

守る鳥獣被害みえる化事業」によりまして、全

集落 約2,000集落でございますが を対象― ―

としましたアンケート調査、そして被害集落へ

の調査員による聞き取り調査、これを行いまし

て、より詳細な被害の実態把握に努めたことが

大きな要因になっておると考えております。

その他の部分については環境森林部の説明と

重複しますので、詳細説明は割愛させていただ

きます。

次に、３、今年度の主な取り組みについてで

ございます。この部分も環境森林部の説明と重

複しますので、詳細説明は割愛させていただき

ますけれども （１）の被害対策について、記載、
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しておりますような５つの取り組み、そして

（２）に記載しておりますように被害額の把握

、 、についての支援 これを行うことによりまして

今後とも被害の実態の的確な把握、それと被害

実態に即した適切な被害対策の実施に努めてま

いりたいと考えております。

食の消費・安全推進室からは以上でございま

す。

農産園芸課でございま○日髙農産園芸課長

。 。す 24ページをお開きいただきたいと思います

早期水稲の作柄と価格の動向についてでござい

ます。

まず、生育状況と作柄、それから検査状況で

、（ ） 、ございますけれども １ にございますように

生育状況等につきましては、４月の下旬から５

月の上旬にかけまして低温であったというとこ

ろもございまして、分げつが抑制されたところ

でございまして、その結果、穂数がやや少なく

なったところでございます。その下の作柄概況

、 、の表にございますように 穂数につきましては

先ほど申し上げましたように「やや少ない」と

いうことでございますが、その後、１穂当たり

のもみ数につきましては、好天に恵まれたとい

うこともありまして 「やや多い」という状況で、

ございます。穂数と１穂当たりのもみ数を掛け

合わせました全もみ数につきましては 「やや少、

ない」という状況でございまして、その後の天

候に恵まれたところもあって、登熟は「平年並

み」ということでございました。その結果、作

柄概況の左端にございますように 作況指数は99、

ということでございますが 「平年並み」という、

ことで見込まれておるところでございます。

次に、その下の生育状況と検査状況でござい

ますが、検査状況につきまして、中ほどの表を

ごらんいただきたいと思います。平成25年産に

つきましては、８月15日現在、ほぼ検査が終了

する段階でございますけれども、この時点で２

万2,107トンの検査が行われているところでござ

います。そのうち１等米が68.2％、それから２

等米が28.7％、３等米が2.5％、それから規格外

が0.6％というような状況でございます。

昨年の24年産と比べてみますと、１等米、２

等米につきましては、若干２等米の率がふえて

ございますけれども、その分、３等米もしくは

規格外というところが減っているというところ

でございまして、その分、上位等級のほうに移

行したというふうに考えてございます。

格下げの主な原因といたしましては、一番右

側に書いてございますけれども、例えば胴割れ

であったりとか、茶米であったりとか、病害虫

であったりとか、こういうような整粒が不足し

ているというようなもの。それとあとカメムシ

の被害を受けている部分カメというもの。それ

とあと充実不足ということで、いわゆる粒張り

が余り張ってない、ちょっと痩せ気味だという

ようなもみが目立ったというような理由で格下

げになっとるというものが、それぞれここに掲

げてあるようにございます。

また、次に２番目の価格の動向でございます

けれども、25年産のコシヒカリの相対価格につ

きましては、経済連のデータ等を活用させてい

、 、ただいてございますが 販売時期につきまして

収穫の時期から６期ほどに細かく分けてござい

ます。６期に分けられた中で、一番早い時期か

ら60キロ当たり１万6,500円からスタートいたし

まして、８月末現在で１万4,600円ということ

で、2,000円ほどの価格差が、それぞれ時期別に

つけられているところでございます。これを昨

年の状況と比べてみますと、昨年の相対取引価

格の全期通じた平均価格が、下のほうの表にご
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ざいますように、宮崎コシヒカリが１万8,587円

ということでございまして、昨年の24年産平均

の価格に比べましても2,000円から4,000円ほど

価格は下がっておるというような状況でござい

ます。これにつきましては、23年から24年にか

けまして、いわゆる原発の事故の関係もござい

まして、非常に価格が高騰したというようなこ

ともございまして、24年産宮崎コシヒカリは、

こういうふうに上がってございますけれども、

結果として、22年から23年の間の価格に戻った

というような認識でおるところでございます。

早期水稲の作柄と価格動向については以上で

ございます。

。○宮下農村計画課長 農村計画課でございます

本日は、７月に試行を開始いたしました土木

一式工事の、これまでの指名競争入札の試行状

況とあわせまして、９月中をめどに試行開始を

考えております土木一式工事以外の工種につき

まして、選定基準などの試行案について御説明

をいたします。資料の25ページをごらんくださ

い。

まず、建設工事における指名競争入札の試行

状況についてでございます。

１の（１）管内別試行状況の表をごらんくだ

さい。

表は、土木事務所管内別の通知件数と落札決

定件数、一番下には合計を示しております。９

月13日現在、公共三部全体で41件の指名通知を

行い、このうち28件について落札者を決定して

おります このうち 農政水産部は 指名通知12。 、 、

件、落札者８件となっております。

次に （２）の応札状況であります。落札決定、

した28件につきましては、各案件10者を指名し

ており、平均落札率は91％であり、最大が98.7

％、最小が89.0％となっております。参考で、

条件つき一般競争入札の状況もお示ししており

ますが、平均応札者が8.2者、平均落札率が91.1

％であり、指名競争入札とほぼ同じ水準となっ

ております。

次に、２の今後の試行予定等についてでござ

います。試行件数につきましては、年度内に公

共三部で200件程度を見込んでおります。

続きまして、新たに試行に取り組む工種の選

定基準（案）等について御説明いたします。

先日、環境森林部からも御説明を申し上げて

おりますので、当部からは簡潔に御説明をさせ

ていただきます。26ページをお開きください。

６月の常任委員会で御報告いたしました試行

。 、 、の概要であります その中で ２の試行期間に

その他の試行対象工事につきましては、９月末

。 、をめどに試行開始としております その工種は

３の（１）対象にありますように、②の舗装工

事、③のとび・土工・コンクリート工事、④の

建築一式工事の３種類であります。

続きまして、27ページをごらんください。こ

れは、既に試行を実施しております土木一式工

事の指名業者の選定基準に係る①から⑭までの

項目につきまして、評価方法を文章で記述して

いるものであります。

続く28ページから31ページまでは、新たに対

象となります舗装工事、のり面工事、交通安全

施設設置工事、建築一式工事の評価項目とその

内容をお示ししております。内容につきまして

は、一覧表で御説明をさせていただきます。

32ページをお開きください。まず、一覧表の

一番上には①から⑭の評価項目を並べており、

一番左側の列には、上から土木一式工事と、新

たに取り組みます試行対象業種４つを記載して

おります。評価の仕方でありますが、一番上の

土木一式工事について御説明いたしますと、例
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えば③の現場までの距離では、工事箇所と営業

所所在地との距離が近い企業に高いＡ評価が適

用されます。また、④の県工事受注状況におき

ましては、当該年度に県の受注実績がある場合

には、減点されることとなります。

このように評価を行いますけれども、新たに

取り組みます４つの工種におきましては、土木

一式工事と異なる評価項目がございます。下の

ほうで色をつけております部分と太線で囲んで

いる部分が評価の異なる部分でございます。御

説明を申し上げます。

まず、地域の建設業者を育成する観点から、

②の地域特性と③の現場までの距離につきまし

ては、入札参加範囲の違いや範囲内の建設業者

の数の違いなどを踏まえまして、評価の内容を

変えております。次に、災害時に迅速な対応が

可能となるという観点から、⑧の防災協定への

加入と⑨の建設機械の保有につきましては、そ

、れぞれの工種ごとの対応の違いを踏まえまして

専門的な協定を高く評価するなど、評価の内容

を変えております。次の四角囲いですが、⑫の

社会貢献と⑬の県工事への参加意欲につきまし

ては、経営事項審査の客観的なデータなど、他

のデータ等、使用できるデータを利用して対応

を行いたいと考えております。最後に、評価項

目の枠外に舗装工事のところに米印の混合入札

時の特例というものを記載しております。これ

は、舗装工事で行います上位等級との混合入札

で、ＡとＢ等級の両方を同時に指名する場合、

ほとんどＡ等級の企業が指名されるという状況

となりますことから、Ｂ等級の評価を一律に高

くして、Ｂ等級の企業が一定程度指名されるよ

う特例を設けるものであります。

指名選定基準につきましては、試行の検証と

見直しを重ねまして、入札契約監視委員会や関

係団体等の意見も聞きながら、よりよいものを

目指していきたいと考えております。

農村計画課からは以上でございます。

今、その他報告事項についての○山下委員長

説明が終了したところですが、ここで10分程度

、 。休憩をして またその後再開したいと思います

約10分程度ですから 52～53分ごろになるでしょ、

うか、よろしくお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後２時42分休憩

午後２時53分再開

それでは、委員会を再開いたし○山下委員長

ます。

その他報告事項についての質疑に入ります。

、○髙橋委員 農業・農村振興長期計画について

１点だけ、ちょっと意味合いやら教えてくださ

い。17ページの（２）一番下の宮崎方式総合的

作物管理技術を、もう少し詳しく説明いただく

とありがたいと思います。

総合的作物管理でござい○工藤営農支援課長

ます。これにつきましては、まず作物を育てる

上で一番基本になります土づくりをしっかり

。 、 、 、やっていただくと あとは 肥料管理 水管理

、いわゆる栽培管理をしっかりやっていただいて

健全な植物自体を育てる。その上に、化学肥料

に頼らない安全・安心な防除をやるということ

で、その基本技術の上に生物農薬、あるいは最

終的には天敵を使いまして総合的な作物の管理

をすることで、収量アップ、品質向上を図ると

いうことでございます。

これにつきましては、本県が全国に先駆けて

技術の普及を図っている状況でございまして、

特に施設野菜、ピーマン、キュウリ等につきま

して、技術の普及が、随時図られているところ
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でございます。

以上でございます。

ありがとうございます。○髙橋委員

今、おっしゃった説明で、他県もやっている

ような気がするんですけど。

いわゆる天敵あたりの農○工藤営農支援課長

薬につきましては、キュウリの先進県でありま

す高知県等でも使っておりますが、天敵だけと

言ったら言葉は悪いんですが 基本になりま―

す作物の健全な育成という視点をしっかりやっ

ているというところが、本県のこの技術の特徴

でございまして。総合的に、例えば、ピーマン

、 、ですと 半年の作型の間に化学農薬を70回とか

そういうふうなことで定期的に使うんですが、

、生物農薬なり天敵農薬を使うことによりまして

化学農薬の散布回数を例えば20回とか、そうい

うふうなことで減らすことによって、化学農薬

に過度に頼らない栽培をするということでござ

います。

この２件という数字は、これは、○髙橋委員

作物の件数ということですか。

先ほど申し上げました施○工藤営農支援課長

設のピーマン、それとキュウリ、この２つにつ

きまして、技術的にほぼ確立されてきていると

いうことでございます。

今後、さらに新たな品目の取り組みを強化し

ていくということで 宮崎方式のこの技術をしっ、

かり現場に定着していくように取り組んでいき

たいというふうに考えております。

、 、 、○髙橋委員 大変 ありがたい御説明で 何か

これに価値っていいますか、他県がまねってい

いますか、何かお金が来るような、そういうも

のが期待できるんでしょうか。お金というか、

特許といいましょうか。

もう一度お願いいたしま○工藤営農支援課長

す。他県の……。

いわゆる宮崎方式という名前をつ○髙橋委員

けるぐらいだから、他県がまねするときには、

、 、何か見合ったものといいますか 所有権ですか

。特許みたいなそういうものがつくんでしょうか

いわゆる、そういう特許○工藤営農支援課長

的なものではございませんで。そういう技術を

他県がしっかり、それを宮崎の今の現場で普及

しているレベルまで実施をするというのは、や

はりなかなか難しいものがあるというふうに考

えておりますので、そういう意味では、宮崎が

。一番先進県というふうなことで考えております

何か、もったいないような。自慢○髙橋委員

に終わるんですね。ごめんなさいね。大変すば

らしいことだから、またこういう技術を他の品

目に広げていただくとありがたいと思います。

次に、19ページ、20ページにかけて、水産の

振興長期計画ですけど。

例えば、19ページの一番下の新たな漁場改善

計画というのが、24年度は５件っていう実績が

出てます。ただ、22年度はゼロだから、当然100

％になるんでしょうけど。これに加えて、例え

ば、可能性的に何件ぐらいは漁場改善計画がつ

くれるんだよとか、そういうのがあるとイメー

ジしやすい、この５件というのは。

例えば、20ページの漁協等に新たな流通なん

、 （ ） 。かもそうですし 漁港整備 静穏度対策 とか

あと、一番下の地域での意見交換等を行う場の

創設数っていうのが３カ所と。新たにできた数

字なもんだから、これが最大このぐらいまでは

可能になるんですという説明があると、この数

字っていうのがイメージできるなと思うんで。

もし、ここで、何か説明できればお願いいたし

ます。

。○神田漁村振興課長 漁村振興課でございます
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この５件という「件」というところで、単位

の問題になってこようかと思います。漁場改善

ここで示す漁場は養殖の漁場という形で考―

えていただければということで、一つのエリア

。 、という形になろうかと思います そうしますと

宮崎県の養殖場は、北浦地区、島野浦地区、そ

れとあと延岡と、あとは門川と、あとは串間の

ほう。大体これで、もうほとんどの養殖場を網

羅してしまっている だから 漁場計画をつくっ。 、

ておりますんで、あとは中身をどうやって濃く

していくかというパターンになっていこうかと

思います。そういうことで御理解賜ろうと思い

ます。よろしくお願いします。

ありがとうございます。今の件で○髙橋委員

いうと、この100％は正真正銘の100％だという

ことで理解をしていいんですね。

先ほど申し上げましたけど、ほかの漁協等に

よる新たな流通とか、これは８件ですか。漁港

整備は、これは、まだ限りなく求められるとこ

ろがあると思ったりします。あるいは、地域で

意見交換等を行う場の創設数とか、３カ所で100

。 、 、％ これも もうここが理想的なといいますか

到達するところだよということで理解すればい

いんでしょうか。いま一度、説明ください。

まず、漁港の整備の静穏○神田漁村振興課長

度の整備箇所でございますけど、整備につきま

しては、平成27年度までの５カ年計画の中で９

カ所 23漁港ございますけれども、そのうち―

の９漁港につきまして整備していきますという

、 、考えの中で 24年度は本来予定しておりました

３漁港のうち１漁港の整備が、１つ終わったと※

いうことでございます。

それとあと、地域で行います意見交換会につ

きましては、地元の市とか漁協とか、そのあた

りが一緒になった意見交換会の場を作成しよう

、 、ということで 今は働きかけてはいるんですが

なかなか動きがちょっと弱いところがございま

して。現在、その３カ所といいますのが、島野

浦、日向、串間地区でございまして、まずは、

これを維持していくというのがポイントかなと

思っております。

以上でございます。

御説明がありましたように、おお○髙橋委員

むね計画どおりに進んでるということで理解を

したいと思います。ありがとうございます。

済みません、続けてお願いします。24ページ

の早期水稲ですけど、価格の関係で申し上げま

すけど、これは24年産、６月までの平均価格だ

から１万8,587円なんでしょうけど。いわゆる、

販売時期によって、去年は60キロで２万を超え

てるんです。だから、それは先ほど説明があり

ましたように、東日本大震災の関係で、原発も

含めてですけど、それで価格が高騰したってい

うことで。

あと、今回、大きいところで3,000円ぐらい下

がってます。だから、結局、米余りっていいま

すか、そういうところがかなり影響しているん

ではなかろうかという話も聞きますが、そうい

うところを、いま一度、執行部のほうで詳しく

分析してらっしゃるところがあれば、説明くだ

さい。

今、御指摘いただいたと○日髙農産園芸課長

。おりの価格の状況になっておるんですけれども

確かに、昨年の場合、24ページの下のほうです

けれども、１万6,500円という一番出だしのとこ

ろが、昨年が２万1,000円ということでスタート

してございまして、一番下のほうでございます

けれども、この８月31日現在までのところでい

けば１万8,800円だったというような状況でござ

※107ページに訂正発言あり
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います さらに この後の価格がちょっと下がっ。 、

たということで、昨年はトータル平均で１

万8,587円となってございます。

その下がった理由につきましては、やはり、

昨年が高かったというのが、まず一つあるんで

すけれども、ことしが、22年、23年に落ち着い

、 、てきているというものの中には やはり一番は

。御指摘あったような米余りの状況でございます

御案内のとおり、一昨年から昨年にかけまして

も米の消費量というのが下がってきてございま

して、１人当たり大体58.3キロというようなこ

とで、ピーク時の昭和37年に比べて半分以下と

いうような状況になってございまして。いわゆ

る流通在庫自体を見ますと約250万トン程度が、

例えば産地であったり、もしくは販売店であっ

たり、卸売業者であったりといったところに在

、 、庫として残ってございまして これがある意味

史上最高の在庫の状況になってございます。こ

、この部分をいかにはかしていくかということが

今後の、いわゆる米がいかにその価格が回復す

るかというところの一番の鍵になるんではない

かというふうに考えてございます。

将来的にＴＰＰも控えてるし、あ○髙橋委員

る意味、なかなか期待できない。昨年が高かっ

たもんだから、ことしの作付は農家が期待され

たんですね。ある面、非常にがっくりこられて

る方も多くて。消費拡大も、宮崎県だけではも

う無理ですから、これは全国的な取り組みをし

ないとなかなか難しい。ですから、いろいろと

その辺もまた取り組んでいただきたいと思いま

す。

先ほど、アンケートの関係がありました、実

態調査。よくまとめていただいたと思います。

私も、実は、このアンケートに答えた一人、農

家であります。それで、１点だけ、今後の営農

指導とか支援に大変役立つ資料になると思うん

です それで ８ページ せっかくまとめてらっ。 、 。

しゃいますから、また今後のためにと思って申

し上げますが。例えば、県北でいうと、延岡と

か門川と椎葉とか諸塚をひとくくりにするのは

無理があると思うんです だから ある意味じゃ。 、

そこは切り離さないと 結局 宮崎県は７ブロッ、 、

、 。クという定義が 一つのすみ分けがありますが

そういうところを、せっかくこうやって積み上

げられた調査だから、今後また参考にしていた

だければいいなと思って。これも御意見を申し

上げておきます。

済みません、長くなって。最後に建設工事の

指名競争入札の関係 試行ですが これは ちょっ、 。 、

と実態に対する質疑になりますけど、25ページ

に応札状況、あるいは参考とした一般競争入札

ということで出てますが。きょうの新聞でも、

環境森林部が所管する工事の説明がありました

けれども。最大99.9％。いろいろと理由はある

と思うんです。積算技術が、建設業者もかなり

能力が上がって、そういうところもあるだろう

ということも考えられますから。その辺の農政

水産部所管の条件つき一般競争入札の99.9％が

あったのかどうか。それと、こういう数字が出

た理由を簡潔に説明してください。

お答えいたします。今、○宮下農村計画課長

、 、お尋ねは 参考のところの条件つき一般競争で

②の最大が99.9％に対しまして、農政水産部で

は一番高かったのが97.4％という落札がござい

ます。これは、南那珂農林振興局管内で行われ

ました農地保全事業でございます。これに関し

ましては ２者応札がございましたけども 97.4、 、

％という高い状況でございます。

これにつきましては、委員からもございまし

たように、近年の積算能力の向上もございます
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が、一方、最小は、農政水産部では90％となっ

ておりまして、これも同じく南那珂農林振興局

管内の農地保全事業でございます。

やはり、個々の業者さんの積算能力もござい

ますけれども、発注する時期によりましても、

抱えております事業のあんばいとか、それから

同じ農地保全事業でも条件のいいところと悪い

ところ等についての業者さんの考えの中で、予

定価格から最低価格の中で応札をされているも

のというふうに推測をしております。

よくわかります。南那珂というこ○髙橋委員

とで、私も想定できる、あそこだなと思ったり

するんですけど。２者という、いわゆる業者が

少ないじゃないですか。やっぱり条件つきだか

。 、ら限定されてくると思うんですけど 特徴的に

２者とならざるを得ないというところを ちょっ、

と教えてください。

一つは地域的なこともあ○宮下農村計画課長

りますが、南那珂管内の業者さんの数が少ない

ということもございます。あとは、我々のほう

、からは申し上げにくい話でもありますけれども

やはり農地保全事業等という細かい作業で、細

かい管理等を求められる仕事で人気がないとい

う部分もあるのかもと思っております。

２者という数字が適正な数字だとは考えてお

りませんけれども、条件つきの一般競争入札と

いうことでございますから、広く一般から公募

しているというシステムの点から考えれば、適

正な競争は行われているというふうに考えてお

ります。

やむを得ない結果だということで○髙橋委員

理解はしたいと思います。

ちなみに、97.4％の工事価格。

1,300万円ほどの工事でご○宮下農村計画課長

ざいます。

農業・農村振興長期計画、これの○緒嶋委員

冊子の２ページ 「５年後のめざす将来像」と書、

いてあるのと、この下の平成32年と、この農業

の産出額、3,073億から3,225億。これは32年の

あれですか。５年後に目指しとるのと、ちょっ

と整合性がないわけだけど、これはどういうふ

うに理解すべきですか。

済みません。こちらは、○鈴木農政企画課長

平成32というのが正しくて 「５年後のめざす将、

来像」というところは、基本フレームの下にく

るような形が本来は正しかったということでご

ざいます。そういった意味で3,225億というの

は、32年、10カ年の計画でということでござい

ます。

これは、こういう書き方がいいか○緒嶋委員

どうかというのは、ちょっとあると思うんです

が。

問題は、今、ＴＰＰがどうなるかわからんわ

けです。その結果次第では、この計画は見直す

のかどうか。

なかなか難しい御質問だ○鈴木農政企画課長

と思っています。どうなるかわからないという

のが、まず一つございますし。一つ、申し上げ

れば、もちろんこの数字的なものというのは、

ある前提を置いて、仮定を置いてやってるもの

ですので、ＴＰＰとかそういう大きな情勢がで

きれば達成がなかなか難しくなるとかというこ

ともあると思います。

一方で、この計画に記載したのは、小さな数

字以上に、こういう方向で進めていくんだとい

う基本理念を10年間の計画という形でつくって

いるということがございますので、どのぐらい

の大きなインパクトがあったときに、新しい計

画として立て直すべきなのか。それとも、やは

り新たな成長産業化という形で進めた平成23年
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の考え方をしっかり進めていって、その上に対

策を積み重ねていくという形がいいのかという

のは、今の段階ではなかなか、どうだというふ

うにはお答えできないというのが正直なところ

でございます。

結果次第では、そういうふうにな○緒嶋委員

る可能性はあるんですよね。

それについては、しっか○鈴木農政企画課長

りと状況を見ながら考えていく必要はあると

思っております。

それぞれ、数字は何％とかいうの○緒嶋委員

は出ている。これは、この計画とすればＴＰＰ

は関係なしに。しからば、１戸当たり、どうい

う規模なら幾らぐらいの農業所得を目指すかと

いうのが、モデル的なもの。総合的には産出額

がこういうふうになりますよという。なら、１

戸の農家ならどうなるんですか。１戸の農家と

すれば、モデル的なものを含めて考えれば。こ

れは、やっぱり何か基礎があって、この数字が

出たんだろうから。結果とすれば、ミクロ、マ

クロで見ればいろいろ出るから、１戸当たりで

どういう農家の形をとれば、どれだけの所得と

か生産額になるかというものがあって、ある程

度の産出額が算出されんと、ちょっと意味がな

いんじゃないかなと思いますが、そのあたりは

どうですか。

農業産出額につきまして○工藤営農支援課長

は、耕種、畜産、それぞれの産出額の合計とい

うことで、現在の生産面積、生産額、それを踏

まえて今後の施策を打つ中で、これだけの額を

しっかり確保していこうという数字が、こ

の3,225億というふうに理解をしておりますが。

緒嶋委員のおっしゃいました農業所得につき

ましては、議会等の答弁でも、これまで国の農

業所得統計におきまして、直近ですと約200万と

いうふうな宮崎県の農業所得があるんですが。

所得につきましては、実は、いろんな数字がご

ざいまして、前回の議会でも答弁があったと思

。 、 、うんですが 例えば 主業農家でありますれば

主業農家は約１万戸程度あると思うんですけれ

ども、イコール認定農業者だと思うんですが。

その方々の サンプル数は少ないんですが、―

約500万円程度というふうな数字もございます。

また、ＪＡ系統の青色申告の組織協議会があり

ますけれども、そちらのほうの数字も、これは

課税あたりも考慮した中で数字がありまして、

例えば耕種農家ですと、やはり300万とかいうふ

うな数字がございます。

そういうふうな統計のとり方によりまして、

若干いろんな数字があるんですが。国の統計の

調査を基本としまして、県内のそういう課税所

得による数字とか、ＪＡ系統の数字とか、そこ

らあたりもしっかり現況を踏まえて、農家の所

得の目標を、今後しっかり整理をしながら目標

を立てていく必要があるというふうに考えてお

ります。

沖縄なんかは、もうその数字が出○緒嶋委員

ておるわけです。農業所得はいくらを目標にす

るとか。だから、産出額は、これは計算的には

このほうがやりやすい １戸の農家の所得といっ。

たら、所得率もあるし、いろいろ難しいわけだ

けど。やっぱり農家にすれば、頑張ればこれぐ

らいは、県も目標として農家所得を協力もして

もらうし、我々が頑張ればそれだけになるとい

うような目標があることが、やっぱり意欲も生

まれてくるし、厳しい中でも頑張ろうという気

持ちにもなるから。最終的にはそういうものが

出てきたほうが、私は、本当に農家のためには

いいんじゃないかというふうに思いますので、

今後、いろいろ検討してもらいたいということ
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を要望しておきます。

次に、野生鳥獣の被害ですけれども、きのう

も環境森林部にも言ったんですけど。この被害

額の算定の見直しがあったということで、この

ようになったということは、実態が詳細に出て

きたということで、ある意味ではいいことだと

思うんです。過去は、国の交付金も、宮崎県は

被害額が少ないから交付金の補助が、九州で最

、 。低だったということもあるわけです ３年前か

そういうことを考えると、これを基礎にして、

今後の対策も立てなければならない。

私が一番心配するのは、農業面積が、平成21

年が５万3,000ヘクタールで、平成32年も同じ５

万3,000ヘクタールというふうになっておるわけ

です。この長期計画の２ページで、実際、中山

間地では、イノシシや鹿の被害で、山林に近い

ところの農地は、つくってもその被害に遭うか

ら、実際、もう耕作放棄地になってるわけ。そ

ういう面積というのが、この被害額に入ってお

るのかなと私は思ってる。植えつけていないの

は、被害額に入っているかどうか。そこあたり

はどうですか。植えつけてないのは、被害額に

入っておるかどうか。植えつけても収入になら

んから、もともと植えないという、そういう放

置農地の問題。被害額にカウントしてあるかど

うか。

今の緒嶋委員○和田食の消費・安全推進室長

の御質問でございますけれども、それは被害額

には入っておりません。

、 「 」、ただ 平成24年に行いました みえる化事業

これにおきましては鳥獣害を原因に耕作をやめ

た農地につきましても把握を行っております。

昨年度、平成24年度１年間で鳥獣害を原因に耕

作をやめた農地につきましては、427筆、41.74

ヘクタールというふうになっております。

鳥獣被害による耕作の断念というのは、農家

にとって苦渋の決断であると思います。ですか

ら、その拡大に歯どめをかけるというのは、喫

緊の課題だと認識しております。

特に中山間地は、そういう深刻な○緒嶋委員

状態が 毎日、イノシシ、鹿は、言えば暴れ―

回るわけだから、それは広がってるわけです。

それだから、こういう問題等、農家の高齢化を

含めた場合に、やはり、ますます私は ５―

万3,000ヘクタール、これは確保してもらいたい

と思うけれども、この見通しは、これは、皆さ

ん方、もう農地は全然減らないということです

が、平成32年の目標として、こういう試算は大

丈夫なのかなと。

この農地の耕作面積の○大久津連携推進室長

目標につきましては、これだけ耕地面積がどん

どん減ってきております。宮崎は農業県と言わ

れますけれども、全国ではこの耕地面積という

、のは真ん中ぐらいの地位しかないということで

これについては死守するという形の最大の目標

で立てましたけれども。やはり、現状的にはそ

ういった、特に山間部については、担い手の高

齢化による耕作放棄地の次に、生産性が低い、

鳥獣害という問題での耕作放棄地という原因が

出ておりますので、そういったところを勘案い

たしますと、かなり厳しい部分ではありますけ

れども。一方では、生産性の基盤整備の整った

ところ、こういったところの利用率をしっかり

、 、 、高めることによって 逆に言って 農地の基盤

生産性の確保といいますか、面積をふやせませ

んけれども、耕地の利用率のほうで生産性を上

、 。げようと そういうことも考えておりますので

最大限の努力目標ということで、私たちも肝に

銘じて頑張っていきたいと思っております。

私は、このまま行けば、これは大○緒嶋委員
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賛成なわけだけど、現実問題としてこれが間違

いなく 生産性を上げるかどうかは、それは―

面積とは関係ないわけやから、面積が確保でき

。 、るかどうかというのを聞いておるわけ だから

これを確保できればいいですよ。そのためには

有害鳥獣対策を徹底的にやって、農地を守りま

すとかいう、そういうものが出てこんと、この

面積は守れませんよと私は言ってるわけです。

、○大久津連携推進室長 耕作放棄地については

毎年、約350ヘクタールほど発生しております。

一方では、この対策、再生整備なり、自主的な

対策によって同じように再生整備が行われまし

て、今、宮崎の場合は耕作放棄地というのは、

ほぼ横ばいでございます。

一方では、先ほども御質問がありましたよう

に、今後、中間管理機構とか耕作放棄地対策、

こういったものが来年から充実強化されるとい

うことも伺っておりますので、こういったもの

をフルに活用しながら、最大限 有効な資源―

でございますので、できるだけ減らないように

頑張っていきたいと思っております。

そのとおりでありまして、減らさ○緒嶋委員

ないように ちょっと不安があるからこれを守っ、

てくださいと、私はあなたたちを激励しよるわ

けやから、守るように。ぜひこれを、５万3,000

を、平成32年には確保しましたと自信を持って

言えるように。まだそのころまでは、あんたは

おられるじゃろうから頑張ってください。

それと、早期水稲はこういう価格で、２～３

年前に戻ったような価格だということを言われ

ましたが、普通水稲に対する影響は、これはど

う出るかと。この価格的な。これは、今から、

。もうぼちぼち収穫が始まったと思うんですけど

このあたりの影響は、今の時点でどう考えてお

られるか。

普通期水稲につきまして○日髙農産園芸課長

は、作柄的にも、何とか今のところ平年並みと

いうような状況でございまして、収量的にもそ

れなりにとれるだろうというふうに考えてござ

います。

、全国的にも平年並みというような状況の中で

やはり全体的には米がどうしても余っていると

、 、いうようなものの中で 普通期水稲についても

例えばコシヒカリ、早期水稲の場合に4,000円ほ

ど下がりましたけれども、そういう下がる率と

いうのがどれぐらいかというのはちょっとまだ

わかりませんけれども。やはり一定レベルは下

がらざるを得ないというふうに考えておるとこ

ろでございまして、そこの部分を生産者の手取

りを確保していくために、それ以外のコストと

いうのをいかに下げていくかということが非常

に大切かというふうに考えとるところです。

これはＪＡとか、その関係いろい○緒嶋委員

ろあると思うんですけど。相当下がるだろうな

というふうに想定できると思っております。

次に、入札制度の指名競争入札。これは、10

者指名して10者が応札をするのが本当は理想な

わけですね。しかし、現場監督とかいろいろ、

―またほかの受注の関係で無理だというのは

だから、何で応札しなかったかという理由は、

当然、皆さん方は指名したんだから、向こうに

はその理由は、やはり知らせてもらわないかん

と思うんです。ただ、ペナルティーがないから

向こうは何もせんでもいいということではなく

て、やっぱり、あなたたちが指名した以上は、

指名されたほうには、応札しなくてもこういう

理由で応札できませんでしたということは当然

報告させるべきだと思うんです。それはやって

おるんですか。

この試行につきまして○宮下農村計画課長
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は、12月から３月にかけてまた分析をするとい

うことで、御報告を申し上げております。その

ようなこともありまして、幾つかの辞退があっ

た案件があります。それぞれの業者さんにつき

まして連絡をとらせていただいて、理由を把握

させていただいております。今後、また分析を

していきたいというふうに考えております。

、○緒嶋委員 ペナルティーはないということで

ぜひ、それはやるべきだと思う。

それと、本当に言われたとおり、これは100％

までは落札は、落札率が100であってもいいわけ

ですか。

予定価格と同額までは入○宮下農村計画課長

札として成立いたします。それを超えた場合は

失格ということになります。

それと、農政のほうの振興局と土○緒嶋委員

、 。木事務所が 西臼杵は同じ場所にあるわけです

ほかのところも、やっぱり組織が一体だから。

土木で応札した人と、農政で応札した人が、両

方落札したというようなことも聞くんですが、

そういうことがあったわけですか。

事実として１件ございま○宮下農村計画課長

した。

それは、やっぱりできるだけバラ○緒嶋委員

ンスをよくというか、１者に受注が偏らんよう

にするというのが一つの やっぱり一般競争―

でも偏ってないかというのを我々もいろいろ言

われることがあります。一般競争の場合はやむ

を得んかなと思うが、これはもう価格競争だか

ら。一般競争なら育成型とか総合評価とかで、

価格だけじゃなくて、カウントして落札者が決

まるけど。もう、この指名競争の場合は、価格

以外には決定の方法がないわけですよね。そう

、 、なれば やっぱりそこ辺が２つなるというのは

土木事務所と振興局との協議というか、発注の

、 。時期を含めて そこ辺のバランスも考えないと

そういうこともあるし、受注した人は次は指名

しないとかいうことも、うまく調整しないと、

そういうことも今後ともあり得るんじゃないか

と思ってるんですが。そのあたりの知恵という

か、そこ辺はどう考えておる。

委員御指摘のとおり、指○宮下農村計画課長

名といいますか、落札の均等の観点から、余り

好ましいことではないということで。発生した

後、同じ管内で違う発注期間でこういうことが

起きないようにということで、密に連絡をとる

ようにするということと、あわせまして、落札

をした後のデータを反映する時間を、即座に反

映するということで、今、コンピューターで選

定をしておりますが、その中にも確実に反映さ

せるようにシステムの改訂等を行っているとこ

ろでございます。

、 、○緒嶋委員 今は いずれにしても試行だから

いろいろなことが初めての ６年以前はあっ―

たわけですけど 試行だから、いろいろなこ―

とが、課題が出てきてかえっていいと思うんで

す。その中で、本当にどういうのがいいかとい

うのが、ベストというのはなかなかないと思う

が、どれがベターかというのが、この200件の入

。 、札の結果で私は出てくると思うんです だから

今はこれではいいとかだめとかということを我

々もあんまり言いたくはありませんが。

いずれにしても、やはり、考え方としては受

注者が偏らないような、そういう配慮は、今の

うちにできるところは、当然やるべきだと思う

んです。そういうことを含んで、土木事務所と

振興局のほうでのそういう協議というか、それ

は十分やってほしいなというふうに思います。

以上です。

今の入札の試行なんですが、農政○原委員
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。 、水産部12件のうち落札決定が８件 あと４件は

今、進行中ということなんでしょうか。それと

も何か入札不調があったのか。

８件と通知の12件の差の○宮下農村計画課長

４件は、今、積算期間中、公告期間中でござい

、 。まして 今後入札が行われる予定でございます

この指名競争について不調等は、これまでの８

件では発生しておりません。

今後、公共三部で200件程度という○原委員

ことで、この要領を見ると３割程度ということ

ですから、逆算すると、この指名競争入札以外

も含めて、トータルであと700件程度あるのかな

と。

そうなったときに、緊急経済対策、15カ月予

算を去年、補正で組みましたよね。26年度には

繰り越しがきかないそうですから、25年度中に

終わらせないといけないと思うんですが、話を

聞いてみると、うれし過ぎる悲鳴というか。去

、年のこの経済対策の分でいろいろ発注があって

うれしいことに仕事は多いと。あり過ぎる。業

者は減ってますよね、かなり減ってます。職員

も減らしてます。さっき監督の話も出ましたけ

ど、減らしてます。その中で、やはり応札はし

。 、 。ていかないといけない ２件 ３件とりました

とったけれども、じゃあ、今からどうやって工

期を守ろうか。逆にそこに頭が痛い。うれし過

ぎる悲鳴というのはそういうことだったんです

けど。

そういう状況でございまして、25年度内には

。終わらないといけないということもありますが

この経済対策 「緊急」がついてるから、本当は、

緊急がいいんでしょうけれども。それを処理で

きなければ何もならない。また、工事の品質に

もかかわる問題にもなってくるので。やはりう

まく平準化を、できるだけぎりぎりの後ろの方

から工程を組んで、そういうことが必要でない

かということと。

落札率が上がっています。これは生の声とし

て聞いたことをお届けしますが、指名は確かに

いただくと。あるいは一般競争入札もあると。

入札に行きましたと。でも、ここで無理してと

ると、今は３つ仕事をとっている、もうヒーヒ

。 。ー言っていると さっきのような状況ですよね

工期を割るかもしれない。だけど応札をしない

といけないから、もう上を入れるというわけで

す。そこまでとりたいという意欲がないわけで

す。だから、恐らく99.9何ぼとか入れる。100ま

でということですから、極端なことを言えば100

。 、を入れるかもしれない 100はないでしょうけど

例えば98.5とか入れたときに、それでもほかの

。 。人がもっと上を入れた みんな同じ気持ちだと

結果的には落ちてしまったのかと。うれしいん

だけれども、落ちてしまったらどうしようとい

う、こういう状況を生んでるわけですよ、現実

に。だから恐らくこれから、そういう意味では

競争性というのは下がっていくわけですから、

入札の落札率は、もしかすると上がる方向にい

くかもしれませんよということを、そういう状

況にあるということをお話をしておきたいと思

うんで。

まず、一つお答えいただきたいのは、その発

注時期の平準化というか、うまく経済対策が連

続して出るように。ある時期、例えば、もう10

月にはポーンと終わって、後が何もなくなるの

も困るわけです。その辺のことのお考えを、

ちょっとお聞かせ願います。

委員からもお話がござい○宮下農村計画課長

ましたように、この緊急対策につきましては、

既に繰り越し予算であるということから、26年

度への繰り越しができないということで、私ど
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も公共三部で、この９月末までにできるだけ発

注しようというところで発注をしている。その

ことが、今、委員御指摘の状況を招いていると

いうことは、私どもも理解をしております。

我々の発注体制も、かなり予算の縮減の中で

縮小しているところもあります。その中で、予

算をたくさん消化するためには大きな工事で出

していく。バランス等も考えておりますけれど

も、指名競争入札は3,000万円以下という小さな

工事になりますが、なるべく一括して出したい

という思いもあります。

ところが、それがこの時期に重なるというこ

とは、今言われたような高入札であったり、逆

に言うと辞退者が多くなるというようなことも

ございますので、これも試行の中の一つであろ

うというふうに考えておりまして、それに緊急

対策が重なっておりました。我々も非常に頭を

悩ませておりますが。建設業界等とも、今後、

私どもが大きく出そうと思っているものを分割

したら、どうやってとっていただけるのかとい

うようなところも含めて、また協議をしながら

進めていきたいというふうに考えております。

そういうふうにいろいろ知恵を○原委員

絞っていただいて、効率のいい発注の仕方をお

願いしたい。たしか、その公共事業が480億の中

の380億でしたか。これが、結果的には終わらず

に、国にお返ししないといけないというのも、

逆にもったいない話であって。ぜひ、100％消化

したいですよね。そういう考えの中で、よろし

くお願いをしておきたいと思います。

ほかにありませんか。○山下委員長

。○神田漁村振興課長 漁村振興課でございます

済みません 先ほど 髙橋委員から御質問あっ。 、

た件につきまして、おわびと訂正をさせていた

だきたいと思います。

、委員会資料の20ページのところにございます

御質問のありました漁港整備のところの１カ所

のところでございます。私、ここを漁港の数と

申し上げたんですけれども、ここは３漁港３カ

所で整備するという予定が、１漁港１カ所で終

わったということで、申しわけございません、

訂正をお願いいたします。

よろしいですか。ほかにありま○山下委員長

すか。

17ページで、農業長期計画の一○前屋敷委員

番下のところですが （２）のところのエコファ、

ーマーの認定数というところで、平成24年65％

で1,696件ということですが、これは24年度の目

標に達しなかったという意味合いですね。

前屋敷委員が○和田食の消費・安全推進室長

おっしゃったとおり、24年度の目標数に達しな

かったということでございます。

それで、こちらのほうの冊子を○前屋敷委員

見ますと、エコファーマーの認定数というの

は、27年度で3,200件を目指してるということな

。 、んですが 残りの期間も少ないんですけれども

目標達成できるのか。

それとあわせて、エコファーマーですから、

その下のほうの家畜排せつ物のエネルギーとの

関係も含めて、見通しはどうなのか、その辺の

あたりも。

エコファーマ○和田食の消費・安全推進室長

ーにつきましては、目標値は、おっしゃったよ

うに、27年度に3,200としておりますけれども、

これは減少しております。

減少しておる要因としましては、平成13年度

、 。の初認定から もう10年以上が経過しておると

そして、その認定者の高齢による離農者、これ

が増加しておるというような状況があるという

ことが一つ。それと、２つ目が、補助事業の要
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件となっている事業というのが少ないと メリッ、

トがないというようなこと、それが２つ目でご

ざいます。

そういうことで、引き続き、化学肥料とか農

薬の低減に取り組んでいるけれども、申請をし

ない農業者もいるというのが、減少の原因でご

。 、ざいます そういうような状況を踏まえまして

既に更新をしなかった方について、再度の認定

の推進を行ったりとか、あるいは認定要領等を

改正して、より申請様式の簡便化とか、そうい

う簡便な認証制度の形に持っていったりとか、

そういう工夫をしていかなければならないと考

えています。今のままですと、この目標値はな

かなか難しいと考えております。

以上でございます。

農業も含めてですけど、社会全○前屋敷委員

体がエコという方向に進んでますので、やっぱ

り その辺は いろいろ困難な条件があるでしょ、 、

うけれども、ぜひ達成に向けて御努力いただき

たいというふうに思います。

もう一件。それと同じページの、ずっと上の

（１）のウ、みやざきブランドの展開のところ

で 健康や環境の取り組み品目数というので 24、 、

、 、年 ４品目100％達成ということになってますが

。具体的にこの４品目は何かを聞かせてください

この健康や環○甲斐ブランド・流通対策室長

、境による取り組み品ということでございますが

みやざきブランド戦略のほうでは、健康と環境

というものに着目しましてブランド化を進めよ

うとしております。

まず、健康でございますけども、機能性成分

と栄養機能性成分の調査を今続けておりまし

て、13品目で、ビタミンＣとかベータカロテン

の含有量が五訂値に比べまして多い傾向にある

ということがわかっております。その中でも、

ビタミンＣというのが、宮崎県として日射量も

多いということで、非常に多い傾向にあるとい

うことで、平成21年度から、そういうビタミン

Ｃの含有量を表示した販売というものをテスト

的に行っておりまして、健康に着目した取り組

みということではピーマンとゴーヤ、この２品

目について今取り組みを行っております。

もう一つ、環境に着目した取り組みというこ

とでございますけれども、地球温暖化ガス、Ｃ

、Ｏ の排出削減に向けた取り組みということで２

カーボンフットプリントの表示販売というもの

を行っております。これにつきましても、促成

ピーマンと夏秋ピーマンの２品目で行ってると

いうことで、健康２品目、環境２品目の合計４

品目で、今取り組みを行ってるということでご

ざいます。

あわせて、最終目標が10品目に○前屋敷委員

なってるんですけれども、これも具体的にあれ

ば。

先ほど、健康○甲斐ブランド・流通対策室長

に着目した取り組みで13品目、多い傾向にある

ものが見つかっているということをお伝えしま

したが。こういった品目の中で、特に、そうい

う五訂値に比べて多い傾向にあるものをとらま

えまして、品目数を拡大していきたいというふ

うに考えております。

よろしいですか。その他報告事○山下委員長

項ですが、そのほかは何かございませんか。

飲酒運転の件です。前に話を聞い○原委員

たときに思ったのは、結構夜まで飲んで、朝ま

で時間があったにもかかわらず、引っかかって

しまったということで。この前、事前に説明に

見えたときにお話ししたんですけど、個人のア

ルコール耐性っていうのは物すごく違いますよ

ね。飲んですぐ、例えば１時間ぐらいではかっ



- 109 -

平成25年９月20日(金)

てみると、簡単な市販のやつで。だから、それ

を、二度とこういうことが起きないように、職

員の皆さん方に、そのアルコール耐性を、あな

たは弱いよとか。強いと言って、逆にそれが裏

目に出るといかんけど。その辺の個人差という

のを認識させるというか、しておくことが、か

なり必要なんじゃないかなというふうに思って

、 。いまして そういうことを感じたもんですから

健康管理上、あるいはそういう事故が起きない

。 、 。ようにという意味で どうなんですか その辺

冒頭に部長が○興梠農政水産部次長（総括）

おわび申し上げましたけれども、今回の件につ

きまして、大変申しわけなく思っております。

それで、今お話がございましたように、確か

に個人によってアルコールの検出状況が違いま

、 。すし 分解状況が違うということでありまして

今、各振興局とかを私どもの総括補佐が回って

おりますけれども、そういう中で、そういう話

もさせていただいてます。そして、公費では買

えませんけれども、例えばアルコールチェッカ

、 、ーでありますとか そういったものは互助会費

親和会費あたりで買えますし、また個人でも買

えるわけですから、そういったものを用意して

いただくとかいうことも必要でございます。

今回については、いずれにしても、本人とし

ては回避行動は一応とっております。非常にス

トレスや何かもある職場だろうと思いますけれ

ども、そういう中で職員を慰労したという動機

については、非常によい面があったわけでござ

いますけれども。飲酒だとか酒気帯びの悲惨さ

を考えますと、やはりそこはきちっと襟を正し

ておかないといけない。公務員として、やはり

高い倫理観といいますか、コンプライアンスの

実践を求められますので、その一環でもあると

いうことで、その認識の徹底を図っているとい

うような状況でございます。

そういうことで、しっかり取り組んでまいり

ますので、どうぞ、またよろしくお願いいたし

ます。

ないようですので、これで農政○山下委員長

水産部の審査を終了いたします。お疲れさまで

した。

暫時休憩いたします。

午後３時44分休憩

午後４時２分再開

それでは、委員会を再開いたし○山下委員長

ます。

まず、採決についてでありますが、申し合わ

せにより 委員会審査の最終日に行うこととなっ、

ておりますので、24日火曜日に採決を行うこと

とし、再開時刻を13時30分としたいと思います

が、よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○山下委員長

します。

そのほか、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、以上をもち○山下委員長

まして本日の委員会を終了いたします。

午後４時３分散会
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午後１時30分再開

出席委員（８人）

委 員 長 山 下 博 三

副 委 員 長 有 岡 浩 一

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員  原 正 三

委 員 横 田 照 夫

委 員 岩 下 斌 彦

委 員 髙 橋 透

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 佐 藤 亮 子

議事課主任主事 川 崎 一 臣

委員会を再開いたします。○山下委員長

まず、議案の採決を行います。

議案の採決につきましては、議案ごとがよろ

しいでしょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

それでは、一括して採決をいた○山下委員長

します。

議案第１号及び第２号について、原案のとお

り可決することに御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○山下委員長 御異議なしと認めます よって

各号議案については、原案のとおり可決すべき

ものと決定をいたしました。

次に委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目として、特に御要望等あり

ませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時30分休憩

午後１時42分再開

委員会を再開いたします。○山下委員長

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくということで御異議ご

ざいませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

ありがとうございます。○山下委員長

次に、閉会中の継続審査についてのお諮りを

いたします 「環境対策及び農林水産業振興対策。

に関する調査」につきましては、引き続き、閉

会中の継続審査といたしたいと思いますが、御

異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議ありませんので、この旨○山下委員長

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時42分休憩

午後１時48分再開

それでは、委員会を再開いたし○山下委員長

ます。

宮崎県農業会議との意見交換会につきまして

、 、は 成長産業・ＴＰＰ対策特別委員会と協議し

合同審査会を開催したいと思いますが、御異議

ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それではそのように決定いたし○山下委員長

ます。

詳細については、調整の上、後日お知らせを

いたします。

次に、10月31日の閉会中の委員会につきまし

平成25年９月24日(火)
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、 、ては 執行部からの報告を受けるということで

御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。○山下委員長 それではそのようにいたします

そのほか、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

よろしいですか。○山下委員長

なければ、以上で委員会を終了いたします。

御苦労さんでした。

午後１時48分閉会
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